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様式２－１－１ 国立研究開発法人 年度評価 評価の概要様式 

 

１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所 

評価対象事業年

度 

年度評価 令和７年度（医薬基盤・健康・栄養研究所（第十一期）） 

 中長期目標期間 令和４年度～令和 10年度（2022年度～2028年度） 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 厚生労働大臣 

 法人所管部局 大臣官房厚生科学課 担当課、責任者 大臣官房厚生科学課 荒木 裕人 厚生科学課長 

 評価点検部局 政策統括官 担当課、責任者 政策立案・評価担当参事官室 諏訪 克之 参事官 

主務大臣  

 法人所管部局  担当課、責任者  

 評価点検部局  担当課、責任者  

 

３．評価の実施に関する事項 

（実地調査、理事長・監事ヒアリング、研究開発に関する審議会からの意見聴取など、評価のために実施した手続等を記載） 

 

 

 

 

 

 

４．その他評価に関する重要事項 

（目標・計画の変更、評価対象法人に係る重要な変化、評価体制の変更に関する事項などを記載） 

 

 

 

 

 

 

 

  



2 

様式２－１－２ 国立研究開発法人 年度評価 総合評定様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ，

Ｄ） 

 
2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027 年度 2028年度 

A A A A    

評定に至った理由  項目別評定について 10項目中 S が１項目、A が７項目、B が２項目であり、うち重要度「高」及び困難度「高」を付している４項目のうち１項目が S であり、本研究所の目的である医薬品等の研究

及び創薬支援並びに国民の健康・栄養に関する調査・研究に係る事項を含め、全体として目標を上回る成果を達成していることと、全体評価を引き下げる等の影響を与える事象もないことから、「厚生

労働省独立行政法人の目標策定及び評価実施要領」に基づく評価の結果、総合的に判断して A 評定とした。 

 

２．法人全体に対する評価 

令和７年度業務実績について、法人の目的に沿った研究開発に係る各成果の最大化、及び適正、効果的かつ効率的な業務運営を図り、全体として計画を上回る業績であると評価する。 

基盤的技術及び生物資源に係る研究及び創薬等支援について、具体的な研究・開発における顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められるものとしては、以下などが挙げられる。 

・AI創薬指向型・患者還元型のリアルタイム情報プラットフォームの構築及び機能拡充 

・胃癌腹膜播種の治療を目指し、GMP製造、製剤化、非臨床試験を実施したアンチセンス核酸の開発及び第１相試験  

・世界最高水準の創薬イメージングプラットフォームによる、in vivoでの作用機序の可視化、新規創薬ターゲットの同定及び有用性の検討 

・基盤的がん抑制因子活性化を利用した治療耐性難治性乳がんに対する治療薬開発における GMP 製造  

・感染症に対するワクチンやアジュバント等および腸内環境に基づく新たな個別化医療・ヘルスケア領域に関する研究 

・凍結技術開発による機能を保持した細胞凍結方法の開発、供給体制及び利用に関する環境整備の構築 

・植物バイオを活用した持続的な産地形成・自給率向上に資する研究開発並びにデータベースの構築と安定運用のための整備  

・霊長類に対する各種疾患モデルの作成及び解析より創薬研究に展開 

医薬品の開発振興については、希少疾病用医薬品等開発振興事業における取組（助成金交付、指導・助言）の他に、特例業務においてプログラムオフィサー等による指導・管理 体制の構築、外部評

価委員による評価の実施を通して、早期事業化や収益最大化に向けた支援が図られている。また、特定重要物資等の安定供給確保に取り組む事業者に対する助成等の安定供給確保支援業務について

は、厚生労働省、認定事業者と緊密に連携し、事業単位ごとに助成金の交付決定をするとともに、事業完了後には会計検査に基づく助成金の交付確定を行う等、特定重要物資に係る安定供給確保支援

独立行政法人としての役割を遂行した。 

健康と栄養に関する分野について、せっつ健康調査をはじめ、国民の健康寿命延伸に資する科学的根拠の創出に向けた複数の研究を着実に実施している。乳幼児や妊婦、高齢者などのライフステー

ジや個々の特性に応じた個別化栄養支援の実現に向けた研究が着実に進展し、「世界の非感染性疾患リスク要因に関する国際共同疫学研究（NCD-RisC）」及び「世界の疾病負荷研究（GBD）」において

は、国際主要誌に成果が掲載された。自然に健康になれる食環境づくりに関しては、民間企業８社が参加する食環境整備推進のための産学官等連携共同研究プロジェクトにおいて、本研究所がハブ機

能としての役割を担った。また、加工食品・料理レシピ共創データバンク・ジャパン（FRDB）を公開し、企業からのデータ提供基盤を整備することで、本研究所が令和 6年に開発・公開した日本版栄

養プロファイリングモデルの改良のための基盤を構築した。さらに、日本版栄養プロファイリングモデルについては、マクロツールの開発と企業への説明会を行った。これらの取組に加え、日本の食

品企業の取組を適切に評価するため、日本の栄養・健康課題や制度等を踏まえた評価枠組みの整備推進や、素材情報データベースの再構築・公開等も着実に実施しており、一人ひとりの健康を支援す

る研究と自然に健康になれる環境づくりに資する研究の双方において、顕著な成果が創出され将来的な成果も期待できる。 

また、栄養と身体活動に関する WHO協力センターの第４期再指定、大阪府や摂津市などの地域自治体と連携した研究の実施、新たに葉山町との連携協力に関する協定書の締結など、国内外で連携が

深化した。さらに、令和６年国民健康・栄養調査（拡大調査）の集計・解析及び令和７年度の調査に向けての支援、食品の買上調査などについては、例年より業務量が増大したものの、適切なマネジ

メントにより計画どおり遂行され、総合的に高く評価できる。 

業務運営及び予算については、計画に沿って適切に業務運営がなされている。 

 

３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

（項目別評価で指摘した主な課題、改善事項等で、翌年度以降のフォローアップが必要な事項等を記載。中長期計画及び現時点の年度計画の変更が必要となる事項があれば必ず記載。項目別評価で示

された主な助言、警告等があれば記載） 

 

４．その他事項 
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研究開発に関する審議

会の主な意見 

（研究開発に関する審議会の主な意見などについて記載） 

監事の主な意見 （監事の意見で特に記載が必要な事項があれば記載） 
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様式２－１－３ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評定総括表様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 

 中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目別

調書№ 

備考 

 2022

年度 

2023

年度 

2024

年度 

2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

 2022

年度 

2023

年度 

2024

年度 

2025

年度 

2026

年度 

2027

年度 

2028

年度 

Ⅰ．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 Ⅱ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置  

 A.医薬品等に関する事項 

１．基盤的技術の研究及び

創薬等支援に関する事項 

Ｓ○ 

重 

Ｓ○ 

重 

Ｓ○ 

重 

Ｓ○ 

重 

   １－１ 研究開発

業務 

 業務運営の効率化に関する目

標を達成するためとるべき措

置 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ    ２－１  

A.医薬品等に関する事項 

２．生物資源に係る研究及

び創薬等支援に関する事項 

Ａ 

重 

Ａ 

重 

Ａ 

重 

Ａ 

重 

   １－２ 研究開発

業務 

A.医薬品等に関する事項 

３．医薬品等の開発振興及

び開発・製造の基盤整備に

関する事項 

Ａ 

 

Ａ Ｂ Ａ    １－３  

Ⅲ．財務内容に関する事項 

 予算、収支計画及び資金計

画、短期借入額の限度額、不

要財産がある場合には、当該

財産の処分に関する計画、剰

余金の使途 

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ    ３－１  

B.健康と栄養に関する事項 

１．国民の健康寿命延伸に

資する科学的根拠を創出す

る基盤的・開発的研究に関

する事項 

Ａ○ 

重 

 

Ａ〇 

重 

Ａ〇 

重 

Ａ〇 

重 

   １－４ 研究開発

業務 

B.健康と栄養に関する事項 

２．栄養・食生活及び身体活

動に関する指針作成、社会実

装並びに政策提言に向けた

研究に関する事項 

Ａ 

重 

Ａ 

重 

Ａ 

重 

Ａ 

重 

   

 

１－５ 研究開発

業務 

 

          

Ⅳ．その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

 その他主務省令で定める業務

運営に関する事項 

Ｂ Ｃ Ｂ Ａ    ４－１  

B.健康と栄養に関する事項 

３．国際協力・地域連携に

関する事項 

Ｂ 

 

Ａ Ａ Ａ    １－６ 研究開発

業務 

 
         

B.健康と栄養に関する事項 

４．法律に基づく事項 

Ｂ 

 

Ｂ Ｂ Ａ    １－７ 研究開発

業務 

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 難易度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 重点化の対象とした項目については、各評語の横に「重」を付す。 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置）様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－１ 基盤的技術の研究及び創薬等支援に関する事項 

関連する政策・施策 ＸⅠ－２－１  

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施を確保すること 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成１６年法律第１３５号）

第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

重要度：高 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
９２２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

共同研究件

数 

79 件以上 88 件 100 件 137 件 139 件    

 

予算額（千円） 4,044,347 5,930,962 4,553,838 4,672,842    

特許出願件

数 

42 件以上 70 件 38 件 36 件 32 件    決算額（千円） 9,785,434 8,867,995 9,320,459 8,309,178    

査読付き論

文発表件数 

116 報以上 133 報 146 報 137 報 122 報    経常費用（千円） 9,590,681 8,050,325 7,945,076 7,712,303    

学会発表件

数 

309回以上 352 回 335 回 341 回 453 回    経常利益（千円） △459,455 △235,466 △363,518 104,890    

外部資金獲

得件数 

102件以上 125 件 119 件 140 件 164 件    行政サービス実施 

コスト（千円） 

10,081,415 8,522,934 8,347,850 8,093,362    

          従事人員数 105 131 142 144    

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 第３  研究開発の

成果の最大化その

他の業務の質の向

上に関する事項 

 

 

 

 

Ａ．医薬品等に関

する事項 

第１  研究開発

の成果の最大化

その他の業務の

質の向上に関す

る目標を達成す

るためとるべき

措置 

 

Ａ．医薬品等に

関する事項 

第１  研究開発の

成果の最大化その

他の業務の質の向

上に関する目標を

達成するためとる

べき措置 

 

 

Ａ．医薬品等に関す

る事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価をＳと評定する。 

評定に係る定量的、質的な根拠につ

いて、 

・研究に係る指標（共同研究等件数、

学会発表件数、外部資金獲得件数）

について基準値を上回った。特に共

同研究等件数は基準値比 175.9％、

学会発表件数は 146.6％、外部資金

獲得件数は 160.8%と大幅に基準値

を上回った。 

・評定に係る、質的に特筆すべき研

評定       

＜評定に至った理由＞ 

 

 



6 

 

１．基盤的技術の

研究及び創薬等支

援に関する事項 

 世界最高水準の

医療の提供に寄与

する革新的な医薬

品等の開発に資す

るよう事業を実施

するという観点か

ら、難病対策、新

興・再興感染症対

策、個別最適化生

活習慣病等対策、

迅速な新薬等の開

発、抗体･核酸医薬

等を中心とした新

規モダリティと

AI による創薬技

術開発等を行うこ

とにより国の政策

課題の解決と国の

経済成長に寄与す

ることを目標に、

以下の研究及び創

薬等支援に取り組

むこと。 

なお、創薬支援

ネットワークの一

環として創薬支援

を行う場合は、国

立研究開発法人日

本医療研究開発機

構等と緊密に連携

を図ること。 

さらに、研究開

発成果の実用化及

びこれによるイノ

ベーションの創出

を図るため、必要

に応じ、科学技術・

 

１．基盤的技術

に係る研究及び

創薬等支援に関

する事項 

 世界最高水準

の医療の提供に

寄与する革新的

な医薬品等の開

発に資するよう

事業を実施する

という観点か

ら、難病対策、新

興・再興感染症

対策、個別最適

化生活習慣病等

対策、迅速な新

薬等の開発、抗

体･核酸医薬等

を中心とした新

規モダリティと

AI による創薬

技術開発等を行

うことにより国

の政策課題の解

決と国の経済成

長に寄与するこ

とを目標に、以

下の研究及び創

薬等支援に取り

組む。 

なお、創薬支

援ネットワーク

の一環として創

薬支援を行う場

合は、国立研究

開発法人日本医

療研究開発機構

等と緊密に連携

を図る。 

さらに、研究

 

１．基盤的技術の研

究及び創薬等支援

に関する事項  

特に研究所内横断

の取組として、医療

機関と連携して詳

細な臨床情報と患

者検体をリアルタ

イムで収集し、患者

層別化に有用な各

種マーカーを特定

するとともに、生成

AI を活用してデー

タ解析やアルゴリ

ズム開発などを行

うことで、AI 創薬

指向型・患者還元

型・リアルタイム情

報プラットフォー

ムの構築を進め、医

学研究・創薬の活性

化と医師・研究者の

育成につなげる。令

和７年度は連携医

療機関に横展開し

ながら、個別化医療

を実現するためプ

ラットフォームの

試料・情報・AI 解

析技術を用いた創

薬研究を加速させ

る。  

なお、創薬支援ネ

ットワークの一環

として創薬支援を

行う場合は、国立研

究開発法人日本医

療研究開発機構等

と緊密に連携を図

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度は、前年度に構築したリアル

タイム臨床情報収集プラットフォームを基

盤として、生成 AIを臨床現場へ導入・運用

することで、医療従事者の負担軽減と患者

還元をさらに加速させた。具体的には、臨

床現場の大きな課題であったアナログ業務

のデジタル化において顕著な成果を上げ

た。「問診生成 AI」を導入することで、従来

は紙媒体で運用されていた抗がん剤治療に

おける「治療日誌」をデジタル化したこと

で、患者がスマートフォン等から日々の体

調や症状を容易に記録できる体制を構築し

た。これにより情報の集約と一元化が実現

し、医療従事者間での情報共有が円滑化さ

れた結果、患者及び医療従事者双方の負担

が軽減するとともに、より細かな副作用管

理と適切な治療を実現した。 

また、看護業務の効率化に向けた「看護

音声入力生成 AI」については、看護カンフ

ァレンスや電話サポート窓口に導入し、従

来の手動記録と比較して記録作業時間の短

縮に成功した。 

システム基盤の高度化においては、生成

AI サービスと既存の電子カルテシステム

をシームレスに繋ぐ連携基盤を構築した。

電子カルテ画面から直接 AI サービスを起

動し、１クリックでデータ連携が可能であ

り、患者 IDを自動的に紐付ける機能を実装

したことで、データの取り違いミスを防止

するとともに、スタッフの操作負担を最小

限に抑えた運用を可能にした。また、電子

カルテ内の情報から医療文書やサマリーの

作成を支援する機能も開発した。 

加えて、前年度より運用を開始した「対

話型疾患説明生成 AI」については、乳腺外

科から胃外科や大腸外科などの消化器領域

へと導入を拡大した。 

 

 

 

究等の実績は分野毎に後述する。 

研究所内横断事業である、AI創薬

指向型・患者還元型のリアルタイム

情報プラットフォームの構築に関し

ては、研究所内の連携による知見と

技術を結集し、AI創薬と患者中心の

医療の実現を目指す先駆的な取組で

ある。 

今年度は生成 AI の社会実装に確

実な進展を遂げており、特に問診生

成 AIや看護音声入力生成 AIといっ

た、これまで医療現場の大きな負担

となっていたアナログ業務に対し、

生成 AI を効果的に活用して業務時

間短縮を実現した点は、大きな成果

である。これは単なる事務効率化に

とどまらず、医療従事者が患者との

対話やケアといった本来の専門業務

に注力できる環境を創出しており、

医療の質向上と患者満足度の双方に

直結する価値を生み出している。 

また技術面では、電子カルテとの

高度な連携基盤を構築し、現場の利

便性と正確性を両立させた点は、多

忙な医療現場におけるシステムの定

着を考慮するうえで非常に重要なこ

とであり、今後の他施設展開を見据

えた汎用性の高いモデルを提示した

といえる。 

疾患説明 AI の診療科拡大や、臨床

研究の同意取得への応用について

は、医療の均一化や地域格差の是正、

さらには迅速な研究開発の促進に寄

与するものであり、社会的意義が極

めて大きい。 

総じて、本研究は医療・創薬・AI

という複合領域を実装可能な形で融

合した、極めて独創的かつ社会的意

義の高いプロジェクトであり、今後

の水平展開や各種連携に向けたモデ

ルとしても期待できるものと考え
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イノベーション創

出の活性化に関す

る法律（平成 20 年

法律第 63 号。以

下「科技イノベ活

性化法」という。）

に基づく出資並び

に人的及び技術的

援助の手段を活用

すること。 

【重要度：高】 

基盤的技術に係

る研究及び創薬等

支援は、革新的な

医薬品等の開発に

貢献することを通

じて、健康・医療

戦略推進法（平成

26 年法律第 48

号）に規定されて

いる世界最高水準

の医療の提供や国

民が健康な生活及

び長寿を享受する

ことのできる社会

(健康長寿社会)の

形成に直結する極

めて重要な業務で

あり、我が国の健

康・医療政策にお

ける主要な位置を

占めるため。 

 

（１）難病に対す

る治療法や医薬品

等の開発に係る研

究及び支援 

難病等に対する

研究は、公的研究

機関で担うべき研

究の一つであるこ

開発成果の実用

化及びこれによ

るイノベーショ

ンの創出を図る

ため、必要に応

じ、科学技術・イ

ノベーション創

出の活性化に関

する法律（平成

20 年法律第 63

号。以下「科技イ

ノベ活性化法」

という。）に基づ

く出資並びに人

的及び技術的援

助の手段を活用

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）難病に対

する治療法や医

薬品等の開発に

係る研究及び支

援 

難病等に対す

る研究は、公的

研究機関で担う

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）難病に対する

治療法や医薬品等

の開発に係る研究

及び支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）難病に対

する治療法や医

薬品等の開発に

係る研究及び支

援 

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が国の政

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【難病治療分野】 

乳がん細胞にて体細胞変異もエピ

ゲノム異常も認められないがん抑制

遺伝子（PHB2）に着目。プロジェク

トにおいて同定した乳がん特異的

BIG3-PKA-PP1Cα複合体（BIG3 複合

体）は PHB2の機能を負に制御（ブレ

ーキ機能を喪失）することで乳がん

細胞の生存・増殖を促進させること

から、BIG3-PHB2 相互作用を阻害す
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とから、難病等に

ついて、臨床検体

等の利活用やモデ

ル動物による分子

病態の解明、難病

関連データベース

間の連携推進、治

療法や医薬品等の

研究開発及び関連

する基盤的技術の

研究開発を行い、

標的因子の探索及

びその構造・機能

解析、診断技術、

医薬品候補物質等

の創製・臨床応用

等を目指すこと。

また、その成果等

も活用して医薬品

等の開発を支援す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

べき研究の一つ

であることか

ら、難病等につ

いて、臨床検体

等の利活用やモ

デル動物による

分子病態の解

明、難病関連デ

ータベース間の

連携推進、治療

法や医薬品等の

研究開発及び関

連する基盤的技

術の研究開発を

行い、標的因子

の探索及びその

構造・機能解析、

診断技術、医薬

品候補物質等の

創製・臨床応用

等を目指す。ま

た、その成果等

も活用して医薬

品等の開発を支

援する。具体的

には、以下の取

組を行う。 

 

【研究】 

ア プロテオミ

クス、トランス

クリプトミク

ス、メタボロミ

クス、バイオイ

ンフォマティク

ス等に関する最

先端の解析技術

を用いて、難病

等に対する創薬

ターゲットの探

索を行い、創薬

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研究】 

ア 患者血液中の

細胞外小胞の高分

解能・高感度プロテ

オーム解析技術を

開発し、様々な難病

の多検体解析を実

施し、バイオマーカ

ー探索・検証を行

う。深層学習等を取

り入れた先端プロ

テオミクス解析技

術を用いて、難治性

策や社会のニー

ズと適合してい

るか。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

・他機関等との

連携状況 

・共同研究等件

数 

・外部資金獲得

件数 

【モニタリング

指標】 

・各種媒体等へ

の掲載、取材及

び地域イベント

等への出展の件

数 

 

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が企業又

はアカデミアに

おける研究の実

用化又は進展に

つながっている

か。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

【モニタリング

指標】 

・特許出願件数 

・論文発表件数 

・学会発表件数 

・探索された創

薬ターゲット

数・シーズ数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 血液中 EV（細胞外小胞）プロテオーム解

析の大規模検体解析系に最先端 MS を導入

することで、解析の高深度化を実現し、府

内医療機関との共同研究に適用した。他機

関との共同研究で、多発性硬化症患者の脳

脊髄液（CSF）中 EV 解析を行い、障害進行

と 相 関 す る 予 後 予 測 マ ー カ ー 候 補

ITGAX/CD11cを同定し、論文発表した。 

 

 

 

 

るペプチド stERAP を開発し、プロテ

アーゼ抵抗性・細胞膜透過性・αヘ

リックス構造の維持安定性を向上さ

せた dstERAP（２重分子内架橋化

BIG3 由来 13 アミノ酸）へと発展さ

せた。dstERAP の長期持続的抗腫瘍

効果の分子機序として、PHB2による

持続的な転写活性抑制を誘導して長

期薬効を認めることを明らかにし

た。 

AMED 革新的がん医療実用化研究

事業の支援下において、dstERAP の

製剤化を進めており、令和７年度は

GMP 準拠の治験薬製造を完了し、次

年度以降の再発・進行性乳がんを対

象とした医師主導型の第 I相臨床試

験の実施に向けた体制整備を進め

た。なお、dstERAP は全身に発現す

る PHB2 と結合して BIG3-PHB2 相互

作用を阻害するため、正常臓器への

影響による予期せぬ副作用の可能性

及び静脈投与に限定される点が懸念

点であるため、がん特異的な BIG3へ

直接結合することで BIG3-PHB2相互

作用阻害する低分子化合物のスクリ

ーニングを実施した。その結果、が

ん細胞特異的な増殖抑制効果を示す

リード化合物を同定し、構造最適化

のステップを経て、経口投与にて顕

著な抗腫瘍効果を認めるリード化合

物#51(R)を同定した。今後、種々の

薬効評価、薬物動態試験等を進めて

いく。 

このように dstERAPは、乳がん治

療における最大の未充足医療ニーズ

である「治療抵抗性」の克服を可能

とし得るもので、その成果は社会的

に非常に大きな意義を有する。 

また、これまでに、がん細胞特異

的に機能するゴルジ体局在 O結合型

糖転移酵素(GALNT)によるがん細胞

の増殖・進展機構の解明を進め、ゴ

ルジ体−小胞体連携によるがん微小

環境制御機構に着目してきた。今年

度は、小胞体ストレスセンサーIRE1 

(V247-T264)領域を含むペプチドを

設計・合成し、その阻害効果の検証

に取り組み、本ペプチドが ERストレ
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シーズ等の発掘

につなげる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がん等の治療経過

に伴う変化を明ら

かにし、新規治療法

及び対象患者の層

別化手法を提示す

る。 

 

 

オミクス解析を

通じて、日本人家族

性乳がん家系サン

プルを用いて新規

の家族性乳がん原

因遺伝子の同定及

び新たな診断系の

開発を目指し、前年

度同定した複数の

候補原因遺伝子の

検証及び機能解析、

新たな症例収集を

進める。 

がん細胞特異的

な微小環境への適

応機構の解明とし

て、ゴルジ体－小胞

体連携による小胞

体ストレス応答の

恒常性維持機構の

解明及び糖転移酵

素標的治療薬の開

発のために、前年度

までに同定した小

胞体ストレスセン

サーの糖鎖修飾を

分子メカニズムの

解明と本糖鎖修飾

標的治療薬の開発

ためのスクリ-ニン

グ系の確立、スクリ

ーニングの実施か

らヒット化合物の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 がん細胞特異的な微小環境への適応機構

の解明として、小胞体ストレスセンサー

IRE1 の小胞体膜からゴルジ体への輸送メ

カニズムおよびがん特異的糖転移酵素

GALNT6-GALN7 による IRE1 の O 結合型糖鎖

修飾、さらに、GALNT6-IRE1相互作用阻害に

よる抗腫瘍効果を明らかにした。また、家

族性乳がん原因遺伝子の同定及び新規診断

法の開発については、全エキソーム解析を

通じて候補遺伝子 Gene A の同定および同

定した変異が相互作用分子との結合を減弱

することを明らかとし、この減弱による細

胞内の責任パスウェイの活性化機構とがん

細胞の悪性化への分子機構の解析を進め

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ス依存的に乳がん細胞増殖を抑制

し、in vitroおよび in vivoにおい

て抗腫瘍効果を示すことを明らかす

ることができた。 

これらにより、オルガネラ連携を

通じたがん微小環境制御機構解明に

基づく創薬研究も進め、がん細胞に

おいて重要な機能を有する創薬研究

の実用化に向けた計画を多く実施で

きた。 

更に、胃癌腹膜播種治療を目指し

たアンチセンス核酸 (ASO-4733)の

第Ⅰ相試験を開始した。本研究の成

果により、胃癌腹膜播種の予後が劇

的に改善されることが期待できる。

腹膜播種は外科的な治療が極めて困

難であり一般的な治療法である抗腫

瘍剤の全身投与による効果も乏しい

ため、新たな治療薬開発は社会ニー

ズに応えるものである。 

核酸医薬を用いた個別化医療 (N-

of-1) が近年希少疾病の治療方法と

して進展している中、N-of-1と創薬

実現に必要不可欠な専門家を結集し

た分野横断的な研究班を組織し、疾

患レジストリから候補核酸医薬導出

までを一気通貫で行う仕組みを構築

し、本研究所の配列設計プラットフ

ォームを用いることで、数千種類の

膨大な ASO 候補の中から KD 活性が

高い配列を高確率で一本釣りできた

ことを示されている。特に KD活性が

高い ASOについては、マウスによる

検証の結果、承認薬と同程度の KD活

性を有し、低毒性であることが確認

できた。令和７年度には、新たな対

象疾患としてもやもや病を選定し、

本研究所独自の配列設計プラットフ

ォームを用いて約 243種類の ASOを

設計・合成した。導入試薬未使用時

でも高活性でありながら、その５倍

以上の濃度を長期間暴露した場合で

も細胞毒性を示さない ASOを３種類

見いだすことに成功した。ヒト疾患

細胞モデルや疾患モデル動物を用い

た有効性の検証を進めていく基盤と

することができた。 

神経難病に関するゲノム解析研究
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単離を目指す。 

再発転移性乳が

ん、膵臓がんなどの

難治性がんの発症・

進展過程における

正常〜前がん病変

〜がん化の早期の

各段階に関わる遺

伝子として、治療耐

性株を用いたオミ

クス解析を通じて

の耐性関連遺伝子

の同定及び難治性

乳がん治療耐性関

連遺伝子に着目し、

その機能解析によ

る薬剤耐性の診断・

予防的治療法の開

発を実施する。 

 

これまでに構築

を進めてきた「診療

情報と分子レベル

の実験データを合

わせた疾患統合デ

ータベース」や「改

良版  患者層別化

AI」を用いた創薬

ターゲット探索を

継続する。時系列診

療情報を対象とし

た患者層別化・疾患

リスク評価 AI の開

発及びデータ解析

を進める。  

 

複数のがん患者

を標的可能ながん

特 異 的 な 抗 原

“Shared ネオアン

チゲン”の更なる同

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 独自技術である患者層別化 AIについて、

紐付けられた項目間の関係性について生物

学的解釈を自動化するシステム（RAG、AIエ

ージェント）の開発を進めている。患者層

別化 AIを様々なコホートデータ（特発性間

質性肺炎、免疫抑制剤投与による副作用と

して起こる間質性肺炎、COVID-19）に対し

て適用し、創薬標的探索やバイオマーカー

探索の成果の論文化を進めている。CT画像

（線維化、がん）やマンモグラフィー（石

灰化）から病変部位などを定量化して抽出

する技術を実装した。 

 

 

 

 

CD8T と CD4T 細胞を誘導できる個別化ネ

オアンチゲン予測システムを用いた臨床研

究を継続した。解析パイプラインの改良を

目的に、これまでに個別化ネオアンチゲン

ワクチン治療を受けたがん患者の免疫反応

において、ALS および non-5q SMA 

における NOTCH2NLC および LRP12の

CGG リピート伸長を同定し、未診断

症例の原因解明に資する知見を得る

ことができ、難病対策に資する重要

な成果となった。 
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定を継続する。同定

したネオアンチゲ

ンに対して、ネオア

ンチゲン特異的 T

細胞のスクリーニ

ングを行い、その T

細胞受容体の同定、

がん細胞に対する

細胞傷害活性を評

価する。がん特異的

なプロファイルを

示したネオアンチ

ゲンについては、難

治性がんの治療薬

候補としてペプチ

ドあるいは mRNA

を用いたワクチン

開発を進める。さら

に、同定したネオア

ンチゲンを特異的

に認識する抗体を

同定し、抗体を用い

た新たな治療法開

発を目指す。また、

生成 AI を活用した

ネオアンチゲンの

予測法、抗原特異的

な T 細胞受容体の

予測解析法を開発

する。 

 

 

膵がんを始めと

する難治性がんを

対象に、分子病理学

的解析プラットフ

ォームを活用し、ヒ

ト臨床検体を用い

て発がん初期及び

進展期における生

物学的現象の解明

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

情報を網羅的に解析し、免疫反応性に関連

する因子を同定、新たなネオアンチゲン予

測モデルを構築した。次に、複数のがん患

者を標的可能なフ Shared ネオアンチゲン

の標的として、がんで最も遺伝子変異が多

い KRASに特異的な抗体の単離に成功した。

さらに、全ゲノムシーケンス及びロングリ

ード RNA シーケンスを用いて新規がん特異

的トランスクリプト由来の抗原を同定し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

膵がん前駆病変、早期膵がん、残膵癌を

対象とした解析を進め、発がん初期から進

展・再発に至る分子病理学的背景を明らか

にした。残膵癌に関する全国共同研究では、

初回切除後に発生する残膵癌の成立に複数

の分子発生経路が関与することを示した。

また、stage 0/IA 膵がん 150例・233病変

の多施設共同マルチオミクス解析により、

治癒可能段階においても膵がんが生物学的
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イ 難病関連デ

ータベース間の

連携推進及び難

病情報の機械学

習等を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を目指す。さらに、

高リスク群に対す

るサーベイランス

手法、超早期診断技

術の開発及び新規

治療標的の同定並

びに発がん予防法

の開発を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 厚生労働省の

指定難病患者デー

タベースのデータ

利活用を図るとと

もに、難病関連デー

タベース間の連携

推進を図る。また、

免疫関連難病等の

創薬標的候補探索

を目的として、機械

学習等の手法によ

る in silico 解析等

を行う。 

 

 

加齢黄斑症・網膜

色素変性症を始め

とする霊長類医科

学研究センターの

疾患モデルの全ゲ

ノム解析を実施し、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に不均一であり、複数の形態学的・分子進

化経路を有する可能性を明らかにした。 

若年発症膵がんについては、ショートリ

ードシーケンスによる国際共同研究の成果

を取りまとめ、ロングリード解析へ発展さ

せる基盤を得た。また、膵がん前駆病変を

対象とし、独自分子検出技術を発展させ、

論文化した。 

さらに、KRAS および GNAS 変異を対象と

する高感度・高精度のマルチプレックス定

量系を確立し、低侵襲診断及び高リスク群

サーベイランスへの応用基盤を強化した。 

指定難病に関連する発がん研究への展開

として、IBD 関連癌の予備的解析に着手し

た。また、正常組織あるいは慢性炎症組織

を母地として出現する初期クローンの成立

過程に着目し、発がん極早期の分子基盤解

明に向けた研究の方向性を明確化した。 

 

 

約 450 万件の難病患者データ（臨床調査

個人票）を分析。各疾患での経年的に情報

を追跡可能な患者数等、様々な切り口のデ

ータを作成し、厚生労働省難病対策課へ報

告した。本研究所が運用する指定難病患者

データベース（難病 DB）の登録状況の詳細

を明らかにし、利活用を提言した。 

小児慢性特定疾病児童等データベース

（小慢 DB）を運用する国立成育医療研究セ

ンターとの共同研究により、潰瘍性大腸炎

とクローン病を主な対象として、小慢 DB→

難病 DB のデータ連結のための項目分析を

行い、項目対応の状況等について学会報告

した。 

 

網膜色素変性 RP については家系サルお

よび、ヒト臨床検体に対する解析を行った。

サルにおいてはフルゲノムシーケンス（ロ

ングリード）を行った。本検討の上位研究

により T2T のリファレンスゲノムが構築さ

れ、２匹の罹患サルを含めた家系の連鎖解
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ウ 難病等の原

因・病態の解明

及び正確かつ有

効なモダリティ

による新規治療

法・診断法を開

発するための基

盤的研究を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既知の疾患のヒト

患者における変異

と対照するととも

に、ヒト網膜色素変

性症患者の全ゲノ

ム解析も実施し、モ

デル動物としての

正当性を担保しつ

つ生成 AI に基づい

た解析を通じて、こ

れら難病原因遺伝

子の同定並びに新

規治療法及び診断

法の開発を開始す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 前年度に引き

続き、アンメットメ

ディカルニーズの

高い疾患の治療に

資する新規治療法

や診断法の開発・検

証に向けた in vivo 

assay 系を開発す

る。特に本年度は、

創薬資源研究支援

センター内の連携

をより深めるとと

もに、センター間で

の研究プロジェク

ト・研究室のニーズ

にあった疾患モデ

ル動物の作出に向

けた取組を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

析による領域の絞り込みと RP の疾患原因

データベース、及び網膜での発現解析から

原因遺伝子を絞り込んでいく。ヒト臨床検

体においては神戸アイセンターより、既存

試料において、パネルシーケンスでは原因

変異が同定できなかったものについて同じ

くロングリードシーケンスを行ったが、ク

オリティチェックでは問題なかったが、読

まれたリードは期待の半分ほどの長さしか

なかった。これは二重鎖 DNA の片側にニッ

クが入っていたためと考えられるが、この

ため試料全体について有効な解析は困難で

ある。そこで、リードが比較的長く読めて

いるものそして、臨床的に重要と考えられ

るものを優先的に解析していくこととし

た。その他、モデル動物（ゼブラフィッシ

ュ）において、RP の発症ではなく重症度を

左右する Cis および Trans の遺伝的修飾因

子の存在をシーケンス解析を含めた解析で

証明し成果が Advanced Science 誌に受理

された。 

 

 

疾患モデル動物の開発研究に関して、創

薬における動物モデルとヒトとのギャップ

を埋めるべく、ゲノム編集・遺伝子改変技

術によるモデル動物作出を進めた他、独自

の自然発症疾患モデルマウスを系統維持し

ており、脳疾患（てんかん）モデルの病態

解析と新規モデルの開発や、難治性血管炎・

腎疾患のメカニズム解明と創薬への応用を

目的として研究を推進した。 
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核輸送因子と相

互作用するがん関

連因子の生物学的

特性解析を実施す

るとともに、前年度

同定した創薬標的

の検証実験を行う。

また、ウイルス構成

因子と宿主核輸送

因子の機能的な連

携に係る検証及び

前年度見出した両

者の結合を阻害す

る薬剤の活性評価

を行う。  

 

 

 

 

 

独自に構築した

アンチセンス核酸

設計システムを用

いて難病の創薬標

的候補遺伝子の発

現量に対して制御

可能なアンチセン

ス核酸の開発を行

うとともに、有望な

アンチセンス核酸

の安全性評価結果

を踏まえて構造の

最適化等を実施す

る。また、国内初の

N-of-1 創薬の実現

に向けて、希少疾患

の原因遺伝子に対

して高活性かつ低

毒性なアンチセン

ス核酸の開発を進

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

がん細胞の特徴であるゲノム不安定性に

寄与する微小核について、核輸送分子

Importin-α が特定の微小核に選択的に集

積することを見出し、Importin-α が微小

核クロマチンと強固に結合することで、細

胞質 DNAセンサーcGASや DNA損傷修復因子

RAD51 のアクセスを制御することを明らか

にした。また、フラビウイルス感染症に着

目し、核輸送分子 Importin-7が日本脳炎ウ

イルス、デングウイルスおよびジカウイル

スの生活環に必須の宿主因子であることを

見出し、その遺伝子ノックアウトによりウ

イルス増殖が著しく抑制されることを明ら

かにした。さらに、核輸送因子 Importin-

α4 欠損マウスが統合失調症様行動を示

し、その背景にクロマチン制御異常に起因

する脳内炎症が関与することを明らかにし

た。 

 

 

国内初の N-of-1 核酸医薬創薬を目指し

て、国内外の複数拠点連携のもと、研究班

内で選別された３種類の疾患の原因遺伝子

に対するアンチセンス核酸の開発を進め、

高活性かつ低毒性な ASO を見出すことに成

功した。 
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【創薬等支援】 

エ 最先端の解

析技術等を用い

て、品質、有効性

及び安全性の予

測等の創薬等支

援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 希少疾病創

薬に向けたデー

タベースの構築

を通じて創薬等

支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

める。 

 

 

【創薬等支援】 

エ 薬剤の有効性

や薬剤耐性を予測

するためのリン酸

化シグナルデータ

ベースの構築を実

施する。上記データ

ベースを用いたキ

ナーゼ活性予測法

の高精度化を進め、

薬理作用解明に資

する薬理プロテオ

ミクス解析手法を

構築し、がん臨床検

体データに適用す

る。さらに細胞、マ

ウス等の実験動物

での薬効評価に適

用する。 

 

 

オ 厚生労働省の

指定難病患者デー

タベースへの臨床

調査個人票のデー

タ登録を、年間 100

万件（オンライン登

録を含む）を目標に

行う。また、データ

分析や臨床調査個

人票の改訂等を行

うとともに、年間

60 件程度の依頼

（見込み）につい

て、研究者へデータ

提供し、創薬等研究

を推進する。  

難病・希少疾患の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大腸がん肝転移の術前化学療法耐性患者

から採取した手術切除検体のリン酸化シグ

ナル解析から代謝シグナルと細胞増殖シグ

ナルをつなぐ新規シグナル軸の活性化を発

見した。該当シグナル因子をノックダウン

した細胞を薬理プロテオーム解析すること

で、細胞増殖シグナルが強く抑制されるこ

とを見出した。上記の結果からリン酸化シ

グナル解析が薬理作用解析に加えて、疾患

のシグナル異常の解析にも有用であること

が示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

指定難病患者データベース 疾病登録セ

ンター運営事業において、臨床調査個人票

データを数 10万件規模で登録し、企業宛を

含む数 100 万件規模の提供を行った（件数

非公開）。それぞれ、自治体からの送付及び

厚労省からの依頼に応じて適切に対応し

た。厚労省の新システムへ対応する所内シ

ステムの開発や、AI-OCRによる登録システ

ムの本運用開始、登録拠点の集約を行い、

登録・提供体制の効率化と強化を行った。 

 

難病・希少疾患の約４万件に上る国内外

の臨床試験情報の解析にもとづく、難病創

薬情報データベース：DDrareの更新・改良

を行い、前年度比約１５倍ものアクセス数

を記録した。DDrare の開発薬や標的遺伝

子・パスウェイについて、学会発表・出版
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（２）ワクチン等

の研究開発を含む

新興・再興感染症

対策に係る研究及

び支援 

新興・再興感染

症対策等に資する

よう、重症病態の

解明を行うととも

に、診断法、治療

法、ワクチン及び

その免疫反応増強

剤（アジュバント）

等に関する研究開

発を行い、迅速な

ワクチンや治療薬

等の開発につなが

る基盤技術の開

発、多様な安全性・

有効性評価系の構

築及び緊急時にお

ける研究支援体制

の構築等を目指す

こと。また、その

成果等も活用して

ワクチン等の開発

を支援すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ワクチン

等の研究開発を

含む新興・再興

感染症対策に係

る研究及び支援 

新興・再興感

染症対策等に資

するよう、重症

病態の解明を行

うとともに、診

断法、治療法、ワ

クチン及びその

免疫反応増強剤

（アジュバン

ト）等に関する

研究開発を行

い、迅速なワク

チンや治療薬等

の開発につなが

る基盤技術の開

発、多様な安全

性・有効性評価

系の構築及び緊

急時における研

究支援体制の構

築等を目指す。

また、その成果

等も活用してワ

クチン等の開発

約 4 万件に上る臨

床試験情報の解析

により、開発薬やそ

の標的遺伝子、そし

て遺伝子間の相互

関係（パスウェイ）

等を明らかにして

データベース化し、

疾患横断的な創薬

標的探索の支援を

行う。 

 

（２）ワクチン等の

研究開発を含む新

興・再興感染症対策

に係る研究及び支

援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）ワクチン

等の研究開発を

含む新興・再興

感染症対策に係

る研究及び支援  

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が国の政

策や社会のニー

ズと適合してい

るか。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

・他機関等の連

携状況 

・共同研究等件

数 

・外部資金獲得

件数 

【モニタリング

指標】 

・各種媒体等へ

の掲載、取材及

び地域イベント

等への出展の件

数 

 

【評価軸】 

を行った。 

製薬企業と共同で AMED BINDS を含む化

合物ライブラリを探索し、４つの起点化合

物と同等の標的結合能を有するドラッグ・

リポジショニング候補化合物を得た。 

治験情報を患者へわかりやすく提供する

難病治験ウェブを構築・公開（7月）。月次

更新、アウトリーチ活動とともに、機能の

改良・追加（難病ごとの治験数ページ等）

を実施。難病患者のニーズに応え、患者会

へのヒアリング結果でも評価を得た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【感染症対策の分野】 

 令和７年度行ったアジュバンド開

発において、アルカリゲネス由来

Lipid Aの舌下投与の応用を新たに

展開したところ、舌下ワクチンの特

性として呼吸器と腸管の両方で免疫

応答を誘導できることから、呼吸器

に加え腸管における粘膜免疫応答誘

導が可能であることを示した。また、

免疫応答を維持しつつ炎症を抑制す

る副作用低減型ワクチン設計を提示

するとともに、抗炎症脂質代謝物ア

ナログ Antiefin の創出により、新規

創薬シーズを確立した。これらによ

り、安全性を考慮したアジュバント・

免疫制御技術の高度化を大きく前進

させた。 

研究支援の面では、AMEDの SCARDA

事業を中心としたアジュバント・ワ

クチンキャリアの評価系およびデー

タベースを整備し、All Japan体制

による支援基盤の強化を推進した。

これにより、ワクチン開発を下支え

し、より優れたワクチンの速やかな

実用化に資する支援拠点としての存

在感を引き続き示すことができた。 

難病・慢性持続感染症・新興感染

症について、ロングリードシーケン

ス解析と高次免疫学的解析基盤を核

とした研究を進展させ、基盤整備か
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を支援する。具

体的には、以下

の取組を行う。 

 

 

【研究】 

ア ワクチン、

アジュバント、

診断法及び治療

法等の研究開発

を行う。 

 

 

 

 

 

イ 粘膜免疫シ

ステムを基盤と

した治療法や医

薬品等の研究開

発を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 機能性細胞

（デザイナー細

胞）を用いた疾

患治療の研究開

発、創薬スクリ

ーニングのため

の基盤的研究を

 

 

 

 

 

【研究】 

ア 新興再興感染

症に対する危機管

理対策として、モッ

クアップ（模擬）ワ

クチンを含む、新規

ワクチン、アジュバ

ント及び関連技術

の開発研究を遂行

する。 

 

イ 腸管や呼吸器

を介して感染する

病原体やアレルギ

ーなどを主な対象

にしたワクチン開

発、創薬展開に向

け、ワクチンデリバ

リー、免疫調整剤/

アジュバントの開

発、抗原デザイン、

診断システムにつ

いて、それぞれ実用

化に向けた研究と

次世代型の新規シ

ーズ探索を遂行す

る。  

 

 

ウ 遺伝子組換え

細菌細胞を活用し

た疾患治療及びワ

クチン開発に向け

た基盤研究として、

分子生物学的解析

や感染モデルを用

・研究や支援の

成果等が企業又

はアカデミアに

おける研究の実

用化又は進展に

つながっている

か。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

【モニタリング

指標】 

・特許出願件数 

・論文発表件数 

・学会発表件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アルカリゲネス由来 Lipid A について

は、従来の経鼻ワクチンアジュバントとし

ての有効性に加え、舌下投与系への応用を

新たに展開し、呼吸器のみならず腸管にお

ける粘膜免疫応答の誘導が可能であること

を示した 

脂質ナノ粒子（LNP）を用いた mRNAワク

チンにおいて、EPA 由来代謝物（17,18-

EpETE）を用いることで、ワクチンに対する

抗体・T細胞応答を維持しつつ、炎症反応を

抑制可能であることを明らかにし、副作用

低減型ワクチン設計の新たな概念を提示し

た 

抗炎症脂質代謝物アナログである

Antiefinを創出し、低濃度かつ持続的な抗

炎症作用を有する新規創薬シーズとして提

示した 

これらの成果により、安全性を考慮した

アジュバント・免疫制御技術の高度化を大

きく前進させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

化膿レンサ球菌について日本 311 株、海

外 666 株の emm89 株を対象に比較解析を行

い 、 侵 襲 性 関 連 候 補 と し て 多 数 の

SNP/indel および遺伝子を同定した。さら

に、非侵襲性関連変異 fhuB T218Cがヒト血

液中での生残性を低下させることを示し

た。  

ら実用化支援までを一貫して推進

し、HTLV-1関連疾患に対するロング

リード全ゲノム解析を進め、従来法

では把握が困難であった構造変異や

リピート伸長変異、HLA／MHC領域の

構造多様性の解明に取り組むこと

で、未解明病態の理解や診断法開発

に資する知見を蓄積した。具体的に

は、HTLV−1 関連脊髄症(HAM)に関す

るゲノム解析研究について、令和６

年度までに、ロングリード全ゲノム

シーケンシング（LR-WGS）解析に必

要な高分子量ゲノム DNA（HMW-gDNA）

の抽出および品質評価を統合した

QC プラットフォームを樹立し、LRS

解析の実装基盤を確立した。これに

より、既存リソースの有効活用を大

きく前進させた。 

令和７年度は、この基盤を活用し、

HTLV-1 関連疾患を中心とした免疫

ゲノム解析を行い、HTLV-1関連疾患

に特徴的なゲノム変化の抽出等を行

った。これを踏まえ、新たに免疫ゲ

ノム領域、特に主要組織適合遺伝子

複合体（MHC）／HLA領域に着目した

解析を展開したところ、HLA 領域に

対して de novo assembly を適用す

ることで、従来のリファレンス依存

解析では捉えきれなかった HLAゲノ

ム構造の多様性を明らかにした。こ

れらの結果は、HLA 構造の多様性が

HTLV-1 関連疾患の発症や病態形成

に関与する可能性を見出した。 

新興再興感染症に対する新規ワク

チン開発研究について、SARS-CoV-2

に対する現行の mRNAワクチンは、変

異に伴う抗原性の変化により誘導さ

れた中和抗体の効力が低下し、ブレ

ークスルー感染を引き起こすことが

喫緊の課題であり、多様な変異株に

対応可能なユニバーサルワクチンの

実用化を目指している。 

令和７年度は、前年度までに見出

された有望なワクチン候補を用いた

臨床開発を推し進め、本年３月より

第Ⅰ相臨床試験を開始した。これに

合わせ、臨床試験におけるワクチン

の有効性を高精度に評価するための
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行う。 

 

 

 

 

 

 

 

エ 新興・再興

感染症の重症病

態や後遺症の解

明、治療薬の開

発に資するよ

う、臨床情報デ

ータベースの利

活用も含めた基

盤的研究を行

う。 

 

 

 

 

 

オ 感染症に有

効な抗体医薬品

シーズの研究開

発、安全性の高

い抗体創薬に資

する基盤的研究

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

カ 加齢に伴う

免疫反応の変化

を踏まえた安全

性・有効性評価

いた解析を実施す

ることにより、感染

症の病態を解明す

るとともに、新たな

予防法及び治療法

の開発を行う。  

 

 

エ 独自に構築し

た重症ウイルス感

染症、呼吸器疾患及

びそれらの後遺症

を含む関連疾患に

ついての患者診療

情報並びに検体解

析情報に関するデ

ータベースを維持

管理するとともに、

医薬品開発等の基

礎研究への利活用

推進を図る。  

 

 

オ 病原体感染、ワ

クチン接種におけ

るヒト免疫応答解

析と包括的生体情

報データ集積を基

盤として、感染症発

症動態調査、それに

対応した抗体医薬

品シーズ開発、ワク

チン標的及びバイ

オマーカーの同定

を行う。  

 

 

カ 難病、がんや慢

性感染症を始めと

する難治性疾患克

服を目指して、血

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、肺炎球菌の経鼻感染モデルにより、

高齢群で肺局所の菌排除能低下、好中球エ

ラスターゼ陽性細胞の増加、炎症性因子発

現の変化が認められた。さらに、高齢由来

好中球は表現型と殺菌能が変化し、感染重

症化に関与する可能性が示された。  

 

 

 

令和６年度までに独自に構築した新型コ

ロナ感染症を含む呼吸器感染症並びにそれ

らの後遺症を含む関連疾患についての患者

診療情報ならびに検体解析情報に関するデ

ータベースを維持管理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

細菌性食中毒の診断システム・ワクチン

デザインへの取組として、カンピロバクタ

ー対する抗体ライブラリーを樹立し、スク

リーニングを行った結果、複数の株に交叉

反応性を示す抗体や増殖抑制可能な抗体が

選定できた。さらに認識抗原を同定し、細

胞機能を解析すると共に、組換えタンパク

質をワクチンとして用いた際の有効性を評

価した（論文発表及び特許申請も実施）。 

 

 

 

 

 

 ヒト・非ヒト霊長類検体に用いることの

できるロングリードシーケンス(LRS)解析

基盤を整備して、gDNAの QC、ライブラリ作

解析基盤の構築とアッセイの最適化

を完了させた。 

季節性インフルエンザワクチンに

は有効性の制約があり、流行株に合

わせた毎年の再接種が不可欠である

ため、不連続抗原変異を伴う新規ウ

イルス出現時には、既存ワクチンに

よる防御は期待できない重要な課題

がある。季節性インフルエンザワク

チン接種者由来の検体を用いた解析

の結果、抗体依存性細胞傷害（ADCC）

や抗体依存性貪食（ADCP）と関連す

ることを明らかにした。しかし、幅

広い防御を実現するには新たな抗原

設計が必要であるため、改変型抗原

を基盤とするユニバーサルインフル

エンザワクチンの開発を進め、非臨

床試験において、安全性、免疫原性

並びに異なる亜型に対する交差防御

能を確認したので、令和７年度は当

該臨床試験の中間解析結果を取得

し、ヒトにおける免疫応答の特徴を

検討したところ、本ワクチンはヒト

においても LAH エピトープに対する

交差反応性抗体を誘導し得ることが

示され、従来ワクチンでは達成困難

であった広範な亜型に対する防御の

可能性が見出した。 

このように、ユニバーサルコロナ

ワクチンでは 第Ⅰ相臨床試験開始

に向けた臨床免疫評価基盤を整備

し、ユニバーサルインフルエンザワ

クチンでは FIH 試験中間解析によ

りヒトでの忍容性と免疫原性を確認

した。これらはパンデミック対応や

国産ワクチン開発支援という国策に

直結するもので、社会的必要性の高

いテーマに対し、基盤整備から具体

的成果、臨床接続まで一貫した進展

を示した。 
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系構築に資する

基盤的研究を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【創薬等支援】 

キ ワクチン、

アジュバント、

診断法及び治療

法等の研究開発

に関する連携の

推進、アジュバ

ントの機能・安

全性評価システ

ムに関する研究

開発及びその技

術の応用等によ

り、ワクチン及

びアジュバント

の開発を支援す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

液・組織検体を用い

た多層的免疫オミ

クスデータ解析を

更に進め、疾患別血

中サロゲートマー

カー探索やワクチ

ン・免疫療法等の研

究開発を行う。 

 

 

 

【創薬等支援】 

キ 「アジュバン

ト・ワクチンキャリ

アデータベース構

築研究」及び「有効

かつ安全な次世代

アジュバント・ワク

チンキャリア開発」

の成果を最大限活

かし、産学官の連携

及び開発研究を推

進する。また、研究

会活動や企業及び

アカデミアとの共

同研究を通じ、ワク

チンやアジュバン

ト開発を支援する。 

粘膜免疫並びに

免疫疾患・感染症モ

デルを用いた解析

システムを用い、ワ

クチン、免疫療法、

創薬（診断含む）、

機能性食品などの

開発を支援する。 

ワクチン標的・抗

体医薬品シーズ探

索及び免疫原性等

安全性評価に係る

解析技術を応用し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

製の自動ハイスループット化、解析システ

ムの効率化に成功し、一連の解析パイプラ

インを整備した。また、同解析基盤を用い

て、非ヒト霊長類検体に関してはカニクイ

ザル Telomere-to-Telomere (T2T)リファレ

ンスデータの作製、霊長類医科学研究セン

ター内のカニクイザル LRS WGSデータの取

得を行なった。 

 

 

 

 

 

アジュバント開発について、素材メーカ

ーなどとの協働し、アルカリゲネスリピド

A との組み合わせ検討を行い、機能付与や

投与量減などを達成できることを示した。

さらに、約 500 名の方が参加した近未来ワ

クチンフォーラムを開催し、ワクチン関連

の最新情報を提供した。 

AMED SCARDA 事業を中心に、アジュバン

ト・ワクチンキャリアの評価系、データベ

ース、研究支援機能を統合した All Japan

体制の研究基盤を構築し、産学官連携によ

るワクチン開発支援体制を強化した。 
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（３）免疫・腸内

細菌叢研究に基づ

く個別最適化生活

習慣病等対策に係

る研究及び支援 

個別最適化した

生活習慣病等対策

に資するよう、デ

ータベースの活用

も含めて免疫・腸

内細菌叢研究を行

い、免疫システム

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ク 高次免疫学

的解析基盤の活

用による新規モ

ダリティワクチ

ンの開発を支援

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）免疫・腸内

細菌叢研究に基

づく個別最適化

生活習慣病等対

策に係る研究及

び支援 

個別最適化し

た生活習慣病等

対策に資するよ

う、データベー

スの活用も含め

て免疫や腸内細

たワクチン、免疫療

法及び抗体治療等

に資する創薬を支

援する。  

 

大規模細菌ゲノ

ム解析やタンパク

質立体構造予測を

行うことで、有望な

ワクチン抗原候補

を同定しワクチン

開発を支援する。 

 

 

ク 免疫ゲノム解

析を含む高次免疫

学的解析プラット

フォームを用いて、

T 細胞免疫誘導を

目指したワクチン

用抗原探索を進め、

特にRNAワクチン

開発に向けた非臨

床、臨床試験におけ

る安全性、有効性マ

ーカーの探索研究

を支援する 

 

 

（３）免疫・腸内細

菌叢研究に基づく

個別最適化生活習

慣病等対策に係る

研究及び支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）免疫・腸内

細菌叢研究に基

づく個別最適化

生活習慣病等対

策に係る研究及

び支援 

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が国の政

策や社会のニー

ズと適合してい

るか。 

 

 

 

 

 

 

iPS 細胞由来血小板による MRSA 制御機

構、細菌線毛形成機構、大気汚染下の気道

防御機構、GAS-J の開発・活用などに関する

論文や解析サイト公開に貢献した。  

 

 

 

 

 

企業と連携して国産新型コロナウイルス

ワクチン第Ⅲ相試験への橋渡しを完了し

た。その成果をもとに、今後出現する株を

含めたユニバーサルコロナワクチン開発の

非臨床試験に着手した。また、他機関や企

業と連携した取組として、改変型 HA抗原を

用いたユニバーサルインフルエンザワクチ

ンの FIH試験を欧州で開始した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【個別最適化した対策の分野】 

腸内環境研究において、腸内細菌

や食品成分に基づく免疫制御機構の

解明を進め、ヒト研究を含む解析に

より腸内環境と健康の因果関係の理

解を深めた。その中でも特に腸内細

菌間の新たな相互作用として「天敵

関係」を提唱し、その分子機構を解

明することで、腸内細菌叢の理解を

相関から因果へと発展させ、腸内細

菌叢制御の新たな理論基盤を提示し

た。また、代表的腸内細菌に対する
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を標的とした個別

化医療、腸内環境

に基づく新たなヘ

ルスケア領域の創

生等を目指すこ

と。 

また、その成果

等も活用して医薬

品等の開発、ヘル

スケア領域での活

用を支援するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

菌叢など腸内環

境に関する研究

を行い、免疫シ

ステムを標的と

した個別化医

療、腸内環境に

基づく新たなヘ

ルスケア領域の

創生等を目指

す。また、その成

果等も活用して

医薬品等の開

発、ヘルスケア

領域での活用を

支援する。具体

的には、以下の

取組を行う。 

 

【研究】 

ア 免疫システ

ムや腸内細菌叢

などの腸内環境

に基づく新たな

個別化医療・ヘ

ルスケア領域に

関する研究を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研究】 

ア 免疫因子や腸

内細菌の解析基盤

を活用し、複数の地

域から得られた健

常な方や疾患者の

身体活動や食生活

を含むメタデータ

と統合した解析を

行い、日本人におけ

る健康や疾患と関

連する免疫因子や

腸内環境を明らか

にする。得られた健

康医療ビッグデー

タの解析により、疾

患リスクと関連の

ある因子を探索す

る。さらに、健康増

進や疾患予防・改善

を目指し、有用菌や

有用代謝物を用い

た創薬・ヘルスケア

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

・他機関等との

連携状況 

・共同研究等件

数 

・外部資金獲得

件数 

【モニタリング

指標】 

・各種媒体等へ

の掲載、取材及

び地域イベント

等への出展の件

数 

 

 

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が企業又

はアカデミアに

おける研究の実

用化又は進展に

つながっている

か。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

【モニタリング

指標】 

・特許出願件数 

・論文発表件数 

・学会発表件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

腸内細菌間の新たな相互作用として、一

方の菌が存在しない場合にのみ他方が増殖

可能となる「天敵関係」という新しい概念

を提唱し、フィーカリバクテリウムによる

フソバクテリウムの増殖抑制について、メ

カニズムを解明した 

代表的腸内細菌に対する抗体を樹立し、フ

ローサイトメトリー、ELISA、イムノクロマ

ト等に応用可能な迅速・低コストの検査系

として確立するとともに、大阪・関西万博

での提供や企業とのライセンス契約を通じ

て社会実装を推進した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抗体を樹立し、フローサイトメトリ

ーや ELISA、イムノクロマト等に応

用可能な迅速・低コストな検査キッ

トとして確立するとともに、大阪万

博での提供や企業ライセンスを通じ

て社会実装へと展開した。 

マイクロバイオーム研究において

は、大規模データベースの構築に対

する高い評価を踏まえ、日本各地の

生活習慣や健康診断情報と統合した

マイクロバイオームデータベース

（統合データベース・解析プラット

フォーム）を拡充し、令和７年度に

新たに 1,000名以上のデータを追加

することで、約 1.6万人規模の世界

最大級の解析基盤を構築した。これ

は精密栄養学や個別化医療への展開

を可能としているものである。 

加えて、AMED の次世代治療・診断

実現のための創薬基盤技術開発事業

（NeDDTrim）におけるレギュラトリ

ーサイエンス、内閣府の研究開発と

Society 5.0との橋渡しプログラム

として採択された BRIDGE 事業によ

る精密栄養の社会実装など、研究成

果を支える横断的な支援体制を有し

ており、これら社会実装の推進を通

じて、研究開発から実用化・社会実

装までを一体的に推進する体制を強

化した。 

これらの成果は、先導的かつ独創

的な研究として評価され、多数の学

術論文や学会発表に加え、企業およ

びアカデミアとの共同研究へと展開

しており、研究の進展と社会実装の

両面において高い波及効果を生み出

した。また、基礎研究から応用・社

会実装まで一貫した研究展開を実現

し、マイクロバイオーム研究におけ

る国際的競争力の強化と、ヘルスケ

ア分野への実装基盤の確立に大きく
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領域を対象にした

シーズ開発などを

行う。 

 

 

複数の地域から

得られた栄養・食生

活や身体活動など

の生活習慣を中心

とするメタデータ

を取得し、免疫や腸

内細菌叢などのデ

ータと連携させ、日

本人における生活

習慣及び健康・健康

寿命延伸に関する

研究を行う。さら

に、得られた健康医

療ビックデータや

知見を、フレイルや

時間健康の観点な

ども含めながら深

化させることで、腸

内環境や免疫の観

点も含めた健康と

生活習慣との関連

を明らかにする。  

 

 

健康医療ビッグ

データとして得ら

れた細菌叢メタゲ

ノムデータから、宿

主メタデータと相

関する細菌種及び

遺伝子群を同定す

る情報解析パイプ

ラインを構築する。

さらに、メタデータ

と相関する遺伝子

群について分子機

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 短期間の食事量変化や食行動が腸内細

菌・代謝物に及ぼす影響を明らかにした。

腸内細菌を介した食事と健康との関連に基

づく個別最適化された食事指導の科学的根

拠を強化した。 

フレイル・サルコペニア予防に資する腸

内細菌関連解析により、女性高齢者におい

て短鎖脂肪酸低値がフレイルと関連し、酪

酸産生菌を介した腸内環境がフレイルに関

与する可能性が示された。フレイル・サル

コペニア予防に資する健康戦略の構築や個

別最適化された介入プログラム開発の基盤

構築の確立を推進した。 

JMD を活用した観察研究および介入試験

から得らえた知見を基盤として、健康寿命

延伸に寄与する研究の柱を構築した。具体

的には、QoL だけでなく虚血性心疾患や死

亡リスクの上昇と関連する便秘症に着目

し、その予防に資する研究を推進した。性・

年齢別便秘症の特徴を明らかにするととも

に生活習慣・腸内細菌叢の関連解析を進

AMED などの競争的資金の獲得へとつなが

った。 

 

日本人 4,320 検体のショットガンメタゲ

ノムを対象に、短鎖 ORF 抽出、AMP 予測、

毒性予測、類似配列統合、既存 DB照合から

なる段階的選抜パイプラインを構築した。

その結果、約 74 万件の新規非毒性 AMP候補

を同定した。 

 

 

 

 

 

貢献した。 
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（４）抗体・核酸

医薬等を中心とし

た新規モダリティ

と AI による創薬

技術開発に係る研

 

 

 

 

 

 

【創薬等支援】 

イ 上記アの成

果の活用等によ

り医薬品等の開

発、ヘルスケア

領域での活用を

支援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）抗体・核酸

医薬等を中心と

した新規モダリ

ティと AI によ

る創薬技術開発

能解析を行い、創薬

やヘルスケア関連

製品のシーズを見

出す。 

 

 

【創薬等支援】 

イ 免疫や腸内細

菌、代謝物などの解

析を支援し、マイク

ロバイオーム創薬

やヘルスケア関連

製品の開発を支援

する。  

 

 

腸内環境の観点

を含めた栄養・食生

活や身体活動など

の生活習慣と健康

との関連について

解析を支援し、ヘル

スケア領域を中心

とする社会実装の

支援を行う。 

 

 

細菌叢メタゲノ

ムあるいは細菌ゲ

ノムデータを用い

た有用遺伝資源の

探索を行うことで

医薬品等の開発や

ヘルスケア領域で

の活用を支援する。 

 

（４）抗体・核酸医

薬等を中心とした

新規モダリティと

AI による創薬技術

開発に係る研究及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）抗体・核酸

医薬等を中心と

した新規モダリ

ティと AI によ

る創薬技術開発

 

 

 

 

 

 

 

 

AMED NeDDTrim 事業、内閣府 BRIDGE事業

等を通じて、ワクチン、創薬、ヘルスケア

分野における研究支援と体制強化を推進し

た。 

 

 

 

 

 

JMD情報基盤、時系列・連続モニタリング

データ、ヒト介入試験および新規疫学研究

基盤を活用し、食品・栄養成分の健康価値

評価、製品開発、機能性評価、個別化ヘル

スケア支援に資する科学的基盤を構築し、

社会実装を推進した。 

 

 

 

 

 

 NIBN マイクロバイオームサーバー上で

運用可能なショットガンメタゲノム解析基

盤を整備し、再現性の高い運用系を確立し

た。共有 DB、ログ管理、自動スキップ機能

などに加え、初心者向けマニュアルも整備

し、共同研究者や若手研究者が自立的に利

用できる環境を構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【抗体・核酸医薬及び AI創薬等の分

野】 

 がん細胞は正常細胞とは異なる代

謝様式に依存して増殖・生存し、な

かでもグルタミン代謝は、細胞増殖

の亢進や抗がん剤耐性の獲得に寄与
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究及び支援 

抗体・核酸医薬

等の開発を推進す

るため、抗体・核

酸のデザイン、ス

クリーニング、最

適化等に関する技

術の研究を行うと

ともに、創薬標的

探索、医薬品の安

全性向上及びヘル

スケアに資するた

めの AI 等を活用

した新規技術の開

発等を目指すこ

と。また、その成

果等も活用して抗

体・核酸医薬等の

新規モダリティ医

薬品の開発を支援

すること。 

 

 

に係る研究及び

支援 

抗体・核酸医

薬等の開発を推

進するため、抗

体・核酸のデザ

イン、スクリー

ニング、最適化

等に関する技術

の研究を行うと

ともに、創薬標

的探索、医薬品

の有効性・安全

性向上及びヘル

スケアに資する

ための AI 等を

活用した新規技

術の開発等を目

指す。また、その

成果等も活用し

て抗体・核酸医

薬等の新規モダ

リティ医薬品の

開発・実用化を

支援する。具体

的には、以下の

取組を行う。 

 

【研究】 

ア 抗体・核酸

のデザイン、ス

クリーニング、

最適化等に関す

る基盤的技術研

究、医薬品の動

態制御・高機能

化技術及び安全

性・有効性の確

保・向上のため

のデザインに関

する研究を行

び支援  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研究】 

ア 革新的なバイ

オ医薬品の創出に

向けた基盤技術の

開発を目的に、抗体

工学や合成化学等

の技術を駆使した

新規抗体フォーマ

ットの創出を引き

続き推進する。抗体

の高機能化に向け

て、生理活性を持つ

タンパク質や化合

に係る研究及び

支援  

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が国の政

策や社会のニー

ズと適合してい

るか。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

・他機関等との

連携状況 

・共同研究等件

数 

・外部資金獲得

件数 

【モニタリング

指標】 

・抗体・核酸の

スクリーニン

グ、最適化、デザ

イン等の実施件

数 

 

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が企業又

はアカデミアに

おける研究の実

用化又は進展に

つながっている

か。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

【モニタリング

指標】 

・特許出願件数 

・論文発表件数 

・学会発表件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規機能性抗体モダリティの開発につい

て、CD30 及び HER2 分子の構造学的解析を

基に、活性が向上した各種バイパラトピッ

ク抗体の創出に成功した。これにより、こ

れまでに検討してきた TNFR2 を含めたさま

ざまな受容体に対しても機能付与が可能な

バイパラトピック抗体の特性が明らかとな

った。特に、異なるエピトープ間の関係性

を BATER 反応によって解析することで、バ

イパラトピック抗体の構造的な特徴を制御

可能であり、アンタゴニスト活性の誘導に

することから、その分子基盤を解明

することは新規がん治療法の開発に

重要であることから、トリプルネガ

ティブ乳がん(TNBC)において高頻度

に発現亢進を認める膜内在型セリン

プロテアーゼ（RHBDL2）に着目し、

これまでに多くのアミノ酸トランス

ポーターとの相互作用を見出してき

たが、今年度は RHBDL2の新規基質と

して EGFR を同定し、RHBDL2 にて切

断された EGFR は下流シグナルをリ

ガンド非依存的に活性化することを

明らかにした。 

また AMED「橋渡し研究プログラム

Aシーズ」の支援のもと、RHBDL2を

標的とした創薬研究では、中和抗体

の作製においてこれまでの免疫方法

とは異なるアプローチによるクロー

ン取得を試みるとともに、アンチセ

ンス核酸 (ASO) スクリーニングで

は正常細胞における毒性も評価する

ことで、有望なリード ASOの取得に

成功した。臨床モデルに近い患者腫

瘍組織移植 (PDX) モデル樹立の共

同研究も実施するなど、実用化にむ

けた取組を多く実施しており、がん

発症・進展機構の解明と新たな標的

薬の開発を切り開く取組みであり、

社会的ニーズに貢献するものであ

る。 

架橋型人工核酸である Locked 

nucleic acid (LNA) の転写が可能

な改変ポリメラーゼと、LNAから DNA

への逆転写が可能な改変ポリメラー

ゼを開発し、LNA を含む人工核酸ア

プタマーを取得している。架橋型人

工核酸をアプタマーに用いることで

アプタマーの機能に重要な立体構造

を安定化させることが期待できるた

め、LNA の開発以降、様々な架橋型

人工核酸が開発されている。AmNA及

び GuNA は大阪大学にて開発された

架橋型人工核酸であるが、LNA と同

等の相補鎖親和性かつ優れた核酸分

解酵素耐性等を示すことから、アプ
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う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物と抗体との誘導

体を創出し、より高

機能な抗体医薬品

候補分子の創出を

目指す。さらに、抗

体のヒト化等を通

じて、医薬品開発候

補分子の創出を実

施するとともに、抗

体の配列情報の解

析により、病態の機

能解析が可能なツ

ール抗体の創出を

行う。  

 

 

抗体デザインで

は、これまでに確立

した「機能エピトー

プ」（抗体の薬効を

左右する結合部位

や結合モード）の同

定技術を更に高度

化するとともに、

AI を活用した構造

予測・スクリーニン

グ技術を統合し、多

様な創薬標的に対

して高機能かつ選

択的な抗体を創出

するプラットフォ

ームの構築を目指

す。具体的には、社

会的要請の高い難

治性疾患を中心に、

膜タンパク質や高

次構造を有する複

雑な抗原を対象と

した機能抗体の取

得効率化と最適化

を推進する。また、

 繋がる 1：1結合の制御が可能であることが

分かった。 

次に、新規創薬ターゲットに対する抗体

作製に関しては、創薬ターゲットとして同

定された膜内プロテアーゼに対する抗体の

作製を進めるとともに、抗 GPCR抗体に対す

るヒト化・最適化をすすめている。さらに、

加齢黄斑変性の線維化を抑制する線維化誘

導因子に対する抗体について特許を出願

し、今後の企業導出等実用化に向けた取り

組みを進行中。 

 

 

 

 

 

 

標的抗原のエピトープ選択により高機能

抗体を同定する独自技術を用い、製薬企業・

アカデミアとの共同研究を通じて発明した

４件の抗体について、実用化に向けた臨床

および前臨床開発が進捗している。また、

国内特許出願１件、国際特許出願２件を行

った。 

令和７年度には、自己免疫疾患治療薬を目

指したアゴニスト抗体が第 I 相臨床試験に

進んだ（NCT07422207）。また、がん免疫治

療を目的として腫瘍微小環境における制御

性 T 細胞の除去を目指し企業と開発を進め

ている抗体薬物複合体について、ヒト化最

適化後にマウスモデルでの薬効を確認し、

令和７年度に PCT 国際出願を行うなど、実

用化に向けた開発が進展した。 

技術研究では、GPCR（７回膜貫通型受容

体）を対象とした抗体創薬基盤技術の開発

を進めた。GPCR は重要な創薬標的である一

方、抗体取得が困難であることが課題とな

っている。令和７年度は、複合立体構造認

識抗体の取得技術、エピトープ解析法、改

変免疫法および機能解析法を開発し、GPCR

抗体創薬を加速する基盤技術を確立した。

タマーの構成材料として有望だと考

えられるため、AmNA及び GuNAを用

いたアプタマーのスクリーニングを

目指し、今年度は新規改変ポリメラ

ーゼの AmNA,及び GuNA許容性につい

て評価を行った。その結果、AmNA及

び GuNA にそれぞれ最適な転写用の

新規改変ポリメラーゼ及び逆転写が

可能なポリメラーゼを見出すことが

できた。また、AmNAを含むライブラ

リと GuNA を含むライブラリをそれ

ぞれ作製し、２種類の標的タンパク

質を用いてスクリーニングを実施及

び解析を行い、人工核酸アプタマー

を取得することに成功した。 

また、細胞内 PPI を阻害可能な

アプタマーの開発を行うにあたり、

アプタマーを治療薬として細胞内で

機能させるためには化学修飾により

核酸分解酵素耐性および細胞内移行

性を向上させる必要があるため、今

年度はアプタマーのスクリーニング

に使用可能な化学修飾の探索とライ

ブラリの物性評価を行った。その結

果、糖部修飾によってライブラリの

物性を調節可能であり、目的とする

機能に応じて in vitro selection

に使用するライブラリの選択が可能

になったことが示唆された。 

 最先端かつ独自に開発している生

体多光子励起イメージング技術を駆

使して、種々の薬剤の生体内での作

用機序を in vivo で解析し、その

薬効を評価する創薬イメージング技

術について、骨転移腫瘍や重度の骨

粗しょう症に対する分子標的薬であ

る抗 RANKL抗体に対して、骨髄内の

生体イメージング系を駆使し、RANKL

が破骨細胞の分化・機能だけでなく、

破骨細胞やマクロファージ系細胞の

骨髄内のリクルートを制御している
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得られた機能エピ

トープ情報を活用

し、従来の抗体フォ

ーマットに加え、二

重特異性抗体など

の新規モダリティ

への展開を図る。さ

らに、企業・アカデ

ミア・医療機関との

連携を一層強化し、

基礎研究から臨床

応用までのトラン

スレーショナルリ

サーチを加速させ、

社会実装に貢献す

る。 

 

難治性がんであ

るトリプルネガテ

ィ ブ 乳 が ん

(TNBC) において

高頻度に発現亢進

を認める膜内在型

セリンプロテアー

ゼに着目し、そのグ

ルタミン代謝機構

制 御 に 基 づ い た

TNBC 細胞増殖促

進における役割及

び化学療法抵抗性

へ関与のメカニズ

ムの解明のため、機

能解析の実施と前

年度選抜した膜内

在型セリンプロテ

アーゼを標的とし

た核酸及び抗体の

標的特異性及び抗

腫瘍活性について

検証する。 

 

これにより、５種類以上の GPCR分子に適用

可能な抗体創製・機能解析基盤を整備し、

次世代抗体医薬開発に向けた研究基盤を構

築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適切な治療法のない難治性がんであるト

リプルネガティブ乳がん（TNBC）において

高頻度に発現亢進を認める膜内在型セリン

プロテアーゼに着目し、多数のアミノ酸ト

ランスポーターとの相互作用を介して、が

んの悪性化および抗がん剤耐性に関与する

ことを見出した。現在、AMED「橋渡し研究

プログラム（シーズＡ）」の支援のもと、本

分子を標的とした中和抗体およびアンチセ

ンス核酸（ASO）の開発を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことを明らかにした他、抗 RANKL抗

体はこの機能を阻害することでも骨

吸収抑制機能を発揮することがわか

り、従来のビスフォスフォネート製

剤とは異なる新たな作用機序がある

ことを明らかにした。 

また、生体イメージングを駆使し

て疾患モデルを解析し、病的変化が

生じる局所での種々の病原性細胞や

その病態形成機序を解明した。具体

的には、令和６年度の成果として、

肝門脈域において慢性炎症を阻害す

る制御性マクロファージの同定に成

功し、このマクロファージの低下が

代謝障害関連脂肪肝炎（MASH）や原

発性硬化性胆管炎（PSC）の病態形成

に関与することを解明したが、令和

７年度にはこの免疫調節性 MP2マク

ロファージ（type2 肝マクロファー

ジ）の分化・機能を制御する二次胆

汁酸（イソアロリトコール酸：

Isoallo-LCA）を同定し、この創薬タ

ーゲットとしての有用性について検

討を進めた。 

令和７年度に科学技術振興機構・

戦略的創造研究推進事業 ERATOに採

択され、ERATO 研究スペースを整備

した。本研究では生体イメージング

研究を革新させる新規可視化技術の

開発があり、従来のイメージング研

究では見えなかった、注目する細胞

の周囲環境の統合的可視化・周囲環

境による細胞機能制御を解明するた

めの技術で、創薬イメージングのさ

らなるアップデートにつながるもの

である。 

 

以上より、本評価項目については、

企業との共同研究件数、査読付論文

発表件数、学会発表件数等の多くの

定量的指標（主な参考指標情報）に
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構築した人工核

酸ライブラリーの

品質・物性解析に加

え、改変ポリメラー

ゼを活用したアプ

タマー等の多様な

特性を有した機能

性核酸分子の取得

基盤の構築及び改

良を図る。さらに、

その取得基盤を活

かし、企業やアカデ

ミアと連携しなが

ら実用化を目指し

た核酸創薬研究を

進める。特に、核酸

医薬の動態改善に

向けたキャリア分

子としての人工核

酸アプタマーの有

用性検証や新興・再

興感染症に対する

治療薬としてのア

ンチセンス核酸の

有用性検証につい

て重点的に実施す

る。  

 

 

内分泌療法耐性

獲得乳がんを始め

とした難治性がん

を対象に、がん抑制

因 子 Prohibitin 

2(PHB2)のがん細

胞における制御機

構の解明及びタン

パク－タンパク相

互作用阻害(PPI)を

通じた PHB2 抑制

 

腹膜播種治療を目指したアンチセンス核

酸 (ASO-4733) については、第Ⅰ相試験を

開始した。 

 核酸医薬に有用な新規人工核酸の開発や

独自の改変ポリメラーゼのさらなる改良な

どの核酸医薬開発に関する基盤技術開発を

進めた。また、広範なウイルス感染症に対

応可能な広域スペクトルを有する新規抗ウ

イルス薬の開発を目指して、複数の RNA ウ

イルスの増殖機構に関与する宿主因子に対

する核酸医薬の開発を進め、耐性株を含む

複数のウイルスに対してウイルス感染後で

も抗ウイルス活性を示す ASO を見出すこと

に成功した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 がん抑制因子 PHB2 の機能活性化を利用

した新たな創薬概念に基づき、がん特異的

足場タンパク質 BIG3 による PHB2 機能抑制

機構を解明するとともに、BIG3-PHB2 相互

作用阻害剤であるステープルドペプチド

（stERAP）および長期薬効持続型ダブルス

テープルドペプチド（dstERAP）を開発した。

令和７年度は、AMED革新的がん医療実用化

研究事業（研究代表者）に採択されて、そ

の支援のもと、令和６年度確立した製剤処

方を用いた dstERAP 製剤の有効性の再現性

ついて、基準値を上回り達成してい

ることに加え、質的にも、AI創薬指

向型・患者還元型のリアルタイム情

報プラットフォームの構築に係る実

績の他、各分野において日本医療研

究開発機構（AMED）研究費をはじめ

とした競争的資金や外部資金を多数

獲得の上、行政ニーズ、社会的ニー

ズに沿った研究を行い、高水準かつ

創薬等支援にかかる多くの重要な成

果をあげており、定量的及び質的な

成果を総合的に勘案すれば、初期の

目標を大きく上回る実績として、S

と評価される。 
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イ 創薬標的探

索、医薬品の有

効性・安全性向

上及びヘルスケ

アに資するた

め、バイオイン

フォマティクス

（プロテオミク

ス、トランスク

リプトミクス、

トキシコゲノミ

クス等）、数理モ

デル、生体イメ

ージング技術、

AI 等を活用し

た新規技術の研

究開発を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機能を利用したペ

プチド（低分子化合

物）の治療薬の開発

として、臨床試験の

ための製剤化を進

める。 

 

 

イ プロテオミクス

を用いた創薬標的

探索に関しては、生

検検体等の新鮮臨

床検体の大規模プ

ロテオーム・リン酸

化プロテオームプ

ロファイルを取得

し、疾患関連シグナ

ル解析を行い、個別

化医療を推進する

ための基盤データ

を創出する。これら

のデータを活用し

て胃がんの大規模

解析から得られた

創薬標的候補に対

する治療薬の in 

vivo検証を進める。  

材料科学、分析化

学を基軸とした高

速・高感度タンパク

質計測技術を開発

し、生命現象の解明

やバイオマーカー

の探索へと応用す

る。令和７年度は、

シングルセルプロ

テオミクスの基盤

技術開発に注力す

る。  

 

 

の確認とともに、第一相臨床試験の実施に

向けた治験薬製造が完了した。現在、第一

相臨床試験実施のための準備を進めてい

る。 

 

 

 

 

大腸がん未治療患者のリン酸化シグナル

の特性を明らかにする高精細リン酸化シグ

ナル解析を行った。内視鏡生検検体(204個)

のリン酸化シグナルデータに基づいて、未

治療の大腸がん患者を①細胞増殖が早い

proliferative タ イ プ ② 間 葉 系

(mesenchymal)タイプ ③解糖系、酸化的リ

ン酸化が亢進しているmetabolicタイプ ④

スプライシング異常につながるスプライシ

ング因子が強くリン酸化されたタイプに規

定した。また各リン酸化サブタイプで活性

化しているキナーゼ群についても特定し

た。 

プロテオミクスで使用されるLC-MS/MSの

分離モードを抜本的に改変した HILIC-

MS/MSを開発し、論文発表した。開発した計

測基盤は約20細胞相当の極微量試料から、

従来の計測システムの8.47倍のペプチドを

同定可能であり、シングルセルや極微量の

臨床検体の解析に有効であることを示し

た。 
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創薬イメージン

グに関しては、独自

に開発してきた生

体多光子励起イメ

ージング技術を駆

使して、抗体・核酸

医薬品の生体内で

の作用機序を in 

vivoで解析し、その

薬効を評価する。特

に、従来の骨・関節

治療薬に加え、炎

症・線維化治療薬の

評価を行うととも

に、CAR-T 細胞を

始めとする細胞医

薬品の薬効評価プ

ラットフォームの

構築を行い、得られ

たイメージング薬

効評価データの定

量解析法を確立す

る。 

また、本年度から

次世代生体イメー

ジング創薬研究プ

ラットフォームの

稼働を開始する。 

 

 

国内の健康医療

ビッグデータに対

して、人工知能/機

械学習の手法を用

いたデータ解析と

予測モデル構築を

実施することによ

り、疾患リスクと関

連のある因子を探

索する。 

 

独自に開発してきた生体多光子励起イメ

ージング技術を駆使して、種々の薬剤の in 

vivo薬理作用を解析、また新たな疾患・病

態モデルを作成し生体観察することで、新

たな創薬標的となる細胞・分子の探索を行

った。代表的な実績として、In vivo にお

ける新たな薬効評価系（標的分子・細胞の

動態，DDS）を確立し、骨転移腫瘍や重度の

骨粗しょう症に対する分子標的薬である抗

RANKL 抗体が破骨細胞の分化・機能を制御

するだけでなく、骨髄内の血管透過性亢進

を阻害することでも骨吸収抑制機能を発揮

する新たな作用機序があることを示した。

また、In vivo で見ることで発見できる新

規創薬ターゲットの同定を行い、生体イメ

ージングを駆使して疾患モデルを解析する

ことで、病的変化が生じる局所での種々の

病原性細胞やその病態形成機序を解明し、

新規創薬標的の創出を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吹田スタディー、吹田スタディーNEXT、

および NHANES、SHARE の健康医療ビッグデ

ータに対して、人工知能/機械学習の手法を

用いたデー タ解析と予測モデル構築を実

施することにより、疾患リスク（冠動脈疾

患、うつ）と関連のある因子を見出した。 
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【創薬等支援】 

ウ 上記ア・イ

の成果の活用等

により抗体・核

酸医薬等の新た

な医薬品等の開

 

多様化する創薬

標的に対して速や

かに効果的な医薬

品分子を創出する

ために、AI と分子

計算を活用した高

精度・高効率構造モ

デリング技術を開

発し、高次生体分子

認識の理解を進め、

従来の低分子医薬

品に加え、中・高分

子医薬品の開発に

応用する。本年度

は、企業や所内外の

実験グループと協

力し、毒性などの実

験データを考慮し

た大規模ドッキン

グ手法の開発と評

価、分子揺らぎなど

動的構造特性を用

いたスクリーニン

グ手法の開発と中

分子医薬品やワク

チン開発に応用す

る。健康医療ビッグ

データ解析で得ら

れた疾患リスク因

子に対して、構造デ

リリング技術を用

いてリード化合物

を探索する。 

 

 

【創薬等支援】 

ウ 薬剤の有効性

や薬剤耐性を予測

するための細胞内

シグナル解析法の

 

創 薬 支 援 デ ー タ ウ ェ ア ハ ウ ス

TargetMine と腸内細菌叢データベース

NIBN JMDを更新した。JMDについては、利

用促進に向けユーザー登録制を導入しホー

ムページを刷新した。また、ショットガン

メタゲノム機能解析支援データウェアハウ

スを開発し公開した。 

企業との連携において、計算量を削減し

た大規模ドッキング法を導入し、キナーゼ

を標的とした阻害剤候補を探索した。さら

に、配列情報から構造ベースレベルの結合

予測が可能な解釈可能 AI モデルを新たに

開発した。 

タンパク質間相互作用（PPI）を標的とし

た中分子ペプチド医薬品の論理設計の念頭

に、複数の AI立体構造予測法を用いた信頼

度の高いタンパク質ーペプチド結合予測基

盤を確立し、がん抑制因子 PHB2の活性化治

療薬 ERAPとの結合構造を予測した。 

AIと分子動力学計算（MD計算）を組み合

わせた標的ネオアンチゲンのスクリーニン

グ基盤を構築し、患者由来のデータセット

を用いて従来法を上回るヒット率を達成し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昨年大規模な薬剤感受性情報とリン酸化

シグナル情報を用いて薬剤の有効性を予測

しランキングする手法を開発した。微量リ

ン酸化タンパク質に解析対象を拡大するた
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発を支援する。 

 

高精度化を進め、薬

理作用解明に資す

る薬理プロテオミ

クス解析手法を構

築し、薬剤開発を支

援する。  

 

 

より有効性に優

れたモダリティの

開発に向け、バイオ

医薬品候補分子の

開発に適う技術的

な支援を引き続き

行う。アカデミアと

連携しつつ、合成化

学や抗体工学を駆

使したコンジュゲ

ート技術を活用す

るとともに、次世代

の抗体モダリティ

の開発に向けた活

性評価系の構築等

も実施する。  

 

 

抗体医薬に関し

ては、独自に開発し

た創薬標的上の抗

体結合部位（機能エ

ピトープ）を同定す

る基盤技術を活用

して、医薬品リード

抗体・バリデーショ

ン用抗体・エバリュ

エーション用抗体

等の創製及びデザ

インを行い、創薬等

支援を実施する。   

また、抗体デザイ

ンプロジェクトは

めに、既存法の２倍程度のリン酸化部位を

定量することが可能な高感度解析法の開発

に成功した。 

 

 

 

 

 

 精密合成技術に基づくハイブリッド型ニ

ューモダリティ創製の創薬支援 (AMED 

BINDS 事業)において、抗体工学に関する技

術と位置特異的なコンジュゲート分子創製

に関する技術を利用して、計 2 件の支援を

継続して実施するとともに、タンパク性の

アジュバントを融合させた新規モダリティ

の創出を試みている。さらに、AMEDの支援

のもと、抗体と核酸医薬候補分子とのコン

ジュゲートに関する体内動態を解析するた

めの、FLOW-FISH 法を導入し、組織内での細

胞への導入効率の違いに関する解析が可能

であることを明らかにした。 

 

 

 

 

 

 AMED 創薬ブースター事業の支援課題を

中心に、アカデミアおよび企業の創薬シー

ズに対し、抗体作製、エピトープ解析、機

能評価、イムノアッセイ開発、知財戦略検

討までを含む総合的な研究支援を実施し

た。令和７年度は、病態関連分子を標的と

した、10種類以上のモノクローナル抗体の

取得・評価を通じて、診断薬・抗体医薬の

実用化研究を推進した。 
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国立研究開発法人

日本医療研究開発

機構（AMED）の創

薬支援ネットワー

ク事業における、重

要な抗体関連技術

支援拠点として、

AMED と緊密に連

携し、実用化に直結

する支援を行う。 

 

 

核酸医薬に関し

ては、独自に構築し

たアンチセンス核

酸設計システムの

改良を進めるとと

もに、アカデミア等

で見出された創薬

ターゲット等に対

し、医薬品リード人

工核酸・バリデーシ

ョン用核酸・機能解

析用核酸等のスク

リーニング及び最

適化のデザイン等

を行い、創薬等支援

を実施する。さら

に 、 AMED 

SCARDA の技術支

援拠点として、各種

物性評価に関する

支援を実施する。  

 

 

新たに導入する

最先端イメージン

グ設備を駆使して

国内外における創

薬イメージング解

析を受託・支援を行

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 創薬ブースターについて、令和５年度か

ら開始した二つの支援課題を中心にアンチ

センス核酸の配列設計、最適化だけでなく

実験を進める上で重要となる助言等を行な

った。令和７年度実績としては、57件の共

同研究 (契約あり：50件、それ以外：７件) 

に取り組み、72 件のデザイン等を実施し、

58 種類の創薬標的に対する核酸の配列設

計等を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 生体イメージング創薬研究プラットフォ

ームを本格的に始動させ、医薬基盤研内の

高解像度多光子励起顕微鏡が稼働し、所内

外との共同研究を開始した。 

 また、学技術振興機構・戦略的創造研究

推進事業 ERATO に採択され、医薬基盤研内
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う創薬イメージン

グ拠点を構築する。 

 

 

診療情報やオミ

クスデータなどの

データを用いた創

薬標的探索及びそ

れを実現するため

の技術開発を継続

して行う。本年度

は、これまでにデー

タ収集を完了した

コホートデータ（対

象疾患診療情報及

びマルチオミクス

データの解析）に加

えて、更に対象疾患

を拡充してデータ

収集・創薬標的探索

を進め、新薬創出支

援を行う。 

に ERATO研究スペースを整備した。 

 

 

 

 SCARDAにおいてアジュバント・キャリア

カタログの開発を担当し、設定条件でのフ

ィルタリング機能とデータ登録状況やアク

セス数などをモニタリングするダッシュボ

ード機能を実装した。1-メチルシュードウ

リジン非依存型 mRNA ワクチンの開発支援

のため、TLR7結合を介した副反応リスクを

RNA 配列から予測するモデルの構築を進め

ている。 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置）様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－２ 生物資源に係る研究及び創薬等支援 

関連する政策・施策 ＸⅠ－２－１ 

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施を確保すること 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成１６年法律第１３５号）

第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

困難度：高 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
９２２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

共同研究件数 31件以上 57件 48件 66件 61件    予算額（千円） 4,044,347 5,930,962 4,553,838 4,672,842    

特許出願件数 10件以上 13件 11件 25件 7件    決算額（千円） 9,785,434 8,867,995 9,320,459 8,309,178    

査読付き論文

発表件数 

49報以上 40報 43報 25報 29報    経常費用（千円） 9,590,681 8,050,325 7,945,076 7,712,303    

学会発表件数 123回以上 111回 99件 67件 66件    経常利益（千円） △459,455 △235,466 △363,518 104,890    

外部資金獲得

件数 

26件以上 42件 39件 47件 41件    行政サービス実

施コスト（千円） 

10,081,415 8,522,934 8,347,850 8,093,362    

 
資源の提供者

数 

3,350 件以

上 

3,915件 3,308件 3,224件 3,228件    従事人員数 115 95 96 89    

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ２．生物資源に係

る研究及び創薬等

支援に関する事項 

ヒト組織・細胞

株、疾患モデル動

物、薬用植物、実験

用霊長類等の生物

資源は、医薬品等

の開発に有用なツ

ールであることを

踏まえ、これまで

蓄積した専門性や

２．生物資源に

係る研究及び創

薬等支援に関す

る事項 

ヒト組織・細

胞株、疾患モデ

ル動物、薬用植

物、実験用霊長

類等の生物資源

は、医薬品等の

開発に有用なツ

ールであること

２．生物資源に係

る研究及び創薬等

支援に関する事項 

令和７年度は、以

下の研究及び創薬

等支援に取り組

む。 

なお、創薬支援

ネットワークの一

環として創薬支援

を行う場合は、国

立研究開発法人日

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価をＡと評定する。 

評定に係る定量的、質的な根拠につ

いて、 

研究に係る指標（共同研究等件

数、外部資金獲得件数）について基

準値を上回った。特に共同研究等件

数は基準値比 196.8％、外部資金獲

得件数は 157.7%と大幅に基準値を

上回った。また、資源の提供者数は

基準値を僅かに下回る（96.4%）も、

依然、高水準の推移であり、唯一無

二の機関として、国内の生物資源に

        

＜評定に至った理由＞ 
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資源を活かし、革

新的な医薬品等の

開発に資するべ

く、これらの生物

資源の研究開発、

収集、維持、品質管

理、提供に関し、以

下の研究及び創薬

等支援に取り組む

こと。 

なお、創薬支援

ネットワークの一

環として創薬支援

を行う場合は、日

本医療研究開発機

構等と緊密に連携

を図ること。 

さらに、研究開

発成果の実用化及

びこれによるイノ

ベーションの創出

を図るため、必要

に応じ、科技イノ

ベ活性化法に基づ

く出資並びに人的

及び技術的援助の

手段を活用するこ

と。 

  

  【困難度：高】

革新的な医薬品等

の開発に資するた

めには、単に、開発

した生物資源の提

供に終始するので

はなく、医薬品等

の開発工程全体を

鳥瞰し、実用化ま

での開発の意図を

正確に把握しつ

つ、常に世界から

を踏まえ、これ

まで蓄積した専

門性や資源を活

かし、革新的な

医薬品等の開発

をはじめとする

メディカル・ヘ

ルスサイエンス

研究に資するべ

く、これらの生

物資源の研究開

発、収集、維持、

品質管理、提供

に関し、幅広い

研究分野との連

携にも留意しつ

つ、以下の研究

及び創薬等支援

に取り組む。 

なお、創薬支

援ネットワーク

の一環として創

薬支援を行う場

合は、日本医療

研究開発機構等

と緊密に連携を

図る。 

さらに、研究

開発成果の実用

化及びこれによ

るイノベーショ

ンの創出を図る

ため、必要に応

じ、科技イノベ

活性化法に基づ

く出資並びに人

的及び技術的援

助の手段を活用

する。 

 

 

本医療研究開発機

構等と緊密に連携

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

係る研究への貢献は非常に大きい。 

・評定に係る、質的に特筆すべき研

究等の実績は分野毎に後述する。 
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情報を集めなが

ら、資源の収集、維

持、品質管理及び

提供並びに成果の

普及等をアカデミ

アや産業界等が求

める最先端のレベ

ルで継続的に行う

必要があるため。 

 

（１）創薬資源に

係る研究及び支援 

難病・疾患等創

薬研究を実施する

上で重要なヒト組

織・細胞株及び疾

患モデル動物の開

発、品質高度化、遺

伝子等の情報付加

に関する研究を行

い、これらの資源・

情報等の充実等を

目指すこと。 

また、これらの

創薬資源の収集、

維持及び品質管理

の成果について高

度かつ効率的な活

用を推進すること

により医薬品等の

開発を支援するこ

と。 

なお、本研究所

が運営するバンク

事業により提供さ

れる試料は有用な

研究ツールである

ことから、品質管

理を強化するとと

もにその更なる利

活用を図るため、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）創薬資源

に係る研究及び

支援 

難病・疾患等

創薬研究を実施

する上で重要な

ヒト組織・細胞

株及び疾患モデ

ル動物の開発、

品質高度化、遺

伝子等の情報付

加に関する研究

を行い、これら

の資源・情報等

の充実等を目指

す。また、これら

の創薬資源の収

集、維持及び品

質管理の成果に

ついて高度かつ

効率的な活用を

推進することに

より医薬品等の

開 発 を 支 援 す

る。具体的には、

以下の取組を行

う。 

なお、国立研

究開発法人医薬

基盤・健康・栄養

研究所（以下「本

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）創薬資源に

係る研究及び支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）創薬資源

に係る研究及び

支援  

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が国の政

策や社会のニー

ズと適合してい

るか。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

・他機関等との

連携状況 

・共同研究等件

数 

・外部資金獲得

件数 

【モニタリング

指標】 

・各種媒体等へ

の掲載、取材及

び地域イベント

等への出展の件

数 

・データベース

等の公開状況 

 

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が企業又

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【創薬資源分野】 

資源の収集・維持管理、提供等に

ついて、新規凍結技術開発等による

保存、供給体制構築を図るなど、迅

速・確実な細胞資源の提供体制を構

築することにより、設定した各数値

目標を達成（寄託細胞 43 株、資源

化細胞 48、年間供給数 4,946試料）

し、研究の活性化に大きく寄与して

いるものと評価している。 

新規技術の開発については凍結

保存液（組織輸送液）及び凍結技術

について成果があった。 

組織輸送液について、手術摘出組

織を長期間生きた状態で保存する

ための改良を行い、従来の組織輸送

液よりも高い成功率でオルガノイ

ド樹立に成功した新規組織輸送液

を開発した。 

この新規組織輸送液を用いた皮

膚モデルの輸送において、その効果

が認められたことにより研究ツー

ルを海外に輸送することが可能と

なった。 

保存技術については、新規凍結保

護剤と新規凍結技術の組み合わせ

により角膜シートや３Ｄ皮膚シー

トのようなシート構造を持つ組織

において、そのシート構造を維持し

ながら凍結保管ができる技術を開

発した。 

凍結保存技術に用いた凍結保存

液の製品化を目指し、製造販売業者

等との契約を行う等の準備を進め

ている。これらのことは、研究資源
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バンク利用者のニ

ーズの反映等によ

る付加価値の向上

及び各種試料情報

の提供に取り組

み、もってバンク

事業を行っている

他の独立行政法人

との連携を強化す

ること。 

また、その際に

は、バンク利用者

にとって分かりや

すく、より一層利

用しやすい環境整

備を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研 究 所 」 と い

う。）が運営する

バンク事業によ

り提供される試

料は有用な研究

ツールであるこ

とから、品質管

理を強化すると

ともにその更な

る利活用を図る

ため、バンク利

用者のニーズの

反映等による付

加価値の向上及

び各種試料情報

の提供に取り組

み、もってバン

ク事業を行って

いる他の独立行

政法人との連携

を強化する。 

また、その際

には、バンク利

用者にとって分

かりやすく、よ

り一層利用しや

すい環境整備を

図る。 

さらに、創薬

研究の加速化に

資するため、幹

細胞の分化誘導

系等を利用し、

安全性等の評価

系の構築に向け

た基盤的研究を

行い、安全性バ

イオマーカーの

開 発 等 を 目 指

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

はアカデミアに

おける研究の実

用化又は進展に

つながっている

か。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

【モニタリング

指標】 

・資源の提供者

数 

・論文発表件数 

・学会発表件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の保存と管理における革新をもた

らし、再生医療や創薬研究基盤を維

持及び構築に大きく貢献するもの

である。また、これまで不足してい

たリソースの一つである、がんオル

ガノイドの提供に向けた培養技術

や品質管理技術等の技術移転を進

めるなどの社会的ニーズへの貢献

も期待できる。 

生物資源の利用に関する環境整

備として、「細胞検索のひろば」に

て広く情報の提供を継続して行う

とともに、適切に情報更新を行い、

最新情報にアップデートしている。

令和７年度は 2,940 件のレコード

を追加し、総レコード数は 180,000

を超える規模となっている。登録者

数は令和６年度より 2,000 人弱増

え、およそ 20,000 人となっており、

研究者が細胞を探す際のデファク

トスタンダードなツールに近づき

つつあると言える。 

登録時に撮影した細胞の増殖過

程の情報（タイムラプス画像）を用

いて AI 解析を行い、詳細な情報化

のための技術開発を進めたことで、

細胞の品質管理への応用も可能と

し、細胞利用者の利便性を図った。 
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【研究】 

ア 創薬等研究

に用いる創薬資

源 の 品 質 高 度

化、遺伝子等の

情報付加及び充

実を行うととも

に、疾患のモデ

ルとなるような

創薬研究に有用

な資源開発を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 難病等の疾

患モデル動物の

開発及びヒト疾

患モデル動物を

用いた医薬品候

補物質等の有効

【研究】 

ア 創薬・疾患研

究に用いる細胞資

源の拡充のため、

組織塊や細胞シー

トなどの凍結保存

技術開発を進め、

新たな資源凍結法

の開発を行う。ま

た、創薬資源の利

用拡大のため細胞

用の凍結保護剤の

製品開発を進め、

これまで凍結保存

が困難であった細

胞資源等の凍結技

術の最適化を行

う。 

 

 

創薬研究資源に

よる創薬・疾患研

究の推進を支援す

るため、画像情報

等と機械学習を活

用した細胞資源評

価法の開発及び凍

結メカニズムの解

析を行う。また、

引き続き外部との

連携を強化し、技

術開発を加速させ

る。 

 

 

イ 疾患モデル動

物を用いて難病の

克服に適う遺伝子

改変マウスを作

製・解析する。具

体的には、神経・

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⚫  

⚫  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規組織輸送液、凍結保護剤、凍結保存

技術開発によって、機能保持細胞の凍結方

法を改良・開発した。また、新規凍結技術

開発等により創薬研究への供給体制構築を

図った。 

 迅速・確実な資源提供体制を構築するこ

とにより、資源提供（4,946 本）を実施し

た。海外代理店変更に伴う提供数減少に対

して対応を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 細胞資源の増殖過程を撮影した画像情報

を用いて細胞の形態学的特徴を数値化する

とともに細胞１つ１つを追跡しながら AI

解析する技術を開発し、新たな細胞資源評

価法を確立した。また、アカデミア・企業

との共同研究を推進し、創薬研究における

資源活用に関する技術開発を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ゲノム編集と AAV ベクターを併用したノ

ックインマウスの迅速な作成技術の開発を

行い、ライソゾーム病（ムコ多糖症 II型モ

デルマウス）の治療薬開発に資する動物の

繁殖補助、Conditional KO マウスモデルの

作製を行った。 
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性・安全性評価

の基盤構築を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 幹細胞の未

分化・分化制御

機構を解明し、

機能を有した細

胞への効率的な

分化誘導法を確

立する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 幹細胞又は

幹細胞由来分化

細胞を用いて、

薬物の有効性及

び安全性の評価

系の構築に関す

る研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

筋疾患、腎疾患等

の指定難病を中心

に、疾患モデル動

物を用いた研究を

推進するととも

に、自然発症モデ

ルの原因遺伝子を

ターゲットとする

新規創薬の開発に

向けた取組を進め

る。 

 

 

ウ 血液－脳関門

（BBB）の生体模

倣 シ ス テ ム

（MPS）に搭載す

る細胞を iPS 細胞

の分化誘導系を利

用して開発する。

実際に iPS 細胞由

来脳血管内皮細胞

をMPSに搭載し、

透過性等の各種機

能について評価す

る。 

 

 

エ ヒト iPS 細胞

由来腸管オルガノ

イド単層膜を 

ALI （ Air-Liquid 

Interface；気液界

面）培養した際の

杯細胞の成熟化に

ついて検討する。

各腸管部位由来の

ヒト生検由来腸管

オルガノイド単層

膜の機能について

検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

脳疾患（てんかん）モデルの資源化とて

んかんモデル開発を行った。 

難治性血管炎・腎疾患のメカニズム解明

と創薬への応用を進めた。 

⚫  

 

 

 

 

 

 

 

 

乳酸菌ゲノム配列由来筋形成オリゴ DNA

（iSN04）を作用させることで、iPS細胞か

ら血管内皮細胞への分化効率が上昇した。

これは脳血管内皮細胞への作製効率が向上

することを意味する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒト iPS 細胞由来腸管オルガノイド単層

膜を ALI 培養したところ、杯細胞の機能が

発達することを見出した。また、特に栄養

吸収に関わるトランスポーターの遺伝子発

現レベルが大きく向上し、ヒト小腸と同様

レベルになることが判明した。 
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【創薬等支援】 

オ 創薬支援に

資する資源の供

給及び資源管理

等の技術の提供

により医薬品等

の開発を支援す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【創薬等支援】 

オ 創薬・疾患研

究に有用なモデル

培養細胞株等の細

胞資源の品質管理

を行い、細胞詳細

情報とともにホー

ムページ上に公開

する。これまでに

構築した細胞検索

用データベース

「細胞検索のひろ

ば」の利活用を推

進し、効率的な宣

伝・普及活動を実

施する。 

新規細胞 40 株の

登録、年間供給数

4,000 試料を達成

する。 

 

 

 創薬・疾患研究

の効率的な推進の

ため、研究所内外

の意見交換・共同

研究を積極的に進

め、創薬資源によ

る創薬推進体制を

構築する。学会・

ホームページ等に

よる広報活動によ

って利用促進を行

う。また、提供資

源の補充業務をア

ウトソーシングす

ることによる業務

効率化及び品質の

維持・向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生物資源の収集・維持管理については、

資源の収集・維持管理を実施（寄託 43、資

源化 48）した。分譲数については 4,946本

を達成し、動画、論文情報、他データベー

ス連携による細胞情報拡充、問い合わせ対

応（約 2,043件）を行った。 

世界の細胞株情報を簡便に検索できるサ

イト「細胞検索のひろば」を改良し、利活

用促進のため学会発表・展示を行った。 

組織培養に関するテキスト発刊ならびに

培養技術講習会、講演会、書籍執筆等によ

り細胞資源利活用促進を図り利用者アクセ

ス数の増加を認めた。 

海外分譲促進のため、積極的にＷＥＢセ

ミナー、パンフレット配布（学会・展示会）、

技術情報紹介を実施して販促に努めた。 

 

 

 

 

 

創薬・疾患研究を効率的に行うため、研

究所内外との共同研究を推進し、その成果

として細胞凍結保護剤の市販などの社会実

装につながった。利用促進については学会

展示ならびに「細胞検索ひろば」の充実を

図ることによって、利用しやすい環境整備

を行った。提供資源の補充業務はアウトソ

ーシングによる業務改善を行い、効率化を

進めた。 
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カ 難病等の疾

患モデル動物の

収集・提供等を

行う。また、ヒト

疾患モデル動物

を活用した有効

性・安全性試験

技術等の提供を

通じて医薬品等

の開発を支援す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

難病等創薬研究

を実施するうえで

重要な資源であ

る、難病患者由来

の DNA や血漿等

の試料及び臨床情

報を、患者レジス

トリと連携して

50 検体を目標に

収集する。情報発

信により、収集し

た資源の利活用促

進を図る。 

 

 

カ 難病等の疾患

モデルを中心に、

年間 15 系統以上

の遺伝子改変マウ

スを収集するとと

もに、基盤研内外

部の遺伝子改変マ

ウスの保存・品質

管理を行う。動物

バンクとしての分

譲・供給件数を年

間 30 件とし、分譲

可能な系統のモデ

ル動物の詳細情報

をホームページ上

に公開する。 

疾患モデル動物

等の利活用を進め

るため、遺伝子改

変マウスの凍結

胚・凍結精子の保

護預かり等利用者

ニーズに応じた取

組を継続するとと

もに、創薬に向け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

難病研究資源バンクで 13 医療機関から

なる多系統萎縮症（MSA）レジストリから 83

検体（DNA、血漿、リンパ芽球様細胞株（LCL）、

臨床情報）を週次で受け入れた（総計 777

検体を受領。）。 

MSA、網膜色素変性症（RP）、及び分譲し

た HTLV-1 関連脊髄症（HAM）の DNA を、セ

ンター内で品質確認し、自ら研究（長鎖シ

ーケンサーによるゲノム解析）を推進。ま

た、新検体管理システムを本運用開始。検

体棚卸しを行い、難病患者の貴重な検体の

研究利活用促進を図った。 

 

 

 

 難病等の疾患モデル動物について、新規

15系統を収集し、保存、品質管理を行い、

系統毎の遺伝子診断法など詳細情報ととも

に、ホームページ上に公開した。分譲件数

は 18件（生体分譲数６件、凍結胚・凍結精

子分譲数 12件）を達成した。 

 遺伝子改変マウスの凍結胚・凍結精子の

保護預かり等利用者ニーズに応じた取組を

継続し、繁殖困難マウスの増産支援、所内

外向け遺伝子改変マウスの作成を行った。 
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キ 上記ウ・エ

の成果の活用等

により医薬品等

の開発を支援す

る。 

 

 

 

 

 

 

た in vivo 評価に

資するモデルマウ

スの開発を継続し

て進める。 

 

 

改良作製したヒ

ト iPS 細胞由来の

BBB 細胞におけ

る発現解析によ

り、物質輸送能や

管腔形成能につい

て評価・測定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒト iPS 細胞由

来肝臓オルガノイ

ドから誘導した肝

細胞の増殖能と機

能の両観点から最

適化した培養法の

開発を進める。 

 

 

キ 生体の血液－

脳関門（BBB）の

生体模倣システム

（MPS）を開発

し、市販品との優

位性を評価するこ

とにより、医薬品

等の開発を支援す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

iPS 細胞から脳血管内皮細胞への分化過

程において CD31 陽性細胞をソーティング

することにより、血管内皮細胞マーカーで

ある PECAM や VE-Cadherin の発現及び脳

血管内皮細胞マーカーであるトランスフェ

リン受容体（TfR）や Mfsd2A の発現が上昇

することが明らかとなった。さらにこれら

の細胞では管腔形成がみとめられたことか

ら、作製した iPS 細胞由来の脳血管内皮細

胞（iPS-BMECs）は血管特性を有しているこ

とが示された。一方、従来法で作製された 

iPS-BMECs では管腔形成はみとめられなか

った。   

 

 

ヒト iPS 細胞由来肝臓オルガノイドを単

層培養した際の基礎培地を最適化すること

で、同細胞の肝機能が向上することを見出

した。 

 

 

 

 

 

Wnt シグナルを活性化させることで iPS

細胞から脳ペリサイトを効率良く作製でき

ることを明らかにした。このペリサイトと

iPS-BMECs を共培養することで膜間電気抵

抗値（TEER）の上昇がみとめられバリア能

が向上することが示された。また作製した

細胞を MPS デバイス上に搭載した結果デバ

イス内で血管構造が観察された。  
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 （２）薬用植物に

係る研究及び支援 

薬用植物及び他

の有用植物（以下

「薬用植物等」と

いう。）は、医薬品

及びその原料、更

には健康食品等と

して、国民の健康

に大きく貢献して

きた。植物の分化

全能性と多様な機

能性成分を生合成

する能力に鑑み、

その創薬資源とし

ての重要性は高

い。また、薬用植物

資源研究センター

は日本で唯一の薬

用植物等の総合研

究センターとし

て、ナショナルリ

ファレンスセンタ

ーの機能を果たす

ことが期待され

る。 

このような重要

性に鑑み、薬用植

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）薬用植物

に係る研究及び

支援 

薬用植物及び

他 の 有 用 植 物

（以下「薬用植

物等」という。）

は、医薬品及び

その原料、更に

は健康食品等と

して、国民の健

康に大きく貢献

してきた。植物

の分化全能性と

多様な機能性成

分を生合成する

能力に鑑み、そ

の創薬資源とし

ての重要性は高

い。また、薬用植

物資源研究セン

ターは日本で唯

一の薬用植物等

の総合研究セン

ターとして、ナ

ショナルリファ

レンスセンター

の機能を果たす

ヒト iPS 細胞由

来腸管オルガノイ

ド単層膜やヒト生

検由来腸管オルガ

ノイド単層膜によ

る医薬品候補化合

物の小腸での吸収

を評価するための

in vitro 評価系を

用いて、医薬品等

の開発を支援す

る。 

 

（２）薬用植物に

係る研究及び支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）薬用植物

に係る研究及び

支援 

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が国の政

策や社会のニー

ズと適合してい

るか。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

・共同研究等件

数 

・外部資金獲得

件数 

【モニタリング

指標】 

・地方公共団体

及び業界団体等

との連携数 

・各種媒体等へ

の掲載、取材及

び地域イベント

等への出展の件

数 

 

【評価軸】 

 共同研究者（５機関以上）にヒト iPS 細

胞由来腸管オルガノイド単層膜を提供し、

創薬研究の支援を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【薬用植物分野】 

 植物資源の確保に関し、約 4,000

系統の植物、約 300系統の培養物を

維持、約 300系統の植物組織培養物

の継代・維持を行い、種子交換・保

存用として合計 842点を採取した。 

資源等の提供に関しては、交換目

録を 60 カ国 398 機関に送付、９カ

国 16 機関からの請求に応じて 122

点の種子を送付した。また、国内研

究機関等に対しては、種子 39 点、

植物体 626点、生薬等５点、植物エ

キス 7,292点を分譲し、研究を支援

した。 

大麻取締法の改正に伴う低 THC

含有品種の大麻草系統の育成に取

り組むため、THC 含有の低い大麻草

系統の種子について栽培を行い、そ

の生育特性の調査、系統維持のため

採種を行った。 

また、全国の大麻草生産農家にお

ける生産実態の調査（栽培方法、加

工調製法及び経済収支に関する情

報）を継続し、令和５年度～７年度

にかけての成果を取りまとめ、HP上

で公開した。これらのことは、法改

正後の行政施策に大きく貢献して

いる。 
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物等の重点的保

存、資源化、戦略的

確保を行うととも

に、関連情報の集

積・発信により薬

用植物等の栽培及

び創薬等を支援す

ること。また、薬用

植物資源のより高

度な活用に資する

応用研究を行うこ

とにより、創薬又

は機能性食品等の

シーズとなる品種

の育成、各品種等

に適した植物及び

苗の生産システム

の構築等を目指す

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ことが期待され

る。 

このような重

要性に鑑み、創

薬又は機能性食

品等のシーズと

な る 品 種 の 育

成、各品種等に

適した植物及び

苗の生産システ

ムの構築等を目

指して、以下の

ような研究及び

創薬等支援を行

う。 

 

 

【研究】 

ア ナショナル

リファレンスセ

ンターとしての

機能強化を指向

した薬用植物等

の戦略的確保、

維持、資源化、生

産技術開発及び

品質・安全性評

価に関する基盤

的研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研究】 

ア 薬用植物資源

保存のための発芽

条件、適正温度、

発芽日数などの検

討を行い、種子の

保存方法の検討を

行う。 

ハシリドコロ

属、バイモ属及び

オケラ属の更新・

増殖を行う。 

引き続き、シナ

マオウ及びマオウ

属植物（Ep13）各

株の保存栽培を行

い、生育状況の確

認を行う。 

種子島研究部各

植物の観察、確認

作業を継続、開花

期、着果期等各植

物の特徴を捉えた

写真を撮影し、保

・研究や支援の

成果等が企業又

はアカデミアに

おける研究の実

用化又は進展に

つながっている

か。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

【モニタリング

指標】 

・資源の提供者

数 

・論文発表件数 

・学会発表件数 

・データベース

等の公開状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約 4,000系統の植物の栽培・維持、約 300

系統の植物組織培養物の継代・維持を行な

い、薬用植物に関する正しい知識の普及に

貢献した。 

ケイガイ（2024 年産）、クソニンジン

（2024年産）、ミシマサイコ（2022、2024年

産）、カワラケツメイ（2024年産）、ベニバ

ナ（2024 年産）、コガネバナ（2013 年産）

の種子について発芽試験を行い、それぞれ

発芽に適切な温度を明らかにした。 

ハシリドコロ属 10系統、バイモ属７系統

およびオケラ属７系統について株の更新と

増殖を行った。 

シナマオウ及びマオウ属植物（Ep13）共

順調な生育を継続している。株生存率は

Ep13の方が高い傾向にある。 

種子島研究部保有資源の写真資料の充

実、整理に注力した。また、C棟温室植物に

ついて改めて全資源の現物とラベルの確認

を実施した結果、これまで信憑性が高いと

考えられていた伊豆試験場での設置ラベル

にも現物との相違点が確認されたため、精

査を要することが判明した。 

薬用植物の国内自給率の向上に

より漢方薬を安定に供給するため、

薬用植物の新たな育種、栽培、生産

技術等について令和５年度より実

施している持続可能な薬用植物の

生産基盤技術開発及び産地形成に

関する研究において、令和７年度は

オタネニンジンの歩留まり低下の

原因の一つである赤さび症状の原

因の探索にて、発症因子の多角的な

探索を行い、赤さび症状発症/非発

症圃場間で網羅的菌叢解析の結果

から、両者間で顕著な菌叢の際があ

ることを明らかにした。また、シャ

クヤクについて、需要の伸びが大き

く自給率が上がらないことについ

て、発根促進方法について検討し、

育苗の歩留改善に資する栽培条件

を明らかにした。これらの成果によ

り、国内栽培の推進に寄与し、高品

質の生薬を安定的に確保すること

ができ、国内生産の拡大に貢献する

ことが期待される。 

薬用植物総合情報データベース

（令和 7年の訪問者数 161万以上、

検索利用 82,000 回以上）について、

収載情報の追加更新、新規情報カテ

ゴリーの構築、HTTPS化によるセキ

ュリティ強化によるデータベース

の安定運用のための整備を行い、広

く活用されることに貢献した。 
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存資源に関する資

料の充実を図る。

また、温室内及び

屋外各資源に関す

る不明点の調査並

び に 植 物 目 録

2011 の記載内容

と現存植物のすり

合わせを引き続き

行う。 

引き続き、麻薬

植物資源の適正な

利用に資する遺伝

資源及び情報の整

備を行う。 

ケイリンサイシ

ンの収穫時期の検

討を目的とし、毒

性を持つ含有成分

アリストロキア酸

の季節変動を調査

する。 

サジオモダカの

栽培指針の作成に

資する栽培試験及

び白絹病耐性等を

示す優良系統の選

抜を引き続き行

う。 

引き続き、低投

入・持続型農業を

指向した寒冷地に

おけるハトムギ栽

培技術の開発のた

めの施肥試験を実

施する。 

カノコソウにつ

いて健康診断に基

づく土壌病害管理

技術の開発のため

病害調査と減肥試

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国内の大麻草生産地において通年調査を

継続し、栽培方法、加工調製法並びに経済

収支に関する情報を収集・整備し、令和５

〜令和７年度成果を「伝統的繊維作物（大

麻草）における生産地調査について」とし

て取りまとめ HP 上で公開した。また多様性

に富む、ケシ属植物資源の維持更新を行っ

た。 

ケイリンサイシンのアリストロキア酸含

量季節変動を調査した結果、葉および花/果

実の含量は５月が高く７月は大幅に低下し

た。 

石垣島試験水田において白絹病に耐性を

示す新たなサジオモダカ系統の選抜を行

い、育種資源として保存を開始した。 

養分供給能からみたハトムギの緑肥効果

は、エンバクより劣るが、リン酸及びカリ

ウムについてはマリーゴールドと同水準以

上であることが判明した。 

北海道名寄市のカノコソウ生産者圃場

18地点の病害調査を実施し、苗の由来によ

り被害度が異なることが判明した。カリウ

ムの施肥試験を実施し、本試験の範囲では

慣行施用量の半量でも生育へ影響を及ぼさ

ないことが示された。 

異なる素材のペーパーポットでトウキを

育苗した結果、苗の生育は従来タイプより

新規タイプで良好であった。 

北海道北部地域の林内におけるムラサキ

の栽培試験において、土壌の排水性の指標

となる飽和透水係数と日平均日射量が栽培

２年目の生育へ大きく影響することが判明

した。 

イトヒメハギの播種２年目における生育

は、平畝栽培と比較し、高畝栽培で優れ、

根の新鮮重が 1.4 倍と有意に増加すること

を明らかとした。また、栽培期間を１年か

ら２年とすることで根の収量は約３倍に増

加した。 

野外で採取した野生植物試料を材料に増

殖した苗の圃場定植を行い、栽培を開始し
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験を実施する。 

トウキ苗生産の

軽労化を目的と

し、紙質の異なる

ペーパーポットを

用いた育苗試験を

行う。 

野生型品質のシ

コンの生産を指向

した林内における

栽培試験を実施す

る。 

イトヒメハギ播

種２年目における

高畝、平畝栽培間

での生育比較を行

うとともに、施肥

条件等の検討を開

始する。 

野生品の採取に

依存する薬用植物

の資源化、栽培化

について検討す

る。 

引き続き、重要

薬用植物の品質向

上、歩留まり改善

に資する栽培管理

法について検討す

る。 

栽培期間の長い

重要薬用植物の栽

培期間短縮に資す

る栽培法の検討を

行う。 

保存開始４年後

の各保存条件イン

ドジャボク種子の

発芽調査を実施す

る。 

赤さび症状を呈

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た。 

オタネニンジンの歩留まり低下の原因の

ひとつである赤さび症状の発症抑制を指向

し、赤さび症状部位から単離された菌類の

再接種試験等、発症因子の多角的な探索を

進めた。土壌菌叢解析の結果、赤さび症状

発症／非発症土壌間に顕著な菌叢の差異が

あることを見出した。 

シャクヤク種子の発根促進方法について

検討し、育苗の歩留改善に資する栽培条件

を明らかにした。 

水耕栽培苗の圃場栽培を実施し、生育調

査を行った。 

保存開始４年後の各保存条件インドジャ

ボク種子の発芽調査を実施し，これまでの

検討で発芽能の低下には種子の保存温度が

最も強く影響し、次に光の影響が強い傾向

が確認された。 

オタネニンジンの赤熟果皮と根の赤さび

色の関連性を検討するため、赤熟果皮の成

分分析を行い、３種類の赤色物質を得た。

そのうち１種については、新規赤色物質で

あった。 

ISO/TC249/SC1（国際標準化機構/伝統医

学分野）において、各国の新規国際標準提

案の要求事項等に対し修正案を作成し、６

月にオランダ・アムステルダムで開催され

た全体会議・WG 会議で計 40 件、11 月に中

国・南寧で開催された WG 会議で計 19 件の

案件に対応し、国益を損なうことのないよ

う提案書を修正すべく意見表明を行った。

その結果、日本の主張がほぼ認められ IS原

案が修正された。また、各国の薬局方規格

の比較が可能となる FHH e-GB のパイロッ

ト版の運用を開始した。 

トウキとホッカイトウキの地上部の形質

の差異を調査し、草丈、葉数に関連する可

能性がある DNAマーカーを見出した。 

生薬サンシシの基原植物であるクチナシ

について、島内自生株から生産栽培を目指

した資源の増殖及び栽培方法を検討するた
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イ 新品種の育

成、ゲノム編集

等も含めた新技

術による新規薬

用 植 物 等 の 開

発、種苗や収穫

物の増産技術の

開発を行うこと

により、高機能

性薬用植物等の

開発、維持及び

するオタネニンジ

ンの皮を収集し、

m/z = 339 を示す

化合物の取得を行

い、構造を明らか

にする。また、そ

の他の成分につい

ても非症状より増

加しているかどう

か、分析を行う。 

ISO/TC249（国

際標準化機構 /東

アジア地域の伝統

医療に関する専門

委 員 会 ）  及 び

FHH（生薬に関す

る国際調和のため

の西太平洋地区討

論会） に参画し、

国際標準提案に関

す る 研 究 及 び

FHH 薬局方デー

タベース(e-GB)の

公開を通じ、薬用

植物・生薬分野の

国際標準化及び国

際調和に係る情報

収集・発信を引き

続き行う。 

 

イ カノコソウの

品種審査基準作成

のため各品種の形

質に関するデータ

収集を行う。 

国内栽培に適し

た集団の編成を目

的とし、アルニカ

等の形質調査を行

う。 

ウラルカンゾウ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

め、これまでに作成した挿木苗の圃場への

定植を実施した。 

生薬インチンコウの基原植物であるカワ

ラヨモギについて、島内自生株からの生産

栽培を目指して頭花調製に適した形質を有

する株を選抜し、頭花の収集を実施した。 

インドジャボクの生産技術開発のため、

機械化による収穫作業軽労化を検討した。

また、インドジャボク根にサツマイモネコ

ブセンチュウによる甚大な被害が確認され

た種子島圃場について、化学農薬によらな

い土壌改良を検討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カノコソウについて３品種、34形質を選

定・調査を行い、品種審査基準案を作成し

た。 

アルニカ２系統の開花期間はいずれも４

週間程度で、花の数や位置などに個体間差

が認められた。 

ウラルカンゾウにおけるストロンの定植

本数が及ぼす影響を検討し、２本植えによ

り各品種の乾燥根収量が１本植えの 1.7～

3.6倍に向上することが判明した。また、北

海道の生産地で生じた生育不良は、下層土
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普及を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 安心・安全・

安定な創薬シー

ズ及び機能性食

品シーズとして

の利活用に資す

るため、バイオ

テクノロジーを

応用した薬用植

物等遺伝資源の

整備・活用に関

栽培の体系化を目

指し、各品種に最

適な栽植様式を提

案する。 

引き続き、培養

物資源の増強を目

指し、新規培養物

を構築し、遺伝子

多型解析成分分析

による優良系統の

選抜を行う。 

培養苗を利用し

たトウキ採種シス

テムの優位性を検

討するため、前年

度に播種した培養

苗後代系統の形質

調査を行う。 

培養苗由来ショウ

ガ TuK3 及 び

TuK5 について土

壌条件の異なる圃

場にて栽培し、根

茎の灰分値の違い

を検討する。 

ウラルカンゾウ

優良系統の特性調

査のための栽培を

開始する。 

 

 

ウ 引き続き、シ

ョウガ品種鑑別方

法の開発のため、

塩基配列情報の収

集と鑑別方法の検

討を進める。 

引き続き、薬用

植物資源の安定供

給、品質確保に資

する情報を広く提

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の排水性の低さに起因する可能性が示唆さ

れた。 

アカジソ培養物を新規に構築し資源分譲

に供した。センブリさび病真性抵抗性系統

の自殖種子より培養系統の作製を開始し

た。また、センブリの育種資源増強のため、

国内栽培系統および野生系統を含む７系統

を収集した。 

圃場に定植したトウキ培養苗は、夏期の

異常高温により、令和７年度収穫予定の株

のほとんどが抽苔し、その後枯死ししたた

め、形質調査に十分な株数が得られなかっ

た。次年度、栽培方法の改善を行い、再度

育苗を行う予定である。また、種子の DNA

型解析により自家受粉可能であることを確

認した。 

種子島研究部圃場にて、高温化に対処す

るため寒冷紗の施用など栽培条件を改良

し、灰分の分析に供する良好なショウガ試

験栽培株を得ることができた。ショウガ培

養苗由来系統株 (ZoTuK3 及び ZoTuK5) は

排水性の良い砂質埴壌土での栽培が適して

いた。また、土佐大ショウガの生育には鶏

糞施用量 60kg/10a 以下の施用が適してい

ることが明らかになった。一方、根茎の灰

分値については鶏糞施用量との明確な相関

は認められていない。 

ウラルカンゾウ優良系統の特性調査のた

めの栽培を開始し、生育調査を行った。 

 

 

ショウガ PHYB-like（フィトクロム B様）

遺伝子のゲノム DNA の一部領域について、

配列情報を収集し、今回解析した DNA 配列

には品種間で差異がないことを確認した。 

薬用植物総合情報データベース(MPDB)の

令和７年（１月～12 月）の年間訪問者数

（Total Visit数）は 1,614,571（稼働８ヵ

月平均 201,821）で、82,652 回（稼働８ヵ

月平均 10,332回）の検索利用があった。ま

た、HTTPS化によるセキュリティ強化、鏡検
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する応用研究、

薬用植物エキス

ライブラリーの

拡充や創薬等研

究、漢方処方を

含めた天然薬物

等のドラッグリ

ポジショニング

研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

供するため、デー

タベース収載情報

の追加更新、新規

情報カテゴリーの

構築、データベー

スの安定運用に係

る整備を進める。 

引き続き、植物

エキスライブラリ

ーの付加価値情報

として、ライフサ

イエンス分野での

活用法や成分情報

を文献から調査す

る。 

国内の広範囲の

植物を積極的に採

取し、エキスを作

製して、スクリー

ニングのための植

物エキスライブラ

リーを構築する。 

使用頻度の高い

植物サンプルにつ

いて溶媒の異なる

エキスの作製を行

い、ライブラリー

の多様性の向上を

図る。 

生物活性評価と

して、構築したス

クリーニング系に

より評価・情報の

蓄積を行い、活性

物質の取得を行

う。 

保険適応のある

漢方処方及び一般

用医薬品登録のあ

る漢方処方エキス

について、それぞ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

データの一括登録システムの実装、医療用

漢方製剤情報 DB(STORK)の添付文書情報追

加等の改修を行った。さらに、種子発芽試

験情報 DBのパイロット運用を開始した。 

令和７年度は救荒植物データベース等江

戸期の文献を参考に、救荒植物についての

情報を収集・ライブラリーへ反映させた。

更にエキス原料植物の生物活性に関する論

文報告情報を PubMed にて 45 種、収集・反

映させた。 

令和７年度は福井県で 221 点、長崎県で

252点、山梨県で 79点の植物を採取した。

上皮間葉転換（EMT）誘導細胞増殖阻害物質

の探索では、ノッポロガンクビソウより５

つの活性物質を取得した。また、薬用植物

病原真菌に対する抗真菌物質探索のための

新たなスクリーニング系を構築した。エキ

スの生物活性評価試験として NO 産生抑制

試験にて 384 点、ヒアルロニダーゼ阻害活

性試験にて 1,086 点、総フェノール量にて

991 点の値をそれぞれ取得した。新たな付

加情報として、総クマリン誘導体含量測定

を植物エキス 2,496 点について実施した。

食経験を持つ植物サンプル及び生薬 124 点

について、70％エタノール抽出によるエキ

スライブラリーの作製を行った。 

令和 7 年度は一般用医薬品登録の漢方処

方エキスを中心に 141種、合計 452点(有機

溶媒抽出：391点、熱水抽出：61点)の作製

を行った。加味解毒湯、響声破笛丸などに

ついては構成生薬の異なる処方も併せて作

製した。 
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【創薬等支援】 

エ 上記ア～ウ

により得られた

情報を発信する

とともに、必要

な薬用植物等資

源（種苗、植物

体、収穫物、植物

エキス等）や技

術等を提供する

ことにより、国

内における薬用

植物等の栽培、

普及及び薬用植

物等をシーズと

した創薬を支援

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れメタノール、エ

タノール、70％エ

タノール、熱水抽

出のエキス作製を

継続し、分譲体制

を整える。 

 

 

【創薬等支援】 

エ 引き続き、種

子交換目録を作成

して国内外関係機

関へ配布し、要望

に応じて種子・種

苗・植物エキスラ

イブラリーを提供

する。また、種子

交換等により希少

種又は業界より保

存要望の強い種子

を収集する。 

ハトムギ‘北の

はと’について生

産地育成を目的と

した種苗の供給、

栽培指導を行う。 

地方自治体や業

界等の要請に対

し、栽培、調製加

工法及び育成した

品種の栽培指導を

行う。 

引き続き「植物

目録」の編さん、

保有資源の堅牢化

に資する資源管理

体制の強化を進め

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2025年度は、60ヵ国、398機関へ種子交

換目録を送付した。2024～2025年種子交換

目録に基づく種子の請求件数は 136件 （前

年 191件） であり、内 122件 （前年 76件） 

について、９ヶ国 16 機関 （前年９ヶ国９

機関） に種子を送付した (ただし、うち３

ヶ国４機関 36 点の種子は返送）。種子交換

により、５ヶ国７機関から、 Alisma 

plantago-aquatica (サジオモダカ）３点、

Angelica archangelica L. (セイヨウト

ウキ) ３点などを含む合計 24点 （前年 81

点） の種子を導入した。（筑波栽培）種子

交換以外に種子 43点、植物体２点を導入し

た。（北海道、筑波）また、2026年度の種子

交換業務用種子として、国内の野生及び栽

培植物の種子 842 点を採集・調製した。植

物エキス製造材料として、福井県、長崎県、

山梨県にて野外植物の採集を行い、合計

551点を採取した。 

国内研究機関等の要望に応じ、種子 39

点、植物体 626 点、生薬等５点、分析サン

プル・化合物 680 点、植物エキスライブラ

リー7,292 点を提供し、多くの研究開発を

支援した （2026 年 2月 28日現在）。 

ハトムギ‘北のはと’の種子を約 90a へ

作付・収穫し、1,500kgの育種家種子を一般

栽培用種子として供給した。北海道剣淵町、

幌加内町および八雲町の生産者圃場を視察

して栽培指導を行った。 

広島県三次市におけるセネガ・カノコソウ

の産地化支援として、研修会での講演およ

び試験圃場での栽培指導を行った。 
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（３）霊長類に係

る研究及び支援 

 

実験用霊長類は

医薬品・医療機器

の開発において利

用される最も重要

な実験動物であ

り、基盤的な開発

研究、種々の橋渡

し研究、医薬品候

補化合物の安全性

と有効性の評価、

そして新興・再興

感染症の制圧を目

的とした診断法、

治療法及びワクチ

ンの開発に不可欠

であり、世界的に

も飛躍的に需要が

増加している。 

このような重要

性 に 鑑 み 、

SPF(specific 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）霊長類に

係る研究及び支

援 

実験用霊長類

は医薬品・医療

機器の開発にお

いて利用される

最も重要な実験

動物であり、基

盤 的 な 開 発 研

究、種々の橋渡

し研究、医薬品

候補化合物の安

全性と有効性の

評価、そして新

興・再興感染症

の制圧を目的と

した診断法、治

療法及びワクチ

ンの開発に不可

欠であり、世界

的にも飛躍的に

需要が増加して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）霊長類に係

る研究及び支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）霊長類に

係る研究及び支

援 

【評価軸】 

・研究や支援の

成果等が国の政

策や社会のニー

ズと適合してい

るか。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

・共同研究等件

数 

・外部資金獲得

件数 

【モニタリング

指標】 

・各種媒体等へ

の掲載、取材及

び地域イベント

等への出展の件

数 

【評価軸】 

秋田県藤里町のシャクヤク'夢彩花'生産

地において栽培指導を行った。岡山県の生

産者団体にライセンスアウトし実生産中の

シャクヤク'べにしずか'の根のエキスが配

合された化粧水・乳液が発売された。 

令和７年度は種子島研究部の資源情報に

ついて情報整理を開始した。「植物目録」の

パイロット版を運用し、収集した保有資源

情報の管理を開始した。重要植物資源につ

いて、順次アルミラベルの作成を開始した。 

実施許諾先企業へウラルカンゾウ品種

Glu-0010のストロン苗 600本を提供した。

また、ウラルカンゾウ品種 SUPACOR の韓国

出願に向けた試験を継続した。 

一部入手が困難となっていた過去の薬用植

物栽培指針（書籍名：薬用植物 栽培と品

質評価 Part1〜13）について、電子書籍版

として復刊した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【霊長類医科学分野】 

創薬研究における実験動物とし

ての霊長類は極めて重要な位置を

占めており、霊長類医科学研究セン

ターでは、カニクイザルについて、

目標の 110 頭を大きく上回る 236

頭の生産、SPF 個体の総数は 1,544

頭と過去最高水準となっている。な

お、センター全体の飼育頭数は

2,078頭である。 

世界的に高品質な霊長類の確保

が難しくなっている中、国内で唯一

の医科学実験用霊長類センターと

して、繁殖等の高度な技術のもと、

安定的な生産、供給体制を維持強化

し、国内の医科学研究等の根幹を継

続して支えている。当センターは、

確保する霊長類を活用した独自の

特徴ある研究を行っており、疾患家

系の解析も行っている他、数多くの

疾患モデルを樹立の上、病態解明、

診断技術、予防・治療法の開発につ

ながる研究を進めた。これらの家系

制御された高品質コロニーを基盤

として疾患モデル解析を実施する

ことによる医科学への貢献は極め

て大きい。 

遺伝学的にもヒトに近いカニク

イザルにおいては、ヒトと同様に加
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pathogen free)施

設を活用した高品

質の医科学研究用

霊長類の繁殖、育

成、品質管理を行

うとともに、それ

を供給することに

より創薬等を支援

すること。また、霊

長類を用いた医科

学研究を行うこと

により、ヒト疾患

モデル及び感染症

モデルの開発等を

目指すこと。 

 

 

このような重

要性に鑑み、ヒ

ト疾患モデル及

び感染症モデル

の開発等を目指

して、以下のよ

うな研究及び創

薬 等 支 援 を 行

う。 

 

【研究】 

ア 霊長類等を

用いた各種疾患

モデルの開発及

び解析を行い、

その繁殖コロニ

ーを構築すると

ともに、疾患モ

デル動物の高度

化、難病等の病

態解明、診断技

術、予防・治療法

の開発につなが

る研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研究】 

ア 高品質霊長類

（SPF：特定病原

体不在）の繁殖体

制の樹立を検討す

る。SPF コロニー

外 で の 繁 殖 も 

SPF に移行可能

な手法を検討す

る。 

過去の繁殖関連

データを解析し、

繁殖効率を向上さ

せるための基盤技

術を提案する。ま

た、人工授精の手

法を確立し、あら

たな繁殖法の検討

を行う。 

ヒトで使用され

ている高度医療機

器及び医療技術を

用いて疾患モデル

の解析を進めるこ

とにより、疾患モ

デルの充実を図

り、ヒト疾患への

応用を検討する。

また、新たな動物

モデルの作製の可

能性を検討する。  

・研究や支援の

成果等が企業又

はアカデミアに

おける研究の実

用化又は進展に

つながっている

か。 

【評価指標】 

・具体的な取組

又は進捗事例 

【モニタリング

指標】 

・資源の提供者

数 

・論文発表件数 

・学会発表件数 

・カニクイザル

供給数（正常／

疾患モデル） 

・共用利用施設

の利用率又は利

用件数 

・SPF サル類そ

の他サル類の保

有数及び生産数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 SPF カニクイザルの安定的な生産体制を

維持し、生産頭数および SPF 個体数ともに

過去最高水準を達成した。 

ロングリード全ゲノム解析により、フィリ

ピン、マレーシアおよびインドネシア由来

の 12 頭についてリファレンスゲノム配列

を構築し、遺伝性疾患モデル解析への展開

を進めた。企業との共同研究により開発し

た抗 IL-8抗体の有効性を実証し、新たな創

薬標的の可能性を示した。高度感染症研究

基盤を活用し、COVID-19に対するワクチン

およびアジュバントの有効性評価系を構築

するとともに、その有用性を実証した。AMED 

SCARDAにおいて、ワクチン開発支援および

感染症有事を想定した研究支援体制の整備

を推進し、代表１課題、分担２課題を通じ

て我が国の感染症研究基盤強化に貢献し

た。HIV治療ワクチンについて、有効な治療

プロトコールおよび製造法を確立し、その

成果を基盤としてベンチャー企業設立へ展

開した。感染症・免疫研究分野では、改良

BCG ワクチンや抗体療法の有効性を検証

し、新たな感染症・免疫関連疾患に対する

予防・治療戦略の可能性を示した。霊長類

資源の高度化と疾患モデル解析を融合した

研究を推進し、創薬研究への展開に貢献し

た。 

 

 

 

齢や代謝性疾患に伴う免疫機能変

化や機能低下が認められるため、遺

伝性疾患難病克服を目指して疾患

家系個体及び正常個体の全ゲノム

解析を行っている。次世代ロングリ

ードシークエンスによる全ゲノム

解析において、リファレンスゲノム

配列として、フィリピン、マレーシ

ア、インドネシアの３カ所の産地の

繁殖群の解析が終了した。 

疾患関連の成果として、循環器系

の疾患が挙げられる。難病に指定さ

れる心筋症において、拡張型及び肥

大型心筋症を発症する家系がカニ

クイザル繁殖コロニー内に存在す

る事が確認され、その家系の解析・

維持に努めることでヒト病態を反

映し、モデルとしての利用が期待さ

れる。また、今回カニクイザルで初

めて右心二腔症の診断に成功した。 

感染症研究においては、新型コロ

ナウイルス感染症は継続的な変異

株の出現と流行が大きな問題とな

っているため、カニクイザルを用い

た各変異株のウイルス動態・病態の

解析を行っている。今年度はCOVID-

19 カニクイザルモデルを用いて新

規ワクチンやアジュバントの評価

を行った。更に、HIV 感染に関与し

た疾患対策も重要であり、HIVが母

子感染をした新生児においては、結

核予防として唯一認可されている

BCGワクチンを投与できず、多くの

場合結核を発症する。これに対し

て、HIV感染新生児へも投与可能な

BCG改良ワクチンを開発し、免疫抑

制カニクイザルにおいてその効果

を示した。継続して行っている HIV

の治療用ワクチンに関して極めて

有効な結果を得た。 

これらのことは、難病や各種ヒト

疾患、感染症の病因解明に資すると

ともに、診断・治療法開発の高度化

に大きく寄与するもので、今後の医

科学研究の進展に対する重要な基

盤となるものである。 
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イ 病態解明や

新規ワクチンの

開発等に関連し

た感染症研究を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

霊長類での発生

工学や幹細胞研究

等を行い、生殖細

胞研究や遺伝子組

み込み等のヒトで

検証できない知見

を得る。 

 

イ 感染症モデル

を用い、病態解明

やワクチン等の研

究を推進し、ヒト

疾患への有効な利

用法を検討する。

ワクチンや感染病

原体の遺伝子操作

等による高度化を

行い、新たな技術

開発につなげ、新

たなモデルの作製

をも検討する。さ

らに、新規に登場

す る COVID-19

変異株等の病態を

解析するととも

に、治療薬やワク

チンの評価系を構

築する。感染症対

策 に お い て は

SCARDA と協調

をし、推進してい

くことも新たに加

える。また、AIDS

等のヒト疾患への

新たな予防、治療

法の作製や治療プ

ロトコールの作製

等を行い、ヒト疾

患治療へと結び付

ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 以上より、本評価項目について

は、定量的指標（主な参考指標情報）

について、論文発表数等が基準値を

下回ったものの、企業との共同研究

の実施が高水準を維持している中

での、公開戦略が背景にあると思料

されるものであり、困難度が「高」

と設定している項目である中、唯一

無二の機関としての存在感、国内の

生物資源に係る研究への貢献は非

常に大きく、質的にも、各分野にお

いて日本医療研究開発機構（AMED）

研究費をはじめとした競争的資金

や外部資金を多数獲得の上、行政ニ

ーズ、社会的ニーズに沿った研究を

行い、高水準かつ創薬等支援にかか

る多くの重要な成果をあげており、

各成果を総合的に勘案すれば、初期

の目標を大きく上回る実績として、

Aと評価される。 
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【創薬等支援】 

ウ 系統や清浄

状態を確認でき

る、クリーンか

つ高品質な霊長

類（老齢個体を

含む。）を生産及

び供給し、霊長

類を用いた国内

の医科学研究等

を支援する。 

エ 研究者に対

し共同利用施設

を開放し、管理

することで、公

益性の高い研究

を支援する。 

【創薬等支援】 

ウ 遺伝的疾患を

含むサル資源に関

し全ゲノム解析を

行い、生成 AI を用

い疾患関連遺 

伝子の同定を試み

る。 

 

 

 

エ 新たな抗体作

製技術を用い抗体

療法の可能性を検

討する。 

オ 遺伝的背景が

明らかで、かつ 

SPF よりも更に

クリーンな高品質

研究用カニクイザ 

ル年 130 頭を供給

する体制を確立す

る。 

カ 医科学研究及

び感染症研究にお

いて共同利用施設

（医科学研究施

設、感染症実験施 

設、管理棟）を用

いた外部研究者を

公募し、共同研究

を行い、厚生科学

研究の推進を 

図る。また、国内

外の研究者との共

同研究を推進す

る。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置）様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－３ 医薬品等の開発振興及び開発・製造の基盤整備に関する事項 

関連する政策・施策 ＸⅠ－２－１ 

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施を確保すること 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成１６年法律第１３５号）

第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
９２２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

製造販売承

認申請数 

新規に助成金

を交付して３

年を経過した

時点において、

承認申請に至

った品目の割

合が１／２ 

５／８ 

目標 

達成率 

125% 

３／３ 

目標 

達成率 

200% 

０／２ 

目標 

達成率 

0% 

４／６ 

目標 

達成率

133% 

   予算額（千円） 4,044,347 5,930,962 4,553,838 4,672,842    

決算額（千円） 9,785,434 8,867,995 9,320,459 8,309,178    

経常費用（千円） 9,590,681 8,050,325 7,945,076 7,712,303    

経常利益（千円） △459,455 △235,466 △363,518 104,890    

  【参考】累積の達成率 行政サービス実

施コスト（千円） 

10,081,415 8,522,934 8,347,850 8,093,362    

125% 

（5／8） 

145% 

（8／11） 

123% 

(8／13） 

126% 

(12/19) 

   

 従事人員数 26 28 32 33    

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評価の

視点）、指標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 ３．医薬品等の開

発振興及び開発・

製造の基盤整備に

関する事項 

医薬品等の開発

振興については、

これまでに蓄積し

た医薬品等の開発

支援に係る専門性

及び経験を活かし

て、国内外の最新

の技術動向等を的

３．医薬品等の

開発振興及び開

発・製造の基盤

整備に関する事

項 

医薬品等の開

発振興について

は、これまでに

蓄積した医薬品

等の開発支援に

係る専門性及び

経 験 を 活 か し

３．医薬品等の

開発振興及び開

発・製造の基盤

整備に関する事

項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価をＡと評定する。 

評定に係る定量的、質的な根拠に

ついて、 

・新規助成金を交付して３年を

経過した時点で承認申請に至った

品目数の割合が133%と目標値を上

回り、希少疾病医薬品の開発に貢献

できた。 

・評定に係る、質的に特筆すべき

実績は分野毎に後述する。 

 

 

評定       

＜評定に至った理由＞ 
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確に把握するとと

もに、公的試験研

究機関、大学、民間

企業等と連携を図

り、希少疾病用医

薬品、希少疾病用

医療機器及び希少

疾病用再生医療等

製品（以下「希少疾

病用医薬品等」と

いう。）並びにその

用途に係る対象者

の数が医薬品、医

療機器等の品質、

有効性及び安全性

の確保等に関する

法律（昭和 35 年法

律第 145 号）第 77

条の３の厚生労働

省令で定める人数

に達しない特定用

途医薬品、特定用

途医療機器及び特

定用途再生医療等

製品（以下「特定用

途医薬品等」とい

う。）を始めとした

医薬品等の開発を

一層促進すること

が必要である。 

同時に、世界で

はスタートアップ

が創薬を担う時代

が到来しているに

もかかわらず、  

・日本では創薬ス

タートアップの数

が少なく、その規

模も欧米に比べ格

段に小さい、  

・こうしたスター

て、国内外の最

新の技術動向等

を的確に把握す

るとともに、公

的 試 験 研 究 機

関、大学、民間企

業等と連携を図

り、希少疾病用

医薬品、希少疾

病用医療機器及

び希少疾病用再

生 医 療 等 製 品

（以下「希少疾

病用医薬品等」

という。）並びに

その用途に係る

対象者の数が医

薬品、医療機器

等の品質、有効

性及び安全性の

確保等に関する

法律（昭和 35 年

法律第 145 号）

第77条の３の厚

生労働省令で定

める人数に達し

ない特定用途医

薬品、特定用途

医療機器及び特

定用途再生医療

等製品（以下「特

定 用 途 医 薬 品

等」という。）を

始めとした医薬

品等の開発を一

層促進すること

が必要である。 

同時に、世界

ではスタートア

ップが創薬を担

う時代が到来し
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トアップを外から

支える支援機能

（インキュベーシ

ョン機能やアクセ

ラレーター機能）

も、資金面、人材

面、開発能力面で

海外に比べ大きく

立ち後れている、 

といった課題が

指摘されている。

こうした状況の

中、研究開発早期

段階からスタート

アップ等のシーズ

を育て実用化段階

まで連続的な支援

を行う環境・体制

の構築が求められ 

ている。 

また、重要な物

資の国際的なサプ

ライチェーンの多

様化が進む一方、

世界各国で重要な

物資を外部に過度

に依存することに

よる供給リスクが

顕在化している。

こうした背景を踏

まえ、経済施策を

一体的に講ずるこ

とによる安全保障

の確保の推進に関

する法律（令和４

年法律第 43 号。以

下「経済安全保障

推進法」という。）

においては、国民

の生存に必要不可

欠又は広く国民生

ているにもかか

わらず、  

・日本では創薬

スタートアップ

の数が少なく、

その規模も欧米

に比べ格段に小

さい、  

・こうしたスタ

ートアップを外

から支える支援

機能（インキュ

ベーション機能

やアクセラレー

ター機能）も、資

金面、人材面、開

発能力面で海外

に比べ大きく立

ち後れている、  

といった課題

が指摘されてい

る。こうした状

況の中、研究開

発早期段階から

スタートアップ

等のシーズを育

て実用化段階ま

で連続的な支援

を行う環境・体

制の構築が求め 

られている。 

また、重要な

物資の国際的な

サプライチェー

ンの多様化が進

む一方、世界各

国で重要な物資

を外部に過度に

依存することに

よる供給リスク

が顕在化してい
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活・経済活動が依

拠する重要な物資

であって、当該物

資又はその生産に

必要な原材料等を

外部に過度に依存

し又は依存するお

それがあるものに

ついて、外部から

の行為により国家

及び国民の安全を

害する事態を未然

に防止するため、

安定供給確保を図

ることが特に必要

な物資（以下「特定

重要物資」とい

う。）を指定し、当

該物資の安定供給

確保に取り組む事

業者を支援するこ

ととしており、令

和４年 12 月に、抗

菌性物質製剤が特

定重要物資として

指定された。 

加えて、近年の

後発医薬品を中心

とする供給不安の

一因として、これ

まで政府におい 

て後発品の使用促

進が進められ、市

場が大きく拡大す

る中で、必ずしも

十分な製造能力 

や体制を確保でき

ない多くの企業が

新規品目を上市す

ることや、十分な

製造管理も行わ 

る。こうした背

景を踏まえ、経

済施策を一体的

に講ずることに

よる安全保障の

確保の推進に関

する法律（令和

４年法律第 43

号。以下「経済安

全保障推進法」

という。）におい

ては、国民の生

存に必要不可欠

又は広く国民生

活・経済活動が

依拠する重要な

物資であって、

当該物資又はそ

の生産に必要な

原材料等を外部

に過度に依存し

又は依存するお

それがあるもの

について、外部

からの行為によ

り国家及び国民

の安全を害する

事態を未然に防

止するため、安

定供給確保を図

ることが特に必

要な物資（以下

「 特 定 重 要 物

資」という。）を

指定し、当該物

資の安定供給確

保に取り組む事

業者を支援する

こ と と し て お

り、令和４年 12

月に、抗菌性物
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れない中で少量多

品目生産が行われ

るといった後発品

産業特有の産業構

造上の課題が  指

摘されており、業

界再編も視野に入

れつつ、品目数の

適正化や、適正規

模への生産能  力

の強化を進めるこ

とが必要である。 

 このような観点

から、医薬品･医療

機器･再生医療等

製品の開発を促進

するため、以下の

事業を実施するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質製剤が特定重

要物資として指

定された。 

加えて、近年

の後発医薬品を

中心とする供給

不安の一因とし

て、これまで政

府において後発

品の使用促進が

進められ、市場

が大きく拡大す

る中で、必ずし

も 十 分 な 製 造 

能力や体制を確

保できない多く

の企業が新規品

目を上市するこ

とや、十分な製

造管理も行われ

ない中で少量多

品目生産が行わ

れるといった後

発品産業特有の

産業構造上  の

課題が指摘され

ており、業界再

編も視野に入れ

つつ、品目数の

適正化や、適正

規模への生産能

力の強化を進め

ることが必要で

ある。 

このような観

点から、医薬品･

医療機器･再生

医療等製品の開

発を促進するた

め、以下の事業

を実施する。 
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（１）希少疾病用

医薬品等・特定用

途医薬品等開発振

興事業 

希少疾病用医薬

品等及び特定用途

医薬品等の開発を

促進するために、

マネジメント体制

の強化を図るとと

もに、以下の観点

を踏まえ、助成金

交付、指導・助言・

相談、税額控除に

係る認定等の支援

事業を充実・強化

し、希少疾病用医

薬品等及び特定用

途医薬品等の製造

販売承認申請を目

指すこと。 

このため、申請

企業に対し、ヒア

リング、実地調査

等を行い、試験研

究の進捗状況の報

告を求め、効率的

な助成金の交付を

実施し、製造販売

承認申請の遅延を

防止すること。 

また、事業の透

明性を確保するた

めに、説明会（年２

回開催）やホーム

ページ等を通じ

て、支援制度を周

知するとともに、

事業の成果等を公

開すること。 

 

（１）希少疾病

用医薬品等・特

定用途医薬品等

開発振興事業 

希少疾病用医

薬品等及び特定

用途医薬品等に

対する助成金交

付、指導・助言・

相談、税額控除

に係る認定等の

支 援 事 業 を 充

実・強化する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 適正なマネ

ジメント体制の

構築 

研究開発の進

捗状況を把握し

た上で助成金を

交付する等、適

切に事業を実施

するために、医

薬品等の開発経

験を有するプロ

グラムオフィサ

ーによるマネジ

メント体制の構

築を図る。 

 

 

 

 

 

（１）希少疾病

用医薬品等・特

定用途医薬品等

開発振興事業 

希少疾病用医薬

品等及び特定用

途医薬品等（そ

の用途に係る対

象者の数が医薬

品医療機器等法

第 77条の 3の厚

生労働省令で定

める人数に達し

な い も の に 限

る。）の開発振興

事業について、

以下のとおり実

施する。 

 

 

 

ア 適正なマネ

ジメント体制の

構築 

研究開発の進

捗状況を把握し

た上で、助成金

の交付や製造販

売承認申請を見

据えた指導・助

言・相談等を行

い、適切に事業

を実施するため

に、医薬品等の

開発経験を有す

るプログラムオ

フィサーについ

て業務遂行に必

要な人員の確保

を図り、適正な

 

（１）希少疾病用医

薬品等・特定用途医

薬品等開発振興事業 

 

【評価軸】 

助成金交付業務を始

めとする開発振興事

業において着実に業

務が遂行されている

か。 

【評価指標】 

・年間計画に基づく

各種業務の遂行状況 

【モニタリング指

標】 

・助成金交付に係る

各種事務（公募、振込

等）の完了時期 

・申請品目に対する

申請時ヒアリング調

査、進捗調査、経理調

査の完了時期 

・特別試験研究費の

認定申請の処理時期 

・個別相談会、説明会

の実施状況 

・ホームページ、リー

フレットの更新状況 

 

【評価軸】 

助成金交付品目にお

ける製造販売承認申

請時期の遅延防止へ

の貢献がなされてい

るか。 

【評価指標】 

・助成金交付品目に

対する効果的な指

導・助言の貢献度 

【モニタリング指

 

希少疾病用医薬品等を対象とした助成

金交付事業において、希少疾病用医薬品

22品目（新規 14品目、継続８品目）、希

少疾病用医療機器２品目（新規１品目、

継続１品目）及び希少疾病用再生医療等

製品２品目（新規０品目、継続２品目）

について、プログラムオフィサー等がヒ

アリングを行い、それぞれの研究開発の

進捗状況等を把握した上で、製造販売承

認申請を見据えた助言を行った。なお、

特定用途医薬品等については、令和７年

度までに大臣指定が４品目なされてい

るが、助成金申請はなされなかった。 

特に、開発計画が鍵となる新規助成金交

付 15 品目に対しては、プログラムオフ

ィサーの多方面からの意見を踏まえ、助

成金交付決定の妥当性を判断するとと

もに、助成対象の試験研究に関する製造

販売承認を見据えた実効性の検証を行

った。また、令和７年度はプログラムオ

フィサー２名を確保し、適正なマネジメ

ント体制の構築を図った。 

注）プログラムオフィサー：創薬に関す

る研究経験を有する研究課題管理者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

希少疾病用医薬品等開発振興事

業について、助成金交付による経済

的支援、試験研究に係る指導・助言・

相談等を展開、発展させて取り組ん

だことから、中期目標等を踏まえた

年度計画に照らし、着実な業務運営

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．プログラムオフィサー等が申

請時にヒアリングを行い、その後、

毎年度書面及び実地により研究開

発の進捗状況等を把握し、遅滞なく

製造販売承認申請に至るよう高度

な指導・助言を行った。 
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イ 適切な事業

の実施 

① 助成金交付

事業 

申請企業に対

し、ヒアリング、

実地調査等を行

い、試験研究の

進捗状況の報告

を求め、適正か

つ効率的な助成

金の交付を実施

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マネジメント体

制を構築する。 

 

イ 適切な事業

の実施 

①－１ 助成金

交付事業 

申請企業に対

し、書面審査、ヒ

アリング、実地

調査等を行い、

試験研究の進捗

状況を効率的に

把握した上で、

実績に応じ適正

な助成金の交付

を行う。  

希少疾病用医

薬品等において

は、対象患者数

が  1,000 人を

下回る品目（ウ

ルトラオーファ

ン）に対し、重点

的に助成金を交

付する。また、ベ

ンチャーを含む

中小企業からの

申請品目につい

ては、一定割合

を助成率に上乗

せして助成金を

交付する。 

助成金交付終了

後、製造販売承

認に至っていな

い品目に対し、

進捗状況の確認

を行う。 

 

①－２ 希少疾

標】 

・製造販売承認申請

時期の遅延を防止す

る指導・助言の項目

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① －１ 助成金交付事業 

助成金交付申請のあった希少疾病用医

薬品等 26品目（新規 17品目、継続 9品

目）に対し、実地、WEB もしくは書面調

査により、それぞれの品目の開発状況を

把握した上で、試験研究費として計上さ

れた金額を考慮して交付額を決定し、助

成金交付を行った。 

なお、対象患者数が 1,000人を下回る

品目（ウルトラオーファン）には、目標

助成率１/２に近づくよう重点的に助成

金を交付した。また、ベンチャーを含む

中小企業による開発品目への助成金交

付額も一定の配慮をした。 

助成金交付終了後、製造販売承認に至

っていない品目のうち、令和７年度に

は、希少疾病用医薬品３品目が製造販売

承認を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①－２希少疾病用再生医療品等開発支

 

 

 

 

 

２．令和７年度においては、令和

６年１月に希少疾病医薬品等の指

定要件見直しが行われたこと等か

ら、助成金交付申請数は令和６年度

の 16 品目を大幅に超える 26 品目

であった。この 26 品目（希少疾病

用医薬品 22 品目、希少疾病用医療

機器２品目及び希少疾病用再生医

療等製品２品目）について、ヒアリ

ングを通じて、研究開発に関する技

術的な指導・助言・相談を行い、製

造販売承認申請を見据えた高度且

つ積極的な助言を実施した。 
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② 指導・助言・

相談事業 

申請企業に対

し、助成金交付

事業等に係る指

導・助言・相談を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

病再生医療品等

開発支援事業 

希少疾病再生

医療品等開発支

援事業により実

施しているテー

マについて、実

地 調 査 等 を 行

い、開発の進捗

状況の報告を求

め、開発支援を

行う。また、速や

かな実用化が行

われるよう、外

部有識者である

委員による評価

を実施するとと

もに、開発計画

について指導・

助言を行う。 

 

 

② 指導・助言・

相談事業 

助成金を交付

中の研究開発に

対し、進捗状況

に応じて製造販

売承認申請を見

据えた指導・助

言等を行い、製

造販売承認申請

時期の遅延を防

止する。助成金

交付申請に係る

相談や希少疾病

用医薬品等及び

特定用途医薬品

等の開発に係る

幅広い相談に応

じ、希少疾病用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

援事業 

既採択の３テーマについて、試験研究

費の助成金を交付するとともに、プログ

ラムオフィサー等よる WEBでの開発状況

報告により開発の進捗状況を把握しな

がら、指導・助言を行う等の開発支援を

実施した。 

また、令和７年度末に外部有識者で構成

する希少疾病用再生医療品等評価委員

会を開催し、次年度の支援継続について

評価を行うとともに、早期実用化に向け

ての指導・助言を行い、３テーマ全てに

ついて次年度の支援継続を決定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 指導・助言・相談事業 

助成金交付申請のあった 26 品目（希少

疾病用医薬品 22 品目、希少疾病用医薬

品２品目及び希少疾病用再生医療等製

品２品目）について、ヒアリング（ 対面、

WEB もしくは書面）を通じて、研究開発

に関する技術的な指導・助言・相談を行

い、製造販売承認申請を見据えた高度且

つ積極的な助言を実施した。具体的に

は、これまで経験と蓄積された知見に基

づき、予め予想される進捗遅延の原因を

明確に指摘し、その対応策について助言

した。特に進捗に遅延を認めた品目（３

年以上の延長申請品目）については、第

Ⅲ相試験の結果を受けての相談におい

て、製造販売承認申請に向けた資料作成

等に関して指導・助言を行った。 

また、説明会及びホームページで、希

少疾病用医薬品等の開発振興制度の周
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③ 税額控除に

係る認定事業 

申請企業に対

し、試験研究に

要した費用の税

額控除に係る認

定を実施する。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 透明性のあ

る事業の実施 

① 事業内容の

公開 

説明会（年２

回開催）やホー

ムページ等を通

じて、支援制度

を周知するとと

もに、事業の成

果 等 を 公 開 す

る。 

医薬品等及び特

定用途医薬品等

の開発促進に繋

がるよう、適切

な情報を提供す

る等、充実した

相 談 業 務 を 行

う。 

 

 

 

③ 税額控除に

係る認定事業 

申請企業（特

定用途医薬品等

については、常

時使用する従業

員数が 1,000 人

以下の企業に限

って申請可能。）

に対し、助成金

交付期間におけ

る経費を実地調

査等で把握した

状況に応じて、

試験研究費の税

額控除に係る認

定を実施する。 

 

ウ 透明性のあ

る事業の実施 

① 事業内容の

公開 

助成金交付申請

の手続きや交付

条件の明確化を

行うためにホー

ムページで公開

している「助成

金交付申請の手

引き」について、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知を図り、制度利用を促すとともに、助

成金交付申請を検討中の開発企業から

の開発計画及び指定制度に関する相談

等に対し、随時、厚生労働省医薬・生活

衛生局医薬品審査管理課及び医療機器

審査管理課と情報を共有しながら、希少

疾病用医薬品等の指定取得に向けた今

後の開発の流れ及び指定後の開発振興

制度を説明した。（相談会を計４回実施：

５月、８月、11月、３月） 

 

③ 税額控除に係る認定事業 

令和７年度は、認定控除に係る申請６件

について、試験研究費の認定を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 事業内容の公開 

希少疾病用医薬品等開発振興事業に

ついて、ホームページ等で助成金交付額

の合計、助成品目、交付先企業、助成期

間を公表して助成金交付事業の透明性

の確保を図るとともに、本研究所による

助成金交付、指導・助言・相談、税額控

除に係る認定といった支援だけでなく、

厚生労働省や PMDA による優先審査、再

審査期間の延長等の優遇措置といった

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．年２回（春と秋）開発企業に

対し説明会を開催し、制度の疑問点

等に関するアンケートを実施し、不

明な点がある場合には個別に対応

を行った。また、アンケートや日常

の問い合わせにおいて、開発企業担

当者が陥りやすい誤解等を把握し、

助成金の交付を滞りなく行えるよ

うに助成金交付申請の手引きを改

訂した。 
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各種照会対応等

を踏まえて申請

者に分かりやす

いように適宜ア

ップデートに努

める。 

希少疾病用医

薬品等又は特定

用途医薬品等の

指定を受けた品

目の開発企業等

に対し、申請受

付開始前に助成

金交付に係る説

明 会 を 開 催 す

る。 

また、本研究

所による助成金

交付、指導・助

言・相談、税額控

除に係る認定と

いった支援だけ

でなく、厚生労

働省や  PMDA 

に よ る 優 先 審

査、再審査期間

の延長等の優遇

措置といった開

発支援制度全般

についても、ホ

ームページで周

知 す る と と も

に、希少疾病用

医薬品等又は特

定用途医薬品等

の開発を計画中

の企業に対する

開発支援制度全

般に係る説明会

を厚生労働省及

びPMDAと共に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発支援制度全般について説明したガ

イドをホームページに掲載している。ま

た、本制度が発足して以来、希少疾病用

医薬品等に指定された品目は一覧表に

して、随時更新を行い、ホームページに

掲載、公表した。 

また、特定用途医薬品等開発振興事業

についても、希少疾病用医薬品等と同様

に、本研究所による支援等に関するホー

ムページに、助成金交付の手引き、開発

支援制度全般について説明するガイド

及び指定品目一覧表を掲載した。 

さらに、本研究所が主催した秋の説明

会では、希少疾病用医薬品等又は特定用

途医薬品等の開発を計画中の企業に対

して、厚生労働省、PMDA 及び AMED 等に

講師派遣を依頼し、希少疾病医薬品等の

開発支援制度全般についての周知を図

った。 
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② 意見・要望

等の把握 

助成金交付事

業等に対する意

見・要望等を把

握し、その内容

を検討し、可能

な限り業務に反

映させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 成果の創出 

助成金交付等

を適切に行い、

円滑な希少疾病

開催し制度全般

についての周知

を図る。 

さらに、医薬

品業界の各種シ

ンポジウムや見

本 市 等 に お い

て、ブースの設

置やリーフレッ

トの配布等によ

り、積極的に支

援制度の周知を

行う。 

その他、ホーム

ページで助成金

交付品目の承認

取得情報等の事

業の成果を公開

する。 

 

② 意見・要望

等の把握 

説明会の参加

者へのアンケー

ト、日々寄せら

れ る 問 い 合 わ

せ、相談等から、

助 成 金 交 付 事

業、指導助言事

業、認定事業等

に対する意見・

要 望 等 を 把 握

し、その内容を

検討し、可能な

限り業務に反映

させる。 

 

エ 成果の創出 

助成金の交付

や指導・助言・相

談を含む本事業

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 意見・要望等の把握 

年２回（春と秋）開発企業に対し説明

会を開催し、制度の疑問点等に関するア

ンケートを実施し、不明な点がある場合

には個別に対応を行った。 

また、アンケートや日常の問い合わせ

において、開発企業担当者が陥りやすい

誤解等を把握し、助成金の交付を滞りな

く行えるように助成金交付申請の手引

きを改訂した。 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度には、助成金交付実績のあ

る希少疾病用医薬品３品目が承認を受

けた。助成金交付品目に対しては、プロ

グラムオフィサーがヒアリング（対面、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．令和７年度には、助成金交付

実績のある希少疾病用医薬品３品

目が製造販売承認を取得した。ま

た、令和７年度末時点で製造販売承
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（２）特例業務及

び承継事業等 

 

ア  画期的医薬

品・医療機器の実

用化段階の研究を

行うベンチャー企

業等を支援する実

用化研究支援事業

（平成 23 年度廃

止）の既採択案件

のフォロー、成果

の創出等を行う特

例業務において

は、繰越欠損金の

状況を随時把握

し、必要に応じ指

導・助言を行うな

どマネジメントを

強化することによ

り、研究成果の早

用医薬品等及び

特定用途医薬品

等の製造販売承

認申請につなげ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特例業務

及び承継事業等 

 

 画 期 的 医 薬

品・医療機器の

実用化段階の研

究を行うベンチ

ャー企業等を支

援する実用化研

究支援事業（平

成 23 年度廃止）

の既採択案件の

フォロー、成果

の創出等を行う

特例業務におい

ては、繰越欠損

金の状況を随時

把握し、必要に

応じ指導・助言

を行うなどマネ

ジメントを強化

の一連の事務等

を適時・適切に

遂行し、希少疾

病用医薬品等及

び特定用途医薬

品等の製造販売

承認申請につな

げる。 

これまで本事

業において蓄積

された医薬品等

開発の知見や指

導・助言内容を

活用し、製造販

売承認申請時期

の遅延防止につ

ながる的確かつ

効果的な指導・

助言を行う。 

 

（２）特例業務

及び承継事業等 

  

画 期 的 医 薬

品・医療機器の

実用化段階の研

究を行うベンチ

ャー企業等を支

援する実用化研

究支援事業（平

成 23 年度廃止）

の既採択案件の

フォロー、成果

の創出等を行う

特例業務におい

ては、繰越欠損

金の状況を随時

把握し、必要に

応じ指導・助言

を行うなどマネ

ジメントを強化

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）特例業務及び

承継事業等 

【評価軸】 

確立された支援体制

に基づき、新たな技

術動向等にも機動的

に対応し、収益の最

大化に向けた支援を

通じ、国民の健康福

祉の増進に貢献が図

られているか。 

【評価指標】 

・国民の健康福祉の

増進への貢献 

【モニタリング指

標】 

・収益の最大化に関

する指導・助言実績 

・事業実施者への訪

問等による支援実績 

 

WEB もしくは書面）を行い、各品目の進

捗状況を踏まえ、技術的な指導・助言を

行った。 

また、令和７年度末時点で製造販売承

認取得に至っていない２品目について、

開発企業に対し、開発 状況、製造販売承

認申請後の審査状況等の報告を求め、内

容の確認を行った。 

令和５年度新規助成品６品目は、令和

７年度末で初めて助成金を交付してか

ら３年経過しているが、４品目が承認申

請を行い残りの２品目のうち、１品目は

令和８年度に承認申請予定、もう１品目

は開発中止となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認取得に至っていない 38 品目につ

いて、開発企業に対して、開発状況、

製造販売承認申請後の審査状況等

の報告を求め、内容の確認を行っ

た。令和５年度新規助成品６品目に

ついては、４品目は当初から助成金

を交付して３年を経過した令和７

年度までに承認申請には至る計画

となっている。もう１品目は令和８

年度に承認申請予定、もう１品目は

開発を断念していることから、承認

申請には至っていない。 

５．希少疾病用再生医療品等開発

支援事業については、採択している

３テーマ全てについて、プログラム

オフィサーよる開発の進捗状況の

報告により進捗状況を把握し、指

導・助言を行った。 

さらに、採択している全ての３テ

ーマについて、速やかな実用化が行

われるよう、外部有識者で構成する

委員会による評価を実施し、来年度

の支援継続を決定するとともに開

発計画に関して指導・助言を行っ

た。 
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期実用化及び収益

の最大化を図り、

令和 8 年度までの

解消計画について

随時見直しを行

い、繰越欠損金を

着実に縮減するこ

と。 

 

 

 

 

イ 旧医薬品副作

用被害救済・研究

振興調査機構で実

施した出資事業に

係る資金の回収を

行う承継事業等に

おいては、研究成

果の実用化により

将来得られる収益

見込みを精査し、

マネジメントを強

化することによ

り、研究成果の早

期実用化及び収益

の最大化を図り、

事業終了年度の令

和５年度までに繰

越欠損金を着実に

縮減すること。 

 なお、研究成果

の実用化により将

来得られる収益見

込みと事業終了に

よる回収額を比較

し、事業終了によ

る回収額が上回る

場合は、事業終了

年度前の事業の終

了を含め承継事業

す る こ と に よ

り、研究成果の

早期実用化及び

収益の最大化を

図り、令和 8 年

度までの解消計

画について随時

見直しを行い、

繰越欠損金を着

実に縮減する。 

 

 

 また、旧医薬

品副作用被害救

済・研究振興調

査機構で実施し

た出資事業に係

る資金の回収を

行う承継事業等

においては、研

究成果の実用化

により将来得ら

れる収益見込み

を精査し、マネ

ジメントを強化

す る こ と に よ

り、研究成果の

早期実用化及び

収益の最大化を

図り、事業終了

年度の令和５年

度までに繰越欠

損金を着実に縮

減する。 

なお、研究成果

の 実 用 化 に よ

り、将来得られ

る収益見込みと

事業終了による

回 収 額 を 比 較

し、事業終了に

す る こ と に よ

り、研究成果の

早期実用化及び

収益の最大化を

図り、令和 8 年

度までの解消計

画の随時見直し

を行い、繰越欠

損金を着実に縮

減する。 

 

特例業務の繰越

欠損金を着実に

縮 減 す る た め

に、ア～エを実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価軸】 

繰越欠損金の縮減が

進んでいるか。 

【評価指標】 

・事業実施者が薬事

承認を取得すること

により国民の健康福

祉の増進に貢献する

ための実用化がなさ

れたり、あるいは特

許導出による資金獲

得により繰越欠損金

の縮減に貢献した事

例の有無 

【モニタリング指

標】 

・繰越欠損金の縮減

額の経年変化 

・新たな技術動向等

を踏まえた繰越欠損

金の解消計画の随時 

見直しの有無 
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の抜本的な見直し

を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よる回収額が上

回る場合は、事

業終了年度前の

事業の終了を含

め承継事業の抜

本的な見直しを

行う。 

 

 

ア 適正なマネ

ジメント体制及

び評価体制の強

化 

① プログラム

オフィサー等に

よるマネジメン

ト体制の強化 

成果の最大化を

図るため、マネ

ジメント力が発

揮できるよう、

医薬品等の開発

経験を有するプ

ログラムオフィ

サー等による指

導・管理体制の

強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 適正なマネ

ジメント体制及

び評価体制の強

化 

① プログラム

オフィサー及び

外部専門家によ

るマネジメント

体制の強化 

成果の最大化

を図るため、マ

ネジメント力が

発 揮 で き る よ

う、医薬品等の

開発経験を有す

るプログラムオ

フィサー及び外

部専門家からな

るマネジメント

体 制 に よ る 指

導・助言を行う

とともに、プロ

グラムオフィサ

ー及び外部専門

家（知財を含む）

について業務遂

行に必要な人員

の確保を図るな

どして、マネジ

メント体制の強

化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① プログラムオフィサー等によるマネ

ジメント体制の強化 

医薬品等の開発経験を有するプログ

ラムオフィサー等を配置し、適正なマネ

ジメント体制の強化を図るとともに、専

門的知見から成果の最大化を図るため

の指導・助言を行った。（令和７年度：プ

ログラムオフィサー２名）  
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② 外部評価委

員による評価の

実施 

中立かつ公正

な評価を行える

よう、外部評価

委員会による評

価の実施等、適

正な評価体制の

強化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 外部評価委

員による評価の

実施 

中立かつ公正

な評価を行える

よう、外部評価

委員会による適

正な評価の実施

を図る。なお、必

要に応じ、臨時

開催を行う。ま

た、外部評価委

員の構成委員を

適宜見直し、評

価体制の強化を

図る。  

実用化に近い

ものについて、

速やかな実用化

が 行 わ れ る よ

う、外部有識者

で構成する専門

委員及び委員に

よる評価を実施

するとともに、

研究開発計画に

ついて指導・助

言を行う。  

開発に広く精

通した専門家等

を委員として委

嘱し、面接評価

を実施する。  

必 要 に 応 じ

て、様々な分野

の研究開発プロ

ジェクトを適切

に評価できるよ

う各分野の先端

技術に精通した

専門委員の書面

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  外部評価委員による評価の実施  

研究内容、会社の財務関係書類の提出

を求め、外部評価委員により、技術面だ

けではなく知的財産、経営の観点から書

面による評価を行うとともに、面接評価

において、研究の進捗状況、研究開発計

画、研究体制、知的財産、経営の観点か

ら説明を求め、研究開発計画、研究体制

の見直し等について指導・助言を行っ

た。 

各分野の先端技術に精通した外部専

門家等を専門委員として委嘱した書面

評価及び開発に広く精通した外部専門

家等を評価委員として委嘱した面接評

価によって専門的評価を行う評価体制

としており、中立かつ公正な評価を行っ

た。 
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イ マネジメン

トの実施 

 

① 進捗状況の

把握 

プログラムオ

フィサーが参加

する進捗状況報

告会、外部評価

委員が参加する

評価会議等に実

用化支援及び開

発促進の対象事

業者の出席を求

め、進捗状況を

把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 早期事業化

に向けた支援 

進捗状況から

開発が遅延して

いる要因を分析

するとともに、

技術的支援や関

係機関との連携

評価による専門

的評価を行う。 

 

イ マネジメン

トの実施につい

て 

① 進捗状況の

把握 

プログラムオ

フィサーが参加

する進捗状況報

告会（得られた

情報に応じて臨

時開催を行う）、

外部評価委員が

参加する評価会

議等に実用化支

援及び開発促進

の対象事業者の

出席を求め、進

捗状況を把握す

る。  

今後の研究計

画の妥当性、開

発継続能力、事

業化計画の妥当

性などの適切な

評価項目に基づ

いた評価を実施

するとともに、

指導・助言を行

う。 

 

② 早期事業化

に向けた支援 

進捗状況把握

の結果、予定通

り開発が進行し

ているものにつ

いては、開発が

加速化するため

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 進捗状況の把握  

プログラムオフィサーが参加する進

捗状況報告会、外部評価委員が参加する

評価委員会等において、委託事業者から

の研究計画の達成度、今後の研究計画、

財務状況、収益性に関する報告やヒアリ

ングにより進捗状況を把握した。 

また、今後の研究計画の妥当性、開発

継続能力、事業化計画の妥当性について

の評価項目に基づき評価を行うととも

に、指導・助言を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 早期事業化に向けた支援  

進捗状況に応じ、早期事業化に向けた

指導・助言を行った。特例業務の繰越欠

損金に関する解消計画の目標である令

和８年度までの繰越欠損金の最大限の

解消を見据え、進捗状況報告会、企業訪

問等において、繰越欠損金の解消につな

がる売上納付対象となる収益の把握、開
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等を講じ、早期

事業化に向けた

支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の指導・助言を

行うとともに、

進捗状況から開

発が遅延してい

るものについて

は、要因を分析

するとともに、

技術的支援や関

係機関との連携

等を講じ、早期

事業化に向けた

支援を行う。  

繰越欠損金に

関する中長期目

標の解消計画と

して規定された

特例業務の令和

８年度までの着

実な縮減を見据

え、進捗状況報

告会、企業訪問

等において、繰

越欠損金の縮減

につながる売上

納付対象となる

収益の把握、開

発の進捗状況の

把握に努め、計

画どおりに収益

が得られていな

い、又は進捗し

ていない案件に

ついては、その

原因を分析し、

早期事業化に向

けた指導・助言

を実施する。  

外部評価を行

った専門家の意

見を踏まえ、開

発計画について

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発の進捗状況を把握し、早期事業化に向

けた指導・助言を実施した。  

また、面接評価等での外部専門家の意

見を踏まえ、開発計画について指導・助

言を実施し、早期実用化の実施支援を行

った。 
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③ 収益の最大

化に向けた支援 

関連市場に関

する情報収集、

売上高を増加さ

せるための情報

発 信 等 に つ い

て、指導・助言に

より収益の最大

化に向けた支援

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 成果の創出 

実用化が見込

まれる知的財産

権の創出や技術

の開発を支援す

ることにより、

指導・助言を実

施する。 

 

③ 収益の最大

化に向けた支援 

事業報告書、

事業計画書、研

究成果報告書、

財務諸表等の資

料を提出させ、

当所にて内容を

確認する。  

関連市場に関

する情報収集、

売上高を増加さ

せるための情報

発 信 等 に つ い

て、指導・助言に

より収益の最大

化に向けた支援

を行う。  

経営分野の外

部専門家を委員

として委嘱し、

収益の最大化の

観点で評価を実

施する。  

企業訪問等に

よって現地調査

の実施を行い、

現況の確認及び

収益最大化のた

めの指導・助言

を行う。 

 

ウ 成果の創出

について 

実用化が見込

まれる知的財産

権の創出や技術

の開発を支援す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 収益の最大化に向けた支援 

事業報告書、事業計画書、研究成果報

告書、財務諸表等の資料の提出を受け、

内容を確認した。関連市場に関する情報

収集、売上高を増加させるための情報発

信等について、指導助言等により収益最

大化に向けた支援を行った。 

面接評価及び書面評価においては、経営

分野の外部専門家を委員として委嘱し、

収益の最大化の観点からの評価を実施

した。さらに、企業訪問等によって企業

からのヒアリングを行い、現況の確認及

び収益最大化のための指導・助言を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

プログラムオフィサー等による進捗

状況等報告会を既採択案件に対して実

施した。 

また、WEB 調査を実施し、より詳細な

進捗状況を把握するとともに、プログラ

ムオフィサー及び外部専門家の評価結
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承認取得を目指

し、実用化によ

る収益を確保す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 繰越欠損金

の計画的な縮減 

① 特例業務 

適切な指導・

助言により実用

化を促し、対象

事業者の売上げ

に基づき当所へ

の売上納付を求

めることで収益

を確保し、繰越

欠損金の最大限

の縮減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ることにより、

承認取得を目指

し、実用化によ

る収益を確保す

るため、外部機

関を活用する等

の 方 策 を 講 じ

る。  

外部専門家の

評価結果を踏ま

え、今後の開発

を 行 う よ う 指

導・助言を行う。 

 

エ 繰越欠損金

の計画的な縮減 

① 特例業務 

委託先企業よ

り財務諸表等の

資 料 を 提 出 さ

せ、進捗状況報

告会、企業訪問

により進捗状況

の把握に努め、

売上納付対象と

なる収益の確保

につながる方策

について指導・

助言を行うとと

もに、開発の進

捗状況に応じ、

早期実用化に向

けた指導・助言

を実施する。  

外部評価委員

による評価を踏

まえ、開発計画

の見直しについ

て指導・助言を

実施する。  

委託先企業及

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

果を踏まえ、指導・助言を行った。令和

７年度の売上納付はなかったが、既に承

認が得られている製品（２件）の販売が

行われている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 特例業務  

令和４年度繰越欠損金に関する計画

に基づき、令和８年度末までに繰越欠損

金の解消を目指すための早期事業化に

向けた指導・助言を行った。 

また、令和７年度末に開催された繰越

欠損金に関する計画策定委員会におい

て、令和８年度繰越欠損金に関する計画

が策定され、特例事業の終了最短期限

（納付期間 15 年間に最大５年間の延長

を実施しない場合）である令和８年度末

までに繰越欠損金の着実な縮減に向け

た継続性のある指導・助言を行うことと

している。具体的には、適正なマネジメ

ント体制及び評価体制の構築として、プ

ログラムオフィサー等によるマネジメ

ント体制の構築及び外部評価委員によ

る評価、並びに適切なフォローとして、

進捗状況の把握、早期実用化に向けた取

組及び繰越欠損金の解消計画の随時見

直しを行うこととしている。 

 

＜参考＞特例業務に関する繰越欠損金

残高と当期総利益等の経年推移 （単位：

百万円）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特例業務等について、プログラム

オフィサー等による 指導・管理体

制の強化、外部評価委員による評価

の実施により、早期事業化や収益最

大化に向けた支援を図ったことか

ら、中期目標等を踏まえた年度計画

に照らし、着実な業務運営を行っ

た。  

１．特例業務について、令和７年

度においては、売上納付がなかっ

た。なお、既に承認が得られた製品

の販売が２テーマで行われている。  

２．承継業務については、法令に

従い令和５年度末に勘定を閉鎖し、

決算確定後の令和６年９月に遅滞

なく残余財産を国庫返納する等全

ての手続きを完了した。 
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び委託先企業の

医学専門家を訪

問し、早期実用

化にあたっての

問 題 点 に つ い

て、技術的な指

導・助言を実施

する。採択時の

事業計画通りに

開発が進んでい

ない非臨床試験

段階にあるもの

について、なぜ

臨床試験に進め

ないのか原因を

把握し、重点的

に指導・助言を

実施する。  

販売実績や営

業活動実績等の

売上高に直結す

る情報を積極的

に収集し、売上

高を増加させる

ための情報発信

の 強 化 に つ い

て、適時・適切に

指導・助言を実

施する。  

適切な指導・

助言により実用

化を促し、対象

事業者の売上げ

に基づき当所へ

の売上納付を求

めることで収益

を確保し、繰越

欠損金を着実に

縮減することを

目 指 す と と も

に、年度末に開

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常利益  

令和１事業年度：１、令和２事業年度：

８､令和３事業年度：１、令和４事業年

度：１、令和５事業年度：１、令和６事

業年度：１、令和７事業年度：１ 

（売上納付金）  

令和１事業年度：０、令和２事業年度：

６､令和３事業年度：０、令和４事業年

度：０、令和５事業年度：０、令和６事

業年度：０、令和７事業年度：０ 

当期総利益  

令和１事業年度：１、令和２事業年度：

８､令和３事業年度：１、令和４事業年

度：１、令和５事業年度：１、令和６事

業年度：１、令和７事業年度：１ 

繰越欠損金  

令和１事業年度：△6,520、令和２事業年

度：△6,512､令和３事業年度：△6,511、

令和４事業年度：△6,510、令和５事業年

度：△6,509、令和６事業年度：△6,508、

令和７事業年度：△6,507 

 

繰越欠損金の解消計画について、繰越

欠損金残高と各年度の解消額である当

期総利益、当期総利益の要因となった売

上納付額等の経年推移の状況を明らか

にした。 令和２年 12月に公表された会

計検査院報告書を踏まえ、繰越欠損金の

状況に関する説明資料を作成のうえ、本

研究所のホームページに公表し、令和７

年８月に現状に則した内容に一部更新

した。 

 

基金管理に関する業務の流れの整理

を開始した。 

〇事業者を公募し、採択事業者を決定す

る。認定は厚労大臣が行う。 

〇基金管理の業務の一部を基金事務局

に委託する。 

〇年次報告書を厚生労働大臣に提出す

る。 
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（３）革新的な医

薬品等の実用化支

援を行う事業者に

対する助成等の支

援 

官民連携の下、

多様な主体が参画

する創薬エコシス

テムの構築に向

け、国立研究開発

法人医薬基盤・健

康・栄養研究所法

 

 

 

 

②  承 継 事 業

（承継業務） 

適切な指導・

助言により実用

化を促し、出資

法人が売上げを

得た場合におい

て、出資法人か

ら当所へ配当が

なされることで

収益を確保し、

繰越欠損金の最

大限の縮減を図

る。また、将来収

益を見通した上

で、外部専門家

の 意 見 を 踏 ま

え、期待される

収益が管理コス

トを上回る可能

性がないと判断

された場合は、

速やかに出資法

人の解散整理等

の 措 置 を 講 ず

る。 

（３）革新的な

医薬品等の実用

化支援を行う事

業者に対する助

成等の支援 

官 民 連 携 の

下、多様な主体

が参画する創薬

エコシステムの

構築に向け、国

立研究開発法人

発 状 況 を 踏 ま

え、解消計画を

見直す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）革新的な

医薬品等の実用

化支援を行う事

業者に対する助

成等の支援 

官民連携の下

、多様な主体が

参画する創薬エ

コシステムの構

築に向け、国立

研究開発法人医

薬基盤・健康・栄

養研究所法附則

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）革新的な医薬

品等の実用化支援を

行う事業者に対する

助成等の支援 

【評価軸】 

国立研究開発法人医

薬基盤・健康・栄養研

究所法附則第 17 条

第１項に規定する支

援（助成金交付業務

等）において着実に

業務が遂行されてい

〇認定事業者から助成金事業における

交付申請書の受領及び交付決定通知書

を発出する。 

〇基金の余裕資金について運用を実施

する。 

〇基金の支出状況及び基金残高につい

てウェブサイトにて公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金管理に関する業務の流れの整理

を開始した。 

〇事業者を公募し、採択事業者を決定す

る。認定は厚労大臣が行う。 

〇基金管理の業務の一部を基金事務局

に委託した。 

〇年次報告書を厚生労働大臣に提出す

る。 

〇認定事業者から助成金事業における

交付申請書の受領及び交付決定通知書

を発出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

革新的な医薬品等の実用化に取

り組む事業者に対する助成等の革

新的医薬品等実用化支援業務につ

いて、厚生労働省と緊密に連携し基

金の造成及び助成金の管理体制の

整備をスキームに沿って遂行した。 
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附則第 20 条第１

項に規定する「革

新的医薬品等実用

化支援基金」を設

置し、厚生労働省

と緊密に連携しな

がら、革新的な医

薬品等の実用化に

取り組むベンチャ

ー企業等に対する

支援を行う事業者

に対し、必要な資

金の交付等の支援

を行うこと。  

なお、支援の対

象となる事業は、

以下の基準を満た

すものとして厚生 

労働大臣が認定を

したものに限るこ

ととする。  

・ベンチャー企業

等に対する民間投

資を呼び込み、革

新的な医薬品等 

の実用化を加速化

させる効果が期待

されるものである

こと。  

・民間企業が、ベ

ンチャー企業等に

対する実効的な支

援体制を確保しつ 

つ、研究開発早期

段階から実用化段

階までの支援を一

貫して行うための

基盤となる事業で

あること。  

・薬事に関する法

律及びその他関係

医薬基盤・健康・

栄養研究所法附

則第20条第１項

に規定する「革

新的医薬品等実

用化支援基金」

を設置し、厚生

労働省と緊密に

連携しながら、

厚生労働大臣の

認定を受け、革

新的な医薬品等

の実用化に取り

組むベンチャー

企業等に対する

支援を行う事業

者（以下「革新的

医薬品等実用化

支援事業者」と

いう。）に対し、

必要な資金の交

付等の支援を行

う。 

ア  適切な事業

の実施 

国立研究開発

法人医薬基盤・

健康･栄養研究

所中長期目標を

踏まえた上で、

助成金の交付等

を通じ、革新的

医薬品等実用化

支援事業者の支

援を的確に実施

することで、我

が国における革

新的な医薬品等

の実用化に貢献

する。 

イ  適正な管理

第20条第１項に

規定する「革新

的医薬品等実用

化支援基金」を

設置し、厚生労

働省と緊密に連

携しながら、厚

生労働大臣の認

定を受け、革新

的な医薬品等の

実用化に取り組

むベンチャー企

業等に対する支

援を行う事業者

（以下「革新的

医薬品等実用化

支援事業者」と

いう。）に対し、

必要な資金の交

付等の支援を行

う。  

ア  適切な事業

の実施  

国立研究開発

法人医薬基盤・

健康･栄養研究

所中長期目標を

踏まえた上で、

助成金の交付等

を通じ、革新的

医薬品等実用化

支援事業者の支

援を的確に実施

することで、我

が国における革

新的な医薬品等

の実用化に貢献

する。  

イ  適正な管理

体制の構築  

基金管理事業

に係る管理運営

責任者を設け、

善良な管理者の

注意をもって基

金を管理すると

ともに、適切な

情報管理を行っ

るか。 

【評価指標】 

・年間計画に基づく

各種業務の遂行状況 

【モニタリング指

標】 

・助成金交付に係る

各種事務（交付決定

等）の完了時期 

・事業計画の審査件

数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇基金の余裕資金について運用を実施

した。 

〇基金の支出状況及び基金残高につい

てウェブサイトにて公表した。 
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法令を遵守してい

るものであるこ

と。  

・その他、官民連

携した創薬エコシ

ステムの構築に資

すると認められ、

本研究所による支

援の対象として適

当なものであるこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）特定重要物

資等の安定供給確

保に取り組む事業

者に対する助成等

の安定供給確保支

援業務 

 

本研究所は、令

和５年１月、厚生

労働大臣により、

経済安全保障推進

法第 42 条第２項

の規定に基づく経

済施策を一体的に

講ずることによる

安全保障の確保の

推進に関する法律

施行令（令和４年

政令第 394 号）第

体制の構築 

基金管理事業

に係る管理運営

責任者を設け、

善良な管理者の

注意をもって基

金を管理すると

ともに、適切な

情報管理を行っ

た上で、効率的

な基金管理事業

の運営を図る。 

ウ  成果の創出 

助成金交付に係

る各種事務（交

付決定等）を着

実 に 行 う こ と

で、我が国にお

ける創薬エコシ

ステムの発展に

寄与する。 

 

（４）特定重要

物資等の安定供

給確保に取り組

む事業者に対す

る助成等の安定

供給確保支援業

務 

本研究所は、

令和５年１月、

厚生労働大臣に

より、経済安全

保障推進法第 42

条第２項の規定

に基づく経済施

策を一体的に講

ずることによる

安全保障の確保

の推進に関する

法律施行令（令

た上で、効率的

な基金管理事業

の運営を図る。  

ウ 成果の創出  

助成金交付に

係る各種事務（

交付決定等）を

着実に行うこと

で、我が国にお

ける創薬エコシ

ステムの発展に

寄与する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）特定重要

物資等の安定供

給確保に取り組

む事業者に対す

る助成等の安定

供給確保支援業

務 

本研究所は、

経済施策を一体

的に講ずること

による安全保障

の確保の推進に

関する法律（令

和４年法律第 43

号）第 42 条第２

項の規定に基づ

き、経済施策を

一体的に講ずる

ことによる安全

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）特定重要物資

等の安定供給確保に

取り組む事業者に対

する助成等の安定供

給確保支援業務 

【評価軸】 

安定供給確保支援業

務（助成金交付業務

等）において着実に

業務が遂行されてい

るか。 

【評価指標】 

・年間計画に基づく

各種業務の遂行状況 

【モニタリング指

標】 

・助成金交付に係る

各種事務（交付決定

等）の完了時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定重要物資等の安定供給確保に取

り組む事業者に対する助成等の安定供

給確保支援業務についての主な実績等 

○令和６年度の事業計画及び令和５年

度の基金シート（事業実績等）を厚生労

働大臣へ提出 

○認定事業者から助成金事業（事業単位

ごと）における交付申請書の受領及び交

付決定通知書の発出（３件） 

○認定事業者から助成金事業完了（事業

単位ごと）に基づく実績報告書の受領

（４件） 

○認定事業者の現地工場訪問による会

計検査及び確定検査通知書の発出（４回

４件） 

○認定事業者から令和５年度における

助成金事業の実績報告書の受領（４件） 

○基金の余裕資金について銀行での再

運用の実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定重要物資等の安定供給確保

に取り組む事業者に対する助成等

の安定供給確保支援業務について、

厚生労働省、認定事業者と緊密に連

携しながら、認定事業者からの事業

単位ごとの助成金交付申請に対し

て、書類審査のうえ助成金交付を決

定するとともに、事業完了後には現

地工場訪問による会計検査を実施

のうえで助成金交付を確定する等

特定重要物資に係る安定供給確保

支援独立行政法人としての役割を

着実に遂行した。 

 

 

 

 

 

 



78 

１条第１号（抗菌

性物質製剤）に掲

げる特定重要物資

に係る安定供給確

保支援独立行政法

人として指定され

た。 

以上を踏まえ、

本研究所は、国立

研究開発法人医薬

基盤・健康・栄養研

究所法第 15 条の

３に規定する基金

を設置し、厚生労

働省と緊密に連携

しながら、抗菌性

物質製剤の安定供

給確保に取り組む

事業者に対し、安

定供給確保支援業

務を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和 ４ 年 政 令 第

394 号）第１条第

１号（抗菌性物

質製剤）に掲げ

る特定重要物資

に係る安定供給

確保支援独立行

政法人として指

定された。 

以 上 を 踏 ま

え、本研究所は、

国立研究開発法

人医薬基盤・健

康・栄養研究所

法第15条の３に

規定する基金を

設置し、厚生労

働省と緊密に連

携しながら、抗

菌性物質製剤の

安定供給確保に

取り組む事業者

に対し、安定供

給確保支援業務

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

ア 適切な事業

の実施 

「抗菌性物質

製剤に係る安定

供給確保を図る

た め の 取 組 方

針」（厚生労働省

公表）等を踏ま

えた上で、助成

保障の確保の推

進に関する法律

施行令（令和４

年 政 令 第 394

号）第１条第１

号（抗菌性物質

製剤）に掲げる

特定重要物資に

係る安定供給確

保支援独立行政

法人として令和

５年１月に指定

されている。 

また、国立研究

開発法人医薬基

盤・健康・栄養研

究所法（平成 16

年 法 律 第 135

号）第 15 条の３

に規定する基金

を活用し、厚生

労働省と緊密に

連携しながら、

抗菌性物質製剤

の安定供給確保

に取り組む事業

者に対し、安定

供給確保支援業

務を適切に行う

ために、ア～ウ

を実施する。 

 

ア 適切な事業

の実施 

「抗菌性物質

製剤に係る安定

供給確保を図る

た め の 取 組 方

針」（厚生労働省

公表）等を踏ま

えた上で、助成

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○基金の支出状況及び基金残高につい

て本研究所 HP に公表（四半期ごと） 

      

上記の他、厚生労働省と連携を取りな

がら、認定事業者との出口戦略及び助成

事業に係る事務手続き等に関する 

相談・打合せを適宜実施した。 
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（５）後発医薬品

の安定的な供給の

確保に向けた製造

基盤の整備に取り

金交付を通じ、

安定供給確保に

取り組む事業者

の支援を的確に

実 施 す る こ と

で、抗菌性物質

製剤の安定供給

確 保 に 貢 献 す

る。 

 

イ 適正な管理

体制の構築 

基金管理事業

に係る管理運営

責任者を設け、

善良な管理者の

注意をもって基

金を管理すると

ともに、適切な

情報管理を行っ

た上で、効率的

な基金管理事業

の運営を図る。 

 

ウ 成果の創出 

助成金交付に

係 る 各 種 事 務

（交付決定等）

を着実に行うこ

とで、抗菌性物

質製剤の安定供

給確保に向けた

国内での原薬等

製造及び備蓄体

制の整備に寄与

する。 

 

（５）後発医薬

品の安定的な供

給の確保に向け

た製造基盤の整

金交付を通じ、

安定供給確保に

取り組む事業者

の支援を的確に

実 施 す る こ と

で、抗菌性物質

製剤の安定供給

確 保 に 貢 献 す

る。 

 

イ 適正な管理

体制の構築 

基金管理事業

に係る管理運営

責任者を設け、

善良な管理者の

注意をもって基

金を管理すると

ともに、適切な

情報管理を行っ

た上で、効率的

な基金管理事業

の運営を図る。 

 

ウ 成果の創出 

助成金交付に

係 る 各 種 事 務

（交付決定等）

を着実に行うこ

とで、抗菌性物

質製剤の安定供

給確保に向けた

国内での原薬等

製造及び備蓄体

制の整備に寄与

する。 

 

（５）後発医薬

品の安定的な供

給の確保に向け

た製造基盤の整

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）後発医薬品の

安定的な供給の確保

に向けた製造基盤の

整備に取り組む後発

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金管理に関する業務の流れの整理

を開始した。 

〇事業者を公募し、採択事業者を決定す

る。認定は厚労大臣が行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

後発医薬品等の実用化に取り組

む事業者に対する助成等の後発医

薬品等実用化支援業務について、厚

生労働省と緊密に連携し基金の造
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組む後発医薬品企

業に対する助成等

の支援 

後発医薬品業界

における少量多品

目生産の解消のた

め、国立研究開発

法人医薬基盤・健

康・栄養研究所法

附則第 27 条第１

項に規定する「後

発医薬品製造基盤

整備基金」を設置

し、厚生労働省と

緊密に連携しなが

ら、生産性の向上

に向けた製造基盤

の整備に取り組む

後発医薬品企業に 

対し、当該取組に

必要な資金の交付

等の支援を行うこ

と。  

なお、支援の対

象となる取組は、

以下の基準を満た

すものとして厚生

労働大臣が認定を

したものに限るこ

ととする。  

・２以上の後発医

薬品製造販売業者

等が連携し、当該

企業間の品目統合

や事業再編等に伴

って実施されるも

のであること。  

・当該品目統合や

事業再編等に伴っ

て実施される事業

が、後発医薬品の 

備に取り組む後

発医薬品企業に

対する助成等の

支援 

後発医薬品業

界における少量

多品目生産の解

消のため、国立

研究開発法人医

薬基盤・健康・栄

養研究所法附則

第27条第１項に

規定する「後発

医薬品製造基盤

整備基金」を設

置し、厚生労働

省と緊密に連携

しながら、厚生

労働大臣の認定

を受け、生産性

の向上に向けた

製造基盤の整備

に取り組む後発

医薬品企業に対

し、当該取組に

必要な資金の交

付等の支援を行

う。 

ア  適切な事業

の実施  

国立研究開発

法人医薬基盤・

健康･栄養研究

所中長期目標を

踏まえた上で、

助成金の交付等

を通じ、後発医

薬品企業の支援

を的確に実施す

ることで、後発

医薬品の安定供

備に取り組む後

発医薬品企業に

対する助成等の

支援 

後発医薬品業

界における少量

多品目生産の解

消のため、国立

研究開発法人医

薬基盤・健康・栄

養研究所法附則

第27条第１項に

規定する「後発

医薬品製造基盤

整備基金」を設

置し、厚生労働

省と緊密に連携

しながら、厚生

労働大臣の認定

を受け、生産性

の向上に向けた

製造基盤の整備

に取り組む後発

医薬品企業に対

し、当該取組に

必要な資金の交

付等の支援を行

う。  

ア  適切な事業

の実施  

国立研究開発

法人医薬基盤・

健康･栄養研究

所中長期目標を

踏まえた上で、

助成金の交付等

を通じ、後発医

薬品企業の支援

を的確に実施す

ることで、後発

医薬品の安定供

医薬品企業に対する

助成等の支援 

【評価軸】 

国立研究開発法人

医薬基盤・健康・栄 

養研究所法附則第17

条第２項に規定す 

る支援（助成金交付

業務等）において着

実に業務が遂行され

ているか。 

【評価指標】 

 ・年間計画に基づく

各種業務の遂行状況 

【モニタリング指

標】 

・助成金交付に係る

各種事務（交付決定

等）の完了時期  

・事業計画の審査件

数 

〇基金管理の業務の一部を基金事務局

に委託した。 

〇年次報告書を厚生労働大臣に提出す

る。 

〇認定事業者から助成金事業における

交付申請書の受領及び交付決定通知書

を発出した。 

〇基金の余裕資金について運用を実施

した。 

〇基金の支出状況及び基金残高につい

てウェブサイトにて公表した。 

 

成及び助成金の管理体制の整備を

スキームに沿って遂行した。 
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安定供給の確保に

必要であると認め

られること。  

・薬事に関する法

律及びその他関係

法令を遵守してい

るものであるこ

と。  

・その他、後発医

薬品産業の少量多

品目生産の解消に

よる生産性の向上

及び後発医薬品の

安定的な供給の確

保に資すると認め

られ、本研究所に

よる支援の対象と

して適当なもので

あること。 

 

 

給確保に貢献す

る。 

イ  適正な管理

体制の構築  

基金管理事業

に係る管理運営

責任者を設け、

善良な管理者の

注意をもって基

金を管理すると

ともに、適切な

情報管理を行っ

た上で、効率的

な基金管理事業

の運営を図る。  

ウ 成果の創出  

助成金交付に

係 る 各 種 事 務

（交付決定等）

を着実に行うこ

とで、後発医薬

品産業全体の構

造改革及び後発

医薬品の安定供

給確保に寄与す

る。 

給確保に貢献す

る。  

イ  適正な管理

体制の構築  

基金管理事業

に係る管理運営

責任者を設け、

善良な管理者の

注意をもって基

金を管理すると

ともに、適切な

情報管理を行っ

た上で、効率的

な基金管理事業

の運営を図る。  

ウ 成果の創出  

助成金交付に

係 る 各 種 事 務

（交付決定等）

を着実に行うこ

とで、後発医薬

品産業全体の構

造改革及び後発

医薬品の安定供

給確保に寄与す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－４ 
健康と栄養に関する事項 

1．国民の健康寿命延伸に資する科学的根拠を創出する基盤的・開発的研究に関する事項 

（1）栄養・食生活及び身体活動の実態に関する調査及び研究 

（2）栄養・食生活及び身体活動が健康に及ぼす影響に関する調査及び研究 

関連する政策・施策 ＸⅠ－２－１ 

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施を確保すること 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成１６年法律第１３５号）

第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

【重要度：高】国の重要課題である健康長寿社会の形成の実現に向

けた健康的な栄養・食生活及び身体活動に関する科学的根拠の創出

は重要かつ基本となる業務であるため。 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

９２２ 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

外部資金獲得件数 83件以上 93件 99 件 90件 107件    予算額（千円） 1,280,411 1,000,993 1,412,299 1,054,714    

査読付き論文の掲載件

数 

111件以上 201件 113件 112件 

 

101件    決算額（千円）  2,248,326 1,272,317 1,025,354 949,207    

国際共同研究実施件数 20件以上 20件 16件 15件 

 

６件    経常費用（千円）  1,414,543 1,000,100 1,052,921 993,739    

国民健康・栄養調査の

結果を用いた論文数 

16件以上 10件 12件 19件 

 

14件    経常利益（千円） 

 

△370,718 201,482 152,568 221,487    

         行政サービス実施

コスト（千円） 

1,427,627 1,093,106 1,177,488 1,121,434    

従事人員数 12 18 21 21    

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 Ｂ．健康と栄

養に関する

事項 

１．国民の健

康寿命延伸

に資する科

学的根拠を

Ｂ．健康と栄養

に関する事項 

 

１．国民の健康

寿命延伸に資

する科学的根

拠を創出する

Ｂ．健康と栄養に

関する事項 

 

１．国民の健康寿

命延伸に資する

科学的根拠を創

出する基盤的・開

Ｂ．健康と栄養に

関する事項 

 

１．国民の健康寿

命延伸に資する

科学的根拠を創

出する基盤的・開

 

 

 

 

 

 

 

自己評価をＡと評定する。 

評定に係る定量的、質的な根拠に

ついて、 

・研究に係る指標のうち、（外部資

金獲得件数）については、基準値比

128.9％と基準値を大幅に上回っ

た。一方、（査読付き論文の掲載件

評定     

＜評定に至った理由＞ 
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創出する基

盤的・開発的

研究に関す

る事項 

環境への負

荷低減に配

慮した健康

長寿社会の

形成に向け、

健康寿命の

延伸と健康

格差の解消、

生活習慣病

の発症予防

と重症化予

防の徹底等

に資する栄

養・食生活及

び身体活動

に係る科学

的根拠を蓄

積し、国際機

関及び他の

研究機関等

と連携して

我が国で唯

一の健康・栄

養の政策研

究を推進す

る国の研究

機関として

の機能を果

たすこと。 

【重要度：

高】国の重要

課題である

健康長寿社

会の形成の

実現に向け

た健康的な

栄養・食生活

基盤的・開発的

研究に関する

事項 

環境への負荷

低減に配慮し

た健康長寿社

会の形成に向

け、健康寿命の

延伸と健康格

差の縮小、生活

習慣病の発症

予防と重症化

予防の徹底等

に資する栄養・

食生活及び身

体活動に係る

科学的根拠を

蓄積する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発的研究に関す

る事項 

環境への負荷低

減に配慮した健

康長寿社会の形

成に向け、健康寿

命の延伸と健康

格差の解消、生活

習慣病の発症予

防と重症化予防

の徹底などに資

する栄養・食生活

及び身体活動に

係る科学的根拠

を蓄積する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発的研究に関す

る事項 

環境への負荷低

減に配慮した健

康長寿社会の形

成に向け、健康寿

命の延伸と健康

格差の解消、生活

習慣病の発症予

防と重症化予防

の徹底等に資す

る栄養・食生活及

び身体活動に係

る科学的根拠を

蓄積し、国際機関

及び他の研究機

関等と連携して

我が国で唯一の

健康・栄養の政策

研究を推進する

国の研究機関と

しての機能を果

たすこと。 

【重要度：高】国

の重要課題であ

る健康長寿社会

の形成の実現に

向けた健康的な

栄養・食生活及び

身体活動に関す

る科学的根拠の

創出は重要かつ

基本となる業務

であるため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数）及び（国民健康・栄養調査の結

果を用いた論文数）は基準値を僅

かに下回った（それぞれ 90.9%、

87.5%）ものの、高い水準を維持し

ている。我が国で唯一の健康・栄養

の政策研究を推進する国の研究機

関として、国民の健康寿命延伸に

資する科学的根拠の創出に向け、

着実に研究を推進している。なお、

（国際共同研究実施件数）は、台北

医学大学等の研究者ネットワーク

を活用した共同研究の重点化によ

り件数としては基準値を下回った

（30.0%）が、WHO 協力センター第

４期再指定など、国際的な活動基

盤の強化を図った点は評価でき

る。 

・評定に係る、質的に特筆すべき研

究等の実績は分野毎に後述する。 
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及び身体活

動に関する

科学的根拠

の創出は重

要かつ基本

となる業務

であるため。 

 

（１）栄養・

食生活及び

身体活動の

実態に関す

る調査及び

研究 

我が国にお

ける健康・栄

養課題の改

善・解消に向

けて、本研究

所が所有す

る健康・食生

活及び身体

活動に関す

る高度な専

門性を活か

し、国民健

康・栄養調査

等を用いた

健康寿命延

伸のために

必要な健康・

栄養及び食

品摂取に関

する基盤的

研究や身体

活動、体力、

エネルギー

必要量等の

評価の理論

的な背景と

測定法・推定

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）栄養・食

生活及び身体

活動の実態に

関する調査及

び研究 

具体的には、以

下の取組を行

う。 

 

ア 栄養・食生

活及び身体活

動に関する、国

民健康・栄養調

査をはじめと

する公的統計

及び研究デー

タベースを活

用し、様々な面

から日本人の

現状及び課題

を明らかにす

る。 

 

イ 身体活動、

体力、エネルギ

ー必要量等の

評価の理論的

な背景と測定

法・推定法の開

発・標準化に関

する研究を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）栄養・食生

活及び身体活動

の実態に関する

調査及び研究 

具体的には、以下

の取組を行う。 

 

 

 

ア 栄養・食生活

及び身体活動に

関する、国民健

康・栄養調査をは

じめとする公的

統計及び研究デ

ータベースを活

用し、様々な面か

ら日本人の現状

及び課題を明ら

かにする。 

 

 

 

イ 身体活動、体

力、エネルギー必

要量等の評価の

理論的な背景と

測定法・推定法の 

開発・標準化に関

する研究を行う。

特にヒューマン

カロリーメータ

ー及び二重標識 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）栄養・食生

活及び身体活動

の実態に関する

調査及び研究 

我が国における

健康・栄養課題の

改善・解消に向け

て、本研究所が所

有する健康・食生

活及び身体活動

に関する高度な

専門性を活かし、

国民健康・栄養調

査等を用いた健

康寿命延伸のた

めに必要な健康・

栄養及び食品摂

取に関する基盤

的研究や身体活

動、体力、エネル

ギー必要量等の

評価の理論的な

背景と測定法・推

定法の開発・標準

化に関する研究

を行うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

世界各国の National Survey のチームと共著で食

事調査の栄養素摂取量を評価する際に必須の食品成

分表の継続性に関する論文１編、国民健康・栄養調査

で評価できていないサプリメント摂取量について、

諸外国における評価に使用される質問票を整理した

レビュー論文１編を公表した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本人の食事摂取基準の策定・改定や、高齢者の栄

養管理に資する科学的根拠の構築を目的として、

IAAO 法を用いたたんぱく質摂取量の検討を進めた。

これまでに若年成人男性および地域在住高齢女性を

対象とした測定を実施し、高齢女性の成果は現在投

稿中である。さらに、サルコペニア該当者を対象とし

た実験も実施した。その結果、一般高齢者およびサル

コペニア該当者におけるたんぱく質必要量はいずれ

も 1.06 g/kg体重/日であることを示した。これらの

成果は、日本人における高齢期のたんぱく質摂取量

 

 

 

 

 

１．国民の健康寿命延伸に資する

科学的根拠を創出する基盤的・開

発的研究に関する事項 

（1）栄養・食生活及び身体活動の

実態に関する調査及び研究につい

ては、IAAO 法を用いた若年者及び

高齢者を対象とするたんぱく質必

要量の評価や国民健康・栄養調査

の調査方法の精度向上のために、

歩数計やウェアラブルデバイスな

どの検証を行うなど、国民の健康

寿命延伸に資する科学的根拠の創

出に関する各種研究が計画とおり

進められた。また、研究の成果につ

いて、国際雑誌への掲載や国際学

会での発表等を行った。 
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法の開発・標

準化に関す

る研究を行

うこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 国民健康・

栄養調査の集

計業務や精度

向上に資する

研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水法などの標準

法を活用した研

究を推進する。 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 国民健康・栄

養調査の精度向

上に資するため、

国民健康・栄養調

査における栄養 

摂取状況等の調

査手法の見直し

に向けた調査研

究及び国民健康・

栄養調査の身体 

活動に関する測

定方法の検証と、

精度向上に関す

る研究を行う。さ

らに、諸外国に 

おける栄養調査

設計及び評価方

法について整理

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の検討に資する重要なアウトカムである。今後は、論

文公表および学会発表等を通じて周知を進めてい

く。 

 若年者を対象として消化吸収に着目したエネルギ

ーバランスの変動要因に関する研究を実施し、過食

によって消化可能エネルギーが高まることを明らか

にし、これらがアミラーゼ、リパーゼなどの増加によ

って生じることを確認した。現在、食行動および加齢

による影響を検討中である。現在の消化吸収に関す

るエビデンスを整理するために系統的レビューを実

施し、最終的に 23件の文献が採用されたが、ほとん

どが健常若年者の報告であった。また、加齢および疾

患（短腸症候群）によって消化吸収能が低下すること

が示唆されたことで今後の研究展開の優先順位が整

理された。本研究で取得したメタデータおよび生体

試料（糞便・尿）の二次利用を希望する企業と研究機

関と共同研究が推進され、新たな研究展開につなが

った。 

 

 

 

糖尿病患者において、座位時間と総死亡リスクに

は線形の量反応関係があることをシステマティック

レビューとメタ解析により明らかにし、その成果を

論文として投稿した（査読中）。 

国民健康・栄養調査において歩数計の変更によっ

て歩数の測定値は過大評価され、特に高齢者では平

均して約 1,300歩多く測定されることを明らかにし、

論文を投稿した（査読中）。 

日常的な身体活動のモニタリング法としてスマー

トフォン・ウェアラブルデバイスの活用可能性を検

証するため 20-79 歳までの成人 9,500 人を対象とし

たインターネット調査を実施した。 

令和９年度国民健康・栄養調査の重点項目である

身体活動関連の質問項目の候補について、厚生労働

省に提案し、検討を重ねた。 

国民健康・栄養調査の歩数調査や身体活動評価法

に関する講演・セミナーを専門家向けに１件、研究者

向けに３件行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



86 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）栄養・

食生活及び

身体活動が

健康に及ぼ

す影響に関

する調査及

び研究 

  栄養・食

生活及び身

体活動と健

康に関する

基礎的・疫学

的研究並び

に AI 技術の

導入も含め

た腸内細菌

叢や概日リ

ズム等に着

目した生活

習慣病やフ

レイル等の

新たな予防

法及び重症

化予防法の

開発に資す

る研究を行

うこと 

 

 

 

 

エ  国や地方

公共団体の健

康・栄養調査の

推進に資する

研究を行う。 

 

 

 

 

 

（２）栄養・食

生活及び身体

活動が健康に

及ぼす影響に

関する調査及

び研究 

具体的には、以

下の取組を行

う。 

 

ア 栄養・食生

活及び身体活

動と健康に関

する基礎的及

び疫学的研究

をライフステ

ージの相違や

健康の社会的

決定要因等に

も着目して行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

エ 国や地方公

共団体の健康・栄

養調査の推進に

資する研究を行

う。特に、現在の 

自治体における

健康・栄養調査の

現状と課題につ

いて整理する。 

   

（２）栄養・食生

活及び身体活動

が健康に及ぼす

影響に関する調

査及び研究 

具体的には、以

下の取組を行う。 

 

 

 

ア 栄養・食生活

及び身体活動と

健康に関する基

礎的及び疫学的

研究をライフス

テージの相違や

個々の健康状態

に応じた食及び

身体活動環境に

も着目して行う。  

特に、特殊なライ

フステージであ

る乳幼児及び妊

婦の栄養摂取・身

体活動に関する

現状を明らかに

する。栄養・食生

活及び身体活動

を通したフレイ

ル、サルコペニ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）栄養・食生

活及び身体活動

が健康に及ぼす

影響に関する調

査及び研究 

  栄養・食生活

及び身体活動と

健康に関する基

礎的・疫学的研究

並びに AI 技術の

導入も含めた腸

内細菌叢や概日

リズム等に着目

した生活習慣病

やフレイル等の

新たな予防法及

び重症化予防法

の開発に資する

研究を行うこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

厚労科研「国民健康・栄養調査における栄養摂取状

況等の調査手法の見直しに向けた調査研究」として、

自治体を対象としてアンケート調査を実施し、現在

の栄養摂取状況調査における自治体栄養士が抱いて

いる課題を明らかにした。また令和７年国民健康・栄

養調査被調査者にオンライン式の食事調査４手法を

実施してユーザビリティを評価し、今後の国民健康・

栄養調査のオンライン化にむけた課題を整理した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国民健康・栄養調査等の公的統計の結果を日本人

の代表値として活用し、「世界の非感染性疾患リスク

要因に関する国際共同疫学研究（NCD-RisC）」および

「世界の疾病負荷研究（GBD）」に参画した。研究成果

として、『Lancet』や『Nature Medicine』等の国際主

要誌に計７件の原著論文（共著）を発表した。さらに、

主著者の一人として論文執筆に携わった原著論文が

『Nature』に掲載された。 

摂津市との協定に基づく連携研究として「せっつ

健康調査」を実施し、約 300 人の詳細データを取得

した。18歳～70歳代の各ライフステージ別に生活習

慣と生体機能を統合した解析を実施予定である。 

「Pancake study」において計約 300人の母子保健

情報提供同意、約 150 人の健康・栄養調査参加登録

を取得した。エビデンスが少ない日本人妊婦の栄養

素等摂取状況について分析を進めている。 

厚生労働省から公表されている『健康づくりのた

めの身体活動・運動ガイド 2023』の次期改訂に向け

て、改訂に資するエビデンスの創出を目指す大規模

システマティックレビュープロジェクトを立ち上げ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）栄養・食生活及び身体活動が

健康に及ぼす影響に関する調査及

び研究については、国民健康・栄養

調査を活用した国際共同研究に参

画し、『Nature』『Lancet』等の国際

主要誌で成果を発表した。摂津市

の縦断調査や Pancake studyなど、

健康寿命延伸に資する研究を乳幼

児や妊婦、高齢者等幅広い対象で

推進した。身体活動ガイド改訂に

向けた大規模レビューを開始し、

フレイル予防や幸福度に関する栄

養学的知見も深化した。腸内細菌

研究では短鎖脂肪酸や排便頻度と

の関連を明らかにした。AI を用い

た高血圧リスク予測や大規模言語

モデル比較研究も進展した。薬用

植物のエストロゲン活性評価や海

外調査手法の整理など、健康食品

のリスク評価基盤も強化された。 
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ア等の新たな予

防法並びに重症

化予防法の開発

に資する研究を

行う。  

また、ライフコ

ースや社会要因

も考慮した非感

染性疾患リスク

管理に関する国 

際共同研究を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（日本運動疫学会プロジェクト研究として認定）、７

つのレビューテーマを設定し、活動を開始した。 

弊所はたんぱく質摂取がフレイル予防に寄与する

ことを明らかにしてきた。しかし、たんぱく質を十分

に摂取している者においても約３割にフレイル発症

が認められたことから、フレイルの発症には、たんぱ

く質摂取量のみでは説明しきれない食事・栄養学的

要因が関与している可能性が示唆された。実際に、炭

水化物・脂質比の上昇に伴ってフレイル発症オッズ

比は増加し、明瞭な量反応関係が認められた。この関

連はたんぱく質摂取量とは独立していたことから、

フレイル予防には、適正なたんぱく質量の確保だけ

でなく、三大栄養素の摂取バランスを考慮すること

が重要と考えられた。こうした知見を踏まえ、現在、

栄養幾何学モデルを用いて、三大栄養素の相互関係

を含めた構成バランスとフレイルとの関連について

検討を進めている。 

Well-being の維持・向上は、生活の質の改善にと

どまらず、生活習慣病をはじめとする疾病発症予防

の観点からも重要である。たんぱく質はトリプトフ

ァンなど神経伝達物質の前駆体として、気分や意欲

の調整に関与する可能性がある。そこで本研究では、

幸福度が低下しやすい高齢期前の 65歳未満の世代に

着目し、たんぱく質摂取量と低幸福度リスク（WHO-5

＜50）との関連を性別・年齢層別に検討した。その結

果、65 歳未満の男女では、体重当たりたんぱく質摂

取量が多いほど低幸福度リスクが低下する傾向が認

められ、とくに女性においてその関連がより明瞭で

あった。 

 我々は、日本人健常者における生活習慣病及び健

康・健康寿命延伸における腸内細菌の役割を明らか

にすることを目的に全国各地でサンプリングを実施

している。今年度は、分野横断型の重点課題としてフ

レイル・サルコペニア予防に資する研究を推進し、短

鎖脂肪酸や便中ミネラルを含む解析項目の拡充を通

じて、データ収集の規模と精度の双方を向上させた

ことが大きな成果である。 

 解析では、排便頻度の低下に着目し、フレイルおよ

び腸内環境との関連を検討した。その結果、排便頻度

が低いほどフレイルリスクは段階的に上昇し、週５

〜６回で約 2.14 倍、週４回以下で約 3.57 倍と、明
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イ AI 技術の

導入も含めた、

腸内細菌叢や

概日リズムに

着目した「健常

ヒトマイクロ

バイオーム情

報基盤の構築」

を進め、生活習

慣病やフレイ

ル等の新たな

予防法・重症化

予防法の開発

に資する研究

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 「健常ヒトマ

イクロバイオー

ム情報基盤」の改

良と運用を進め、

生活習慣病やフ 

レイル等の新た

な予防法・重症化

予防法の開発に

資する研究を行

う。  

特に、循環器系

疾患などの生活

習慣病やフレイ

ル等に関わる新

たな調査方法や 

指標抽出に向け

て、マイクロバイ

オーム、栄養・食

生活、身体活動、

代謝関連の各種

データについて、

生成 AI 技術の活

用や AI・情報解

析技術の開発を

確な用量反応関係が認められた。さらに、排便頻度の

低下に伴い、総短鎖脂肪酸量および酢酸量が有意に

低い傾向がみられ、腸内発酵産物の変化が関与して

いる可能性が示唆された。 

米国健康栄養調査（NHANES）の臨床・栄養データを

用い、機械学習によって高血圧のリスク予測モデル

を構築した。SHAP 値の算出により、高血圧リスクの

関連因子を見出した。SHAP 値を用いた要因分析によ

り、年齢、BMI、腎機能などの主要因子に加え、塩分

や食物繊維といった「介入可能な栄養因子」が発症リ

スクにどう影響するかを可視化した。これにより、単

一要因の分析に留まらず、個人ごとの不均一なリス

ク要因（正・負の影響）を定量化でき、個別化された

予防的な高血圧管理における機械学習の有用性を実

証した。 

 

 

医学論文から「食品」と「微生物群（マイクロバイ

オーム）」の関連性を抽出するタスクにおいて３つの

大規模言語モデル（ChatGPT、Gemini、Claude）の性

能を比較した。10 編の論文に対し８種類のプロンプ

トを用いて検証した結果、Claudeが適合率、再現率、

F1 スコア（平均 0.531）の全てにおいて最も高い精

度と一貫性を示した。各モデルがプロンプト内で重

視する要素（Claude は感情や可読性、ChatGPT は可

読性、Gemini は単語数など）が異なることが明らか

となった。生物医学分野の情報抽出に LLM は有用だ

が、使用する AIの特性に合わせて指示文を最適化す

る必要性が示されている。 
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ウ  健康食品

等に利用され

る素材及び成

分について、利

用実態を踏ま

えた健康影響

評価に関する

調査研究を実

施し、エビデン

スを構築する。 

 

もとにデータ解

析を実施する。 

 

 

ウ-1 健康食品等

として利用され

る植物由来の食

品成分について、

エストロゲン様 

活性を評価し、エ

ストロゲン様物

質による健康被

害を引き起こす

可能性のある成

分についてスク

リーニングを行

う。  

 

ウ-2 健康食品の

利用実態を明ら

かにするための

新たな調査方法

の提案に向けて、

海外における健

康食品の摂取量

調査方法を整理

するとともに、日

本で販売されて

いる健康食品の

栄養成分や原材

料表示の情報を

整理する。 

 

 

 

 

薬用植物資源研究センターの植物エキスライブラ

リーから、食経験があること等の基準に基づき選定

した 286 種類の薬用植物抽出液について、ヒト乳が

ん細胞株（MCF-7細胞）を用いたレポーターアッセイ

によりエストロゲン活性のスクリーニングを実施し

た。その結果、91 種類においてエストロゲン活性が

認められ、健康食品として利用され得る植物素材の

リスク評価に向けた科学的知見の蓄積に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

日本では国民健康・栄養調査において健康食品由

来の栄養素等摂取量が把握されていない現状を踏ま

え、海外 10カ国の栄養調査における健康食品の調査

手法および活用実態を整理・比較した。多くの国でサ

プリメント由来の摂取量が栄養政策やリスク評価に

活用されている実態を明らかにし、学術論文として

発表した。本成果は、令和８年度における日本版調査

方法案の検討および健康食品の栄養素・食品添加物

成分表の開発に向けた基盤となる。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－５ 
健康と栄養に関する事項 

2．栄養・食生活及び身体活動に関する指針作成、社会実装、政策提言に向けた研究に関する事項 

（１）健康寿命延伸のための食事・身体活動等指針の策定に資する研究 

（２）環境整備を含めた食事・身体活動等指針や確かな健康情報に関する社会実装に資する研究 

関連する政策・施策 ＸⅠ－２－１ 

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施を確保すること 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成１６年法律第１３５号）

第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

【困難度：高】栄養・食生活及び身体活動に関する指針を作成する

ための質の高い科学的根拠が現状では十分に蓄積、構築される体制

が整っておらず、本研究所がハブとなって健康・栄養政策に資する

研究の充実を図る必要がある。また、食品製造業、関連流通業等の

食品産業や他の研究機関等、多方面の関係者による社会実装に資す

る研究を新たに立ち上げる必要があるが、研究事業費などの研究を

推進するための仕組みが未整備であるため。 

関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

９２２ 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

外部資金獲得件数 

 

 

 

83件以上 

 

 

 

93件 

 

 

99件 90件 

 

 

107件    予算額（千円） 1,280,411 

 

1,000,993 1,412,299 1,054,714    

決算額（千円） 2,248,326 1,272,317 1,025,354 949,207    

査読付き論文の掲載

件数 

 

 

111件以上 

 

201件 

 

113件 112件 101件    経常費用（千円） 

 

 

1,414,543 1,000,100 1,052,921 993,739    

経常利益（千円） 

 

△370,718 201,482 152,568 221,487    

     

 

    行政サービス実施コ

スト（千円） 

1,427,627 1,093,106 1,177,488 1,121,434    

従事人員数 21 28 40 41    

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 Ｂ．健康と栄

養に関する

事項 

２．栄養・食

生活及び身

体活動に関

する指針作

成、社会実装

並びに政策

提言に向け

た研究に関

する事項 

栄養・食生活

及び身体活

動に係る基

盤的・開発的

研究により

構築された

科学的根拠

について、因

果関係評価

や定量的リ

スク評価を

行い、関連す

る指針の策

定及び改訂

を行うこと。 

また、指針や

確かな健康

情報を普及・

社会実装す

るために、産

学官等連携

による自然

に健康にな

れる環境整

備を含めて、

Ｂ．健康と栄養

に関する事項 

 

２．栄養・食生

活及び身体活

動に関する指

針作成、社会実

装並びに政策

提言に向けた

研究に関する

事項 

栄養・食生活及

び身体活動に

係る基盤的・開

発的研究によ

り構築された

科学的根拠に

ついて、因果関

係評価や定量

的リスク評価

を行い、関連す

る指針の策定

及び改訂を行

う。 

また、指針や確

かな健康情報

を普及・社会実

装するために、

産学官等連携

による自然に

健康になれる

環境整備を含

めて、健康行動

を促進する方

法を開発し、政

策提言に結び

つける。 

Ｂ．健康と栄養

に関する事項 

 

２．栄養・食生活

及び身体活動に

関 す る 指 針 作

成、社会実装並

びに政策提言に

向けた研究に関

する事項 

 

栄養・食生活及

び身体活動に係

る基盤的・開発

的研究により構

築された科学的

根拠について、

因果関係評価や

定量的リスク評

価を行い、関連

する指針の策定

及 び 改 訂 を 行

う。 

また、指針や確

かな健康情報を

普及・社会実装

するために、産

学官等連携によ

る自然に健康に

なれる環境整備

を含めて、健康

行動を促進する

方法を開発し、

政策提言に結び

つける。 

 

 

Ｂ．健康と栄養に

関する事項 

 

２．栄養・食生活

及び身体活動に

関する指針作成、

社会実装並びに

政策提言に向け

た研究に関する

事項 

 

＊（1）（2）共通 

【評価軸】 

①科学的・技術的

観点 

エビデンスに基

づいたガイドラ

イン策定、 

社会実装施策に

貢献しているか。 

②国際的観点 

・研究成果が国

際的な水準に達

しているか。 

・ 研 究 成 果 が

SDGs の達成等、

地球的課題へ 

裨益するか。 

③政策的観点 

成果や取組が国

の方針や社会の

ニーズと適 

合しているか。 

 

【評価指標】 

・ガイドライン

策定への貢献度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価をＡと評定する。 

評定に係る定量的、質的な根拠につ

いて、 

・研究に係る指標のうち、（外部資金獲

得件数）について、基準値比 128.9％と

大幅に基準値を上回った。また、（査読

付き論文の掲載件数）は基準値比

90.9%であり、基準値を下回っているも

のの高い水準を維持している。 

・評定に係る、質的に特筆すべき研究

等の実績は分野毎に後述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定     

＜評定に至った理由＞ 
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健康行動を

促進する方

法を開発し、

政策提言に

結びつける

こと。 

【困難度：

高】栄養・食

生活及び身

体活動に関

する指針を

作成するた

めの質の高

い科学的根

拠が現状で

は十分に蓄

積、構築され

る体制が整

っておらず、

本研究所が

ハブとなっ

て健康・栄養

政策に資す

る研究の充

実を図る必

要がある。ま

た、食品製造

業、関連流通

業等の食品

産業や他の

研究機関等、

多方面の関

係者による

社会実装に

資する研究

を新たに立

ち上げる必

要があるが、

研究事業費

などの研究

を推進する

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社会実装施策

への貢献度 

・外部資金獲得

件数 

 

【モニタリング

指標】 

・論文発表件数 

内、ガイドライン

等における引用

論文数 

・作成に貢献し

たガイドライン

等の数又は項目

数 

・社会実装施策

等への貢献数 
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ための仕組

みが未整備

であるため。 

 

（１）健康寿

命延伸のた

めの食事・身

体活動等指

針の策定に

資する研究 

食事摂取基

準や身体活

動基準等の

指針の策定

や改定に資

するために、

栄養・食生活

及び身体活

動と健康と

の関連につ

いての科学

的根拠を常

に収集し、整

理・要約する

こと。さら

に、科学的根

拠が不足し

ている課題

を抽出し、個

別研究及び

統合解析を

促す研究へ

展開するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）健康寿命

延伸のための

食事・身体活動

等指針の策定

に資する研究 

食事摂取基準

や身体活動基

準等の指針の

策定や改定に

資するために、

栄養・食生活及

び身体活動と

健康との関連

についての科

学的根拠を常

に収集し、整

理・要約する。

さらに、科学的

根拠が不足し

ている課題を

抽出し、個別研

究及び統合解

析を促す研究

へ展開する。具

体的には、以下

の取組を行う。 

 

ア 食事摂取

基準や身体活

動基準等のガ

イドラインの

策定や改定に

資する調査・研

究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）健康寿命

延伸のための食

事・身体活動等

指針の策定に資

する研究 

食事摂取基準や

身体活動基準等

の指針の策定や

改訂に資するた

めに、栄養・食生

活及び身体活動

と健康との関連

についての科学

的根拠を常に収

集、整理・要約す

る。さらに、科学

的根拠が不足し

ている課題を抽

出し、個別研究

及び統合解析を

促す研究へ展開

する。具体的に

は、以下の取組

を行う。 

 

 

 

ア 食事摂取基

準や身体活動基

準等のガイドラ

インの策定や改

訂 に 資 す る 調

査・研究を行う。

特に以下の研究

に取組む。 

 

ア-1 食事摂取基

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減塩の取組に関する公衆衛生学的・医療経済学的

 

２．栄養・食生活及び身体活動に関す

る指針作成、社会実装並びに政策提言

に向けた研究に関する事項 

（１）健康寿命延伸のための食事・身

体活動等指針の策定に資する研究につ

いては、 

減塩の公衆衛生・医療経済評価研究

ではシンポジウム開催、国内外での発

表、査読論文公表を行い、減塩ガイド

（日英）の作成・公開やシミュレーシ

ョンモデルの構築を通じて社会実装を

進めた。栄養政策分野では海外の政策

レビュー論文を公表し、健康な生活を

支援するための自治体アプリ導入状況

の整理を通じ政策立案に資する知見を

提供した。国際連携では日韓米シンポ

ジウムで栄養政策の変遷を発信した。

身体活動分野では、厚生労働省から公

表されている『健康づくりのための身

体活動・運動ガイド 2023』改訂に向け

た大規模レビューを開始した。災害時

の食・水分提供に関する調査では避難

所運営の課題を明らかにし、令和８年

度からの社会実装研究に向け準備を進

めている。 
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準の策定や利活

用、食品ベース

の食事ガイドラ

イン検討に資す 

る調査・研究を

実施する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア-2 健康づくり

のための身体活

動・運動ガイド

2023 等の利活用

に資する調査・ 

研 究 を 実 施 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価を行うため、競争的研究費（代表、1,200千円）

を獲得し、３年計画の最終年度として国内学会での

シンポジウム開催や一般演題発表（国内１件、国際

２件）、論文発表（査読付き３件）を行った。自治体

管理栄養士や食品関連事業者、日本高血圧学会減

塩・栄養委員会、国立循環器病研究センター、瀧本

所長、食品保健機能研究センター（竹林室長、東泉

室長）の協力を得て、『食品関連事業者のための製品

の減塩ガイド』を日英で作成しウェブ上で公開し

た。研究所プレスリリースや論文（査読付き１件）、

学会発表（国内１件）を通じて、社会普及と国際発

信を図った。さらに、減塩の取組の公衆衛生学的・

医療経済的効果に関するシミュレーションモデル

を構築し、都道府県向けのインターフェースおよび

活用ガイドを作成した。実務者からの意見に基づき

修正するとともに、講演（２件）や論文（査読付き

１件）、学会発表（国際１件）を通じて社会普及を図

った。 

栄養・食生活に関する政策提言の基盤形成とし

て、諸外国の栄養政策（減塩、ダイエタリーガイド

ライン策定プロセス）に関するレビュー論文２編を

公開した。また、健康な生活を支援するためのアプ

リに関する自治体導入状況を整理した論文１編が

採択（印刷中）され、政策の企画立案への示唆を提

供した。 

国際的な学術連携の推進として、日韓米の学会連

携シンポジウムで、国民健康増進に関する栄養政策

（地域社会栄養の現在と未来展望）をテーマとした

相互発表を行い、日本の科学的根拠に基づく栄養政

策の変遷を発表し、政策形成に資する知見を提供し

た。 

 

 

厚生労働省から公表されている『身体活動・運動

ガイド 2023』の次期改訂に向けて大規模システマテ

ィックレビュープロジェクトを立ち上げ、7 つのレ

ビューテーマを設定し、活動を開始した。（再掲） 
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（２）環境整

備を含めた

食事・身体活

動等指針や

確かな健康

情報に関す

る社会実装

に資する研

究 

社会経済的

な状況も踏

まえた指針

の普及・実装

に資する研

究及び誰一

人取り残さ

ない持続可

能で自然に

健康になれ

る食環境、身

体活動環境

の整備に関

する研究を

国の関連す

る組織体と

連携し、本研

究所がハブ

となって食

品製造業、関

連流通業等

 

イ 災害等の

非日常環境に

おける栄養・食

生活改善指針

の作成に向け、

栄養改善等に

関する研究を

行う。 

 

 

（２）環境整備

を含めた食事・

身体活動等指

針や確かな健

康情報の社会

実装に資する

研究 

具体的には、以

下の取組を行

う。 

ア ライフス

テージ、社会経

済的な状況も

踏まえた食事

摂取基準や身

体活動基準等

の指針の普及・

実装に資する

研究を行う。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 災害等の非

日常環境におけ

る栄養・食生活

改善指針や提言

作成に向けた、

新たな課題の把

握、改善要因や

栄養格差縮小の

研究を行う。 

 

（２）環境整備

を含めた食事・

身体活動等指針

や確かな健康情

報の社会実装に

資する研究 

具体的には、以

下 の 取 組 を 行

う。 

 

ア-1 世代、社会

経済的な状況も

踏まえた健康づ

くりのための身

体活動・運動ガ

イド 2023 等の

指針の普及・実

装に資する研究

を行う。 

  

ア-2 日本人の持

続可能で健康的

な食事を含む非

感染性疾患一次

予防のための公

衆衛生的介入に

関する医療経済

評 価 研 究 を 行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害時保健医療福祉活動支援システム（D24H）を

利用した調査により、発災初期の避難所における食

事・飲料水の提供状況把握し、保健・医療・福祉の

支援チームが連携し、情報共有を行うことの有用性

が示唆された。また、令和６年能登半島地震の避難

所で生じていた衛生問題について調査した結果で

は、十分な水分・食事の摂取を促す避難所運営が重

要であることが示唆された。（論文執筆中）。 

上記の研究結果を受けて、これまで避難所運営マ

ニュアルにおいて十分に整理・対応されてこなかっ

た、避難所での適切な水分摂取を促進するための対

策等について、官学民連携による社会実装研究を令

和８年度の開始に向けて準備している。 

災害対応に関する科学的知見の社会実装の一環

として、一般市民向けに災害時の健康影響への対策

について解説する e-learning コンテンツの監修に

携わった。 

 

 

 

理学療法士を読者とする雑誌に災害発生への備

えに関する解説文を寄稿し、身体活動・運動ガイド

2023の概説と臨床応用に関する教育講演を行った 

食環境整備推進のための産学官等連携共同研究

プロジェクトにおいて、食品・栄養素の摂取量改善

に関する医療経済シミュレーションモデルを構築

した。学会発表（国内１件）、論文投稿（査読付き、

２件掲載済、２件査読中）、シンポジウムにて３年間

の研究総括を報告した。 

 

これまで避難所運営マニュアルにおいて十分に

整理・対応されてこなかった、避難所での適切な水

分摂取を促進するための対策等について、官学民連

携による社会実装研究を令和８年度の開始に向け

て準備している。 

災害後の避難・転居・住環境が高齢者の身体的・

社会的機能に与える影響および被災者の機能低下

予防を目的とした介入研究に関するスコーピング

レビューのレビュー作業を完了させた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）災害対応では、一般市民向け e-

learning監修、専門誌寄稿、講演、避

難所調査を実施し、令和８年度開始の

社会実装研究に向け準備を進めた。食

環境整備では、医療経済シミュレーシ

ョンモデルを構築し、学会発表や論文

公表、シンポジウム開催を行った。日

本版栄養プロファイリングモデルは、

基準値解析や HSR 比較、ポーション調

査、計算ツール開発、料理版検証を進

め、国内外で普及啓発を実施した。さ

らに、尿中バイオマーカーを用いた食

事推定技術の開発、健康食品素材情報

データベースの整備・公開、栄養成分

分析の代替法ガイドライン案の提案な

ど、科学的根拠を集積するための研究

と社会実装が多方面で進展した。 
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の産業界や

他の研究機

関、学術団体

等、多方面の

関係者の協

力を得て実

施すること。

ま た 、

HFNet 等の

「健康食品」

の安全性・有

効性情報提

供の充実に

資する研究、

栄養成分等

の分析方法

の標準化及

び改良、食品

表示の活用

に関する研

究等を実施

すること。さ

らに、健康・

栄養政策や

その分析評

価に資する

研究を行い、

政策提言に

つなげてい

くこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 誰一人取

り残さない持

続可能で自然

に健康になれ

る食環境、身体

活動環境の整

備に関する研

究を国の関連

する組織体と

連携し、本研究

所がハブとな

って産業界や

他の研究機関、

学術団体等、多

面の関係者の

協力を得て実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア -3 災害等の

非日常環境にお

ける栄養・食生

活改善指針や提

言の社会実装に

つながる開発研

究を行う。 

 

イ-1 他の公的研

究機関や産業界

と連携し、生活

習慣病の発症予

防や食事バラン

スの適正化に向

けた日本版栄養

プロファイルモ

デルの精度向上

や活用に関する

研を実施し、改

訂に資する科学

的根拠を提供す

る。また、食事バ

ランス適正化に

向けた食事摂取

状況推定の実用

化に資するアル

ゴリズムを開発

する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害対応に関する科学的知見の社会実装の一環

として、一般市民向けに災害時の健康影響への対策

について解説する e-learning コンテンツの監修に

携わった。（再掲） 

 

 

 

 

令和６年度に発表した日本の食文化や栄養政策

に適合した日本版栄養プロファイリングモデル

（NPM）加工食品版（NPM-PFJ）について、その精度

向上を図るための改良に資するべく、①基準値改定

が評価に及ぼす影響の定量的解析、②NPM-PFJ の基

となったヘルス・スター・レーティング（HSR）との

ランク評価の比較③食品関連事業者による一般的

なポーションサイズの設定根拠の調査を実施した。

また、日本版 NPMの社会実装を促進するため、④ウ

ェブページの公開及び⑤NPM-PFJ 解析プログラム

（Excelマクロ）の開発を行った。 

 また、日本版 NPM の社会実装に向け、NPM-PFJ 解

析プログラムについて産学官等連携プロジェクト

参加企業に対して説明会を開催した。また、日本版

NPM 料理版の検証研究（料理レシピ 500 件）を実施

し、改良に向けた課題を抽出するとともに、さらな

る検証に向けて、日本の食文化を反映した多様な料

理レシピ（1,028件分）の栄養価計算を進めた。 

さらに、国内外の学会講演や雑誌解説を通じ、日本

版 NPMの普及・啓発に取り組んだ（国際学会・講演

会４件、国内学会・講演会２件） 

 日本版 NPMの社会実装に向け、計算ツールを開発

し、産学官等連携プロジェクト参加企業への説明会

を開催した。料理レシピ約 500件を用いた料理版の

検証研究を実施し、改良に向けた課題を抽出すると

ともに、日本の食文化を反映した 1,028件分の多様

な料理レシピの栄養価計算を進めた。国内外の学会

講演や雑誌解説を通じ、本モデルの普及・啓発に取

り組んだ。 

 尿中バイオマーカーと食事調査を組み合わせた

食事摂取状況推定技術の開発に向け、食事バランス

評価推定アルゴリズムを開発した。大規模調査（500

名）による尿中マーカー解析および介入試験（30名）
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イ-2 食環境整備

に必要な、市販

加工食品及び料

理の栄養成分等

データベースの

運用・充実に向

け た 取 組 を 行

う。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を継続し、アルゴリズムの精度向上に取り組んだ。

また、日本の食事に特化したオンライン簡易食事調

査システムの有用性・適用性を示した論文を学術誌

に発表した。 

弘前大学 COI-NEXT 事業との連携により「プラネ

タリーヘルスダイエットと排便状況との関連」の検

討を行い、その結果について論文投稿中である。 

研究連携推進室が事務局を担当し、食環境整備推

進のための産学官連携共同研究プロジェクトの第 1

期３年間の総括としてシンポジウムを開催し、参加

者 268名を得た。食環境プロジェクトの今までの取

組みについて、総説で紹介した。 

厚生労働省予防・健康づくりに関するエビデンス

構築事業において、随時尿検査による食塩・カリウ

ム摂取の客観評価と即時フィードバック、および食

環境整備を組み合わせた実証を行った結果、尿ナト

カリ比の有意な低下および収縮期血圧の改善を認

め、行動変容を促す食環境整備の有効性が示唆され

た。 

吹田市および千里金蘭大学と連携し、特定給食施

設における食環境整備の社会実装研究実施にあた

り、ナッジを活用した食堂介入と随時尿検査を組み

合わせ、食行動と摂取状況の変化を評価する取組み

を開始した。 

食環境 PJ における民間企業との共同研究では、

データベースに関する論文１編を公表し、消費者の

喫食行動や調理工夫に着目した分析研究として１

編が採択（印刷中）、２編が査読中として科学的根拠

の創出を進めた。 

 

 

有識者による検討会を経て、日本の健康・栄養課

題や法律・施策等を踏まえた、企業評価のための指

標案を作成した（７カテゴリー、66 項目）。検討内

容は報告書として取りまとめた。 

第 23 回国際栄養学会議（IUNS-ICN2025）におい

て、日本版栄養プロファイリングモデルを紹介する

とともに、健康的で持続可能な食環境づくりにつな

げるための課題等を共有するためのシンポジウム

を企画・開催した（令和７年８月）。 

第 72 回日本栄養改善学会学術総会において、食
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ウ「健康食品」

の安全性・有効

性に関する効

果的な情報提

供方法に関す

る調査研究に

よりデータベ

ースの充実化

を図るととも

に利用者（専門

家・消費者）に

よる情報の最

適な利活用の

促進に関する

研究を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ-3 食環境整備

の進捗を評価す

る一環として、

食品関連事業者

の栄養面に対す

る取組の評価に

資する調査・研

究を行う。 

 

 

 

ウ  健康食品等

の安全性・有効

性に関する効果

的な情報提供方

法に関する調査

研究により、「健

康食品」の安全

性・有効性情報

サイト内のデー

タベースを充実

させ、利用者の

利便性を図る。

同時に SNS 等を

駆使して情報サ

イトの普及啓発

を行い、サイト

の認知度を向上

させる。また、情

報の受け手（専

門家や消費者）

による情報の最

適な利活用の促

進を行うため、

サイトの認知度

を向上させるだ

けでなく、リス

クコミュニケー

環境の好循環を生み出すための取組や課題につい

て話し合う研究自由集会を企画・開催した（令和７

年９月）。 

第 72 回日本栄養改善学会学術総会のシンポジウ

ムにおいて、栄養プロファイリングモデルを取り巻

く世界情勢について発表した（令和７年９月）。 

ATNiの Global Indexの評価結果からわかる日本

企業の特徴や課題を整理し、第５回日本ライフスタ

イル医学会学術集会で発表した（令和８年３月）。優

秀賞を受賞。 

 

 

 

 

健康食品の素材情報データベースを新規に開発

し、「健康食品」の安全性・有効性情報サイト内で公

開した。本データベースは「健康被害」「相互作用」

「有効性」の３つのデータベースで構成されてい

る。文献検索を実施し、当研究室が有する健康食品

の素材・成分による健康被害の事例、医薬品との相

互作用、及び有効性に関する情報について、それぞ

れ更新・修正を行い、現状に即した信頼性の高い情

報として新たに作成・整備し、200素材を収載した。

公開後も継続的にデータの更新、修正を行い、素材

数やデータを追加して充実化を進めている。また素

材情報データベースの専門家への利活用を促進す

るため、日本医師会、日本薬剤師会、日本栄養士会

等への説明会を開催すると共に、専門家を対象とし

た研修会、講演会で情報提供を行った。SNS を活用

し、幅広い世代の消費者に対して「健康食品」の安

全性・有効性情報サイトの情報を普及するため、従

来の X及び Facebookに加え、Instagram及び Threads

での情報発信を開始した。また SNSでの発信件数を

30 件/月程度に増加させ、時事的な話題や食品素材

に関連する情報発信等を行った。更に、自治体及び

消費者庁が共催するリスクコミュニケーション講

演会で講演を行った。 
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エ 栄養成分

等の分析方法

の標準化及び

改良並びに食

品表示の活用

に関する研究

等を行う。 

 

 

 

ションを推進す

る。 

 

エ 栄養成分、

特 定 保 健 用 食

品・機能性表示

食 品 の 関 与 成

分、特別用途食

品等の分析方法

に関する問題点

として、脂質の

公定法において

分析にかかる時

間的コストが高

い こ と に 着 目

し、簡便な核磁

気共鳴法による

分析値と公定法

による分析値の

同等性を明らか

とすることによ

り、今後の公定

法改正に寄与す

る知見を得る。 

 

 

 

 

 

栄養成分表示を行うための栄養成分等の分析方

法等に関して、現行の公定法に代わり、科学的に信

頼できる代替法を柔軟に活用できる枠組みの提案

を目指した。専門家５名を招致した会議にて検討を

行い、①ガイドラインの対象とする分析方法の範

囲、②妥当性確認において求めるパラメータの種類

とその基準値（目標値）、③食品関連事業者における

実行可能性と公的機関（登録検査/試験機関）におけ

る検証可能性、④国内外の既存ルールとの整合性に

ついて検討を行った。また、代替法使用に関する食

品関連事業者と公定機関における実態・ニーズ把握

のため、アンケート調査を実施した。これらの内容

を取りまとめ、「栄養成分分析法の代替法の妥当性

確認ガイドライン（案）」を消費者庁に提案した。 

また、将来的に、より安全かつ簡便に精確な栄養

成分表示を行えるようにする布石として、2024年に

牛乳及び乳製品の脂質定量法として国際規格 (ISO 

16756|IDF 259) として制定されたパルス時間領域

核磁気共鳴 (TD-NMR) 法による測定値が、日本の栄

養成分表示値として広く適用できる可能性につい

て実証した。多種多様な食品 33検体について、公定

法と測定値を比較し、複数の食品検体において、TD-

NMR 法が性能の面からは公定法の代替法となり得る

可能性を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

 

 



100 

様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－６ 
健康と栄養に関する事項 

3. 国際協力・地域連携に関する事項  

（１）持続可能な社会に向けた国際協力 

（２）地域社会との連携による共同研究の実施 

関連する政策・施策 ＸⅠ－２－１ 

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施を確保すること 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成１６年法律第１３５号）

第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

９２２ 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

地方公共団体の検討会へ

の派遣件数 

 

10件以上 

 

16件 

 

19 件 11件 

 

10件    予算額（千円） 1,280,411 

 

1,000,993 1,412,299 1,054,714    

決算額（千円） 2,248,326 1,272,317 1,025,354 949,207    

共同研究・受託研究実施

件数 

 

 

21件以上 20件 

 

29 件 31件 41件    経常費用（千円） 

 

1,414,543 1,000,100 1,052,921 993,739    

経常利益（千円） 

 

△370,718 201,482 152,568 221,487    

｢国際協力外国人研究者

招へい事業｣に基づく共

同研究件数 

7件以上 ７件 ３件 

 

６件 

 

２件    行政サービス実施コ

スト（千円） 

1,427,627 1,093,106 1,177,488 1,121,434    

従事人員数 8 18 13 13    

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 Ｂ．健康と栄

養に関する

事項 

３．国際協

力・地域連携

に関する事

Ｂ．健康と栄養

に関する事項 

 

３．国際協力・

地域連携に関

する事項 

Ｂ．健康と栄養に

関する事項 

 

３．国際協力・地

域連携に関する

事項 

Ｂ．健康と栄養に

関する事項 

 

３．国際協力・地

域連携に関する

事項 

 

 

 

 

 

 

自己評価をＡと評定する。 

評定に係る定量的、質的な根拠

について、 

・研究に係る指標のうち、（共同研

究・受託研究実施件数）は基準値

比 195.2％となり、基準値を大幅

に上回った。一方、（「国際協力外

評定     

＜評定に至った理由＞ 
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項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）持続可

能な社会に

向けた国際

協力 

持続可能な

開発目標の

達成に資す

るため、栄養

と身体活動

に 関 す る

WHO 協 力

センターと

しての実績

を活かし、国

際協力外国

人研究者招

へい事業に

よる研修成

果をもとに

共同研究を

実施するな

ど、国際協力

の推進を図

ること。特に

アジア太平

洋地域にお

いて、栄養や

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）持続可能

な社会に向け

た国際協力 

持続可能な開

発目標の達成

に資するため、

栄養と身体活

動 に 関 す る

WHO 協力セン

ターとしての

実績を活かし、

国際協力外国

人研究者招へ

い事業による

研修成果をも

とに共同研究

を実施するな

ど、国際協力の

推進を図るこ

と。特にアジア

太平洋地域に

おいて、栄養や

身体活動のサ

ーベイランス

を向上させる

ことなどによ

り健康・栄養問

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）持続可能な

社会に向けた国

際協力 

持続可能な開発

目標の達成に資

するため、栄養と

身体活動に関す

る WHO 協力セ

ンターとしての

実績を活かし、国

際協力外国人研

究者招へい事業

による研修成果

をもとに共同研

究を実施するな

ど、国際協力の推

進を図ること。特

にアジア太平洋

地域において、栄

養や身体活動の

サーベイランス

を向上させるこ

となどにより健

康・栄養問題の改

善に貢献する。具

体的には、国内外

の学術的ネット

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）持続可能な

社会に向けた国

際協力 

【評価軸】 

①科学的・技術的

観点 

・研究成果の科学

的意義（独創性、

革新性、発展性）

が十分であるか。 

・ 研 究 成 果 が

SDGｓの達成等、

地球的課題へ裨 

益するか。 

②マネージメン

トの観点 

・取組がアジア太

平洋地域の研究

ネットワーク 

強化に資するも

のとなっている

か。 

③政策的観点 

・アジア太平洋諸

国の健康・栄養政

策への貢献 

がなされている

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国人研究者招へい事業」に基づく

共同研究件数）は基準値を下回っ

た（28.5%）が、台北医学大学等の

研究者ネットワークを活用した共

同研究の重点化に伴い件数が減少

したためであるが、WHO 協力セン

ター第４期再指定など、国際的な

活動基盤の強化を図った点は重要

な成果である。 

・評定に係る、質的に特筆すべき

研究等の実績は分野毎に後述す

る。 

 

３．国際協力・地域連携に関す

る事項 

（１）持続可能な社会に向けた国

際協力については、フィリピン栄

養財団およびパプアニューギニア

保健省から研究者を招へいし、健

康的な食環境構築に向けた政策評

価指標の検討や国民健康・栄養調

査の手法共有を行い、各国の調査・

政策への応用を支援した。また、

第 12 回アジア栄養ネットワーク

シンポジウムでは、WHO 専門家に

よる東南アジアにおける健康的な

食生活政策の実施を支援するため

の栄養プロファイリングに関する

講演、日本版栄養プロファイリン

グモデルの最新成果と今後の展望

を発信し、アジア地域における食

環境政策の発展に寄与した。 

栄養と身体活動に関する WHO 協力

センターの第４期の再指定を受け

た。 
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身体活動の

サーベイラ

ンスを向上

させること

などにより

健康・栄養問

題の改善に

貢献するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域社

会との連携

による共同

研究の実施 

地域の研究

機関及び自

治体との連

携による持

題の改善に貢

献する。具体的

には、国内外の

学術的ネット

ワークを活用

して以下の取

組を行う。 

 

ア  国際協力

外国人研究者

招へい事業に

関連する海外

の研究機関と

持続可能な食

環境等に関す

る共同研究を

行う。 

 

イ  国際協力

外国人研究者

招へい事業を

毎年度、アジア

栄養ネットワ

ークシンポジ

ウムを隔年度

で実施し、研究

ネットワーク

を強化する。 

 

 

 

 

 

（２）地域社会

との連携によ

る共同研究の

実施 

地域の研究機

関及び自治体

との連携によ

る持続可能な

ワークを活用し

て以下の取組を

行う。 

 

 

 

 

 

ア 国際協力外

国人研究者招へ

い事業に関連す

る海外の研究機

関と持続可能な

食環境等に関す

る共同研究を 2

件以上（継続含

む）行う。 

 

イ 国際協力外

国人研究者招へ

い事業を実施す

るとともに、第

12 回アジア栄養

ネットワークシ

ンポジウムを企

画し実施する。ま

た、諸外国との連

携や、栄養や身体

活動の国際共同

研究を推進する

ためのネットワ

ークを強化する。 

 

（２）地域社会と

の連携による共

同研究の実施 

地域の研究機関

及び自治体との

連携による持続

可能な社会にお

ける健康的なま

か。 

 

【評価指標】 

・研究ネットワー

クを活用した共

同研究の実施状

況 

・WHO 等国際機

関並びに海外の

保健政策担当者

及び研究者との 

連携状況 

・国際シンポジウ

ム等の開催状況 

・「若手外国人研

究者招へい事業」

に基づく共同研

究件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域社会と

の連携による共

同研究の実施 

【評価軸】 

①科学的・技術的

観点 

・研究成果の科学

的意義（独創性、

 

 

 

 

 

 

 

 

フィリピン栄養財団から１名を招へいし、来日し

てフィリピンにおける健康的な食環境構築に向けた

政策評価指標検討を行った。またパプアニューギニ

ア保健省公衆衛生局から１名を招へいし、日本の国

民健康・栄養調査について WEBによる講義を実施し、

パプアニューギニアでの調査に反映する研究を進め

た。 

 

 

 

第 12回アジア栄養ネットワークシンポジウム（WEB

開催、171名参加）：世界保健機関（WHO）東南アジア

地域事務所の栄養と健康開発担当地域アドバイザー

が、東南アジアにおける健康的な食生活政策の実施

を支援するための栄養プロファイリングに関する基

調講演を行った後、本研究所の研究者が、食品基準、

文化的背景、そしてアジア全域への幅広い適用性を

統合した日本栄養プロファイリングモデルに関する

最新の研究成果と今後の発展について紹介した。 

栄養と身体活動に関する WHO 協力センターの第４

期の再指定を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）地域社会との連携による共

同研究の実施について、大阪府委

託事業では、身体活動レベルが高

いほどフレイル該当割合が低いこ

とを示し、特に 30代以下で明確な

関連を報告した。勤労者を対象と

した経験的サンプリング法によ

り、勤務中に立つ主な理由が「移
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続可能な社

会における

健康的なま

ちづくりへ

の参画に関

する研究を

行い、地域住

民の健康寿

命延伸に貢

献するとと

もに、国の政

策提言へ発

展させるこ

と。また、国

や地方公共

団体の健康

増進施策の

推進に専門

的な立場か

ら協力する

こと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会における

健康的なまち

づくりへの参

画に関する研

究を行い、地域

住民の健康寿

命延伸に貢献

するとともに、

国の政策提言

へ発展させる。

また、国や地方

公共団体の健

康増進施策の

推進に専門的

な立場から協

力する。具体的

には以下の取

組を行う。 

 

ア  フレイル

予防や減塩対

策などの産学

官民連携の活

動を通じて、地

域社会と連携

した健康増進

及び健康格差

縮小に関する

共同研究を実

施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ちづくりへの参

画に関する研究

を行い、地域住民

の健康寿命延伸

に貢献するとと

もに、国の政策提

言へ発展させる。

また、国や地方公

共団体の健康増

進施策の推進に

専門的な立場か

ら協力する。具体

的には、以下の取

組を行う。 

 

 

 

 

 

ア フレイル・認

知症予防や食環

境整備などの産

学官民連携の活

動を通じて、地域

社会と連携した

健康増進並びに

健康格差の縮小

に関する共同研

究を実施する。  

特に、地方公共団

体や企業、医療機

関と連携したフ

レイル・認知症等

と栄養・食生活及

び身体活動の疫

学研究の実施を

通じ、人々のウェ

ルビーイングを

目指した地域づ

くりを進める。 

 

革新性、発展性）

が十分であるか。 

②国際的観点 

・研究成果が国際

的な水準に達し

ているか。 

③妥当性の観点 

・研究成果や取組

が地域住民の健

康寿命延伸に 

貢献するものと

なっているか。 

④政策的観点 

・研究成果が国の

政策への提言に

発展可能なもの

となっているか。 

 

【評価指標】 

・地域の研究機関

及び自治体との

連携による共同

研究の実施状況 

・地方公共団体の

検討会への委員

派遣状況 

・共同研究等件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府の委託事業において、健診の問診票にて評

価した身体活動レベルが高ければ、フレイルに該当

する割合は低く、特に 30 代以下で明確な負の関連を

示すことを明らかにし、学会発表を行った（第 12回

日本サルコペニア・フレイル学会大会）。 

また、42 名の勤労者を対象に経験的サンプリング法

（イベントは発生するたびに記録を行う心理学的手

法）を用いて、オフィスワーカーが勤務中に立つ理由

に関して経験的サンプリング法（イベントが発生す

るたびに記録を行う心理学的手法）を用いて調査し、

得られた 4074個のテキスト情報から７の理由に統合

し、立つ理由として移動・外出が最も多く、次いで対

人コミュニケーションが多いことを明らかにした。 

 健康増進施設の利用者を対象とした健診項目の血

圧・血液検査に対する筋力トレーニングの効果を検

証するランダム化比較試験の研究計画を立案した。 

主観的な活力感と一日の身体活動パターンとの関

連を明らかにすることを目的に、沖縄県本部町住民

308名に対して加速度計調査を行った。 

摂津スタディに関する学会発表（シンポジウム含

む）を６件行った（11th Asian Conference for 

Frailty and Sarcopenia、第 67回日本老年医学会、

動・外出」「対人コミュニケーショ

ン」であることを明らかにした。

摂津スタディや PANCAKE studyで

は詳細データを取得し、共同研究

や学会発表を進めた。高齢者の身

体活動と認知機能の関連、地域筋

力トレーニングの効果検証体制、

大腸がん患者の研究体制も構築し

た。さらに、NHANESを用いた機械

学習による高血圧リスク予測モデ

ルを開発し、介入可能な栄養因子

の影響を可視化するなど、個別化

予防に資する成果を得た。 
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イ 研究機関・

自治体・企業と

のデータ連携

と AI 技術を含

むデータ解析

基盤の構築に

関する研究を

行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 研究機関・自

治体・企業とのデ

ータ連携と AI 技

術を含むデータ

解析基盤の構築

に関する研究を

行う。 

特に、国立循環器

病研究センター

との連携による

吹田研究データ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

等）。 

摂津スタディのデータを用いて、味の素株式会社

との共同研究を行い、論文を投稿した（臨床栄養研究

センターとの共同） 

摂津市との協定に基づく連携研究として「せっつ

健康調査」を実施し、約 300 人の詳細データを取得

した。（再掲） 

「Pancake study」において計約 300人の母子保健

情報提供同意、約 150 人の健康・栄養調査参加登録

を取得した。（再掲） 

栄養教育がフレイルに与える影響に関するシステ

マティックレビュー論文 1 編を公表した。また台北

医学大学とコ・デザインによる栄養ケアモデル作成

プロセスを連携し、摂津市での作成プロセスに関す

る質的研究論文、栄養教育が身体アウトカムに与え

る影響に関するメタアナリシス論文を投稿準備中で

ある。 

フレイルではない地域在住高齢者において、厚生

労働省が推奨する身体活動の基準を達成している

と、認知機能の指標とは正の関連を示すことを明ら

かにし、学会発表を行った（第 44回日本認知症学会

学術集会）。 

高齢者を対象に地域で展開されている筋力トレー

ニングプログラムの要介護予防に対する効果検証を

行うため、神奈川県葉山町と連携協定を結び、過去 8

年間のプログラム参加頻度と公的データ（要介護認

定情報、健康診査結果、死亡・異動情報）の授受を可

能にする体制を構築した。 

 

 

大腸がん治療後の患者を対象に、身体活動が体力

および社会参加に与える研究計画について、大阪国

際がんセンターと連携して進める体制を構築した。 

米国健康栄養調査（NHANES）の臨床・栄養データを

用い、機械学習によって高血圧のリスク予測モデル

を構築した。SHAP 値の算出により、高血圧リスクの

関連因子を見出した。SHAP 値を用いた要因分析によ

り、年齢、BMI、腎機能などの主要因子に加え、塩分

や食物繊維といった「介入可能な栄養因子」が発症リ

スクにどう影響するかを可視化した。これにより、単

一要因の分析に留まらず、個人ごとの不均一なリス
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の AI・データ解

析の実施と健康

関連データのデ

ータプラットフ

ォーム構築に向

けた自治体・企業

との連携を進め

る。 

ク要因（正・負の影響）を定量化でき、個別化された

予防的な高血圧管理における機械学習の有用性を実

証した。（再掲） 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（研究開発成果の最大化その他業務の質の向上に関する事項）様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

１－７ 
健康と栄養に関する事項 

4. 法律に基づく事項   

（１）国民健康・栄養調査の実施に関する支援及びその基盤整備の推進 

（２）収去試験に関する業務並びに関連業務及び研究 

関連する政策・施策 ＸⅠ－２－１ 

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施を確保すること 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成１６年法律第１３５号）

第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 

９２２ 

 

２．主要な経年データ 

 主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

外部資金獲得件数 

 

６件以上 

 

７件 

 

 

８件 ６件 

 

 

７件    予算額（千円） 1,280,411 

 

1,000,993 1,142,299 1,054,714    

決算額（千円） 2,248,326 1,272,317 1,025,354 949,207    

関係省庁や地方公共団体

の検討会への委員派遣件

数 

 

 

35 件以上 

 

 

48件 

 

 

 

41 件 50件 94件    経常費用（千円） 

 

1,414,543 1,000,100 1,052,921 993,739    

経常利益（千円） 

 

△370,718 201,482 152,568 221,487    

         行政サービス実施コ

スト（千円） 

1,427,627 1,093,106 1,177,488 1,121,434    

従事人員数 8 28 37 39    

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指標

等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 Ｂ．健康と栄

養に関する

事項 

４．法律に基

づく事項 

本研究所が

Ｂ．健康と栄養

に関する事項 

 

４．法律に基づ

く事項 

健康増進法（平

Ｂ．健康と栄養に

関する事項 

 

４．法律に基づく

事項 

健康増進法（平成

Ｂ．健康と栄養に

関する事項 

 

４．法律に基づく

事項 

 

 

 

 

 

 

 

自己評価をＡと評定する。 

評定に係る定量的、質的な根拠

について、 

・研究に係る指標のうち、（関係省

庁や地方公共団体の検討会への委

員派遣件数）は基準値比 268.5％

評定     

＜評定に至った理由＞ 
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行うことと

されている

健康増進法

（平成 14 年

法律第 103

号）に基づく

国民健康・栄

養調査の実

施に関する

事務並びに

健康増進法

及び食品表

示法（平成

25 年法律第

70 号）の規

定により収

去された食

品の試験に

ついて以下

のように取

り組むこと。 

 

（１）国民健

康・栄養調査

の実施に関

する支援及

びその基盤

整備の推進 

国民健康・栄

養調査は国

や地方公共

団体におけ

る施策を検

討する上で

の基礎デー

タとなるも

のであり、本

研究所にお

いてはこれ

までの業務

の実施にお

成 14 年法律第

103 号）に基づ

く国民健康・栄

養調査の実施

に関する事務

並びに健康増

進法及び食品

表示法（平成 25

年 法 律 第 70

号）の規定によ

り収去された

食品の試験に

ついて以下の

ように取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国民健

康・栄養調査の

実施に関する

支援及びその

基盤整備の推

進 

これまでの業

務の実施にお

いて培ったノ

ウハウを活か

しつつ、質の高

い調査計画の

提案や効果的

な実施に努め

るとともに、蓄

積されたデー

タを基に分析

を進め、全国や

地域レベルで

14 年法律第 103

号）に基づく国民

健康・栄養調査の

実施に関する事

務並びに健康増

進法及び食品表

示法（平成 25 年

法律第 70 号）の

規定により収去

された食品の試

験について以下

のように取り組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国民健康・

栄養調査の実施

に関する支援及

びその基盤整備

の推進 

これまでの業務

の実施において

培ったノウハウ

を活かしつつ、質

の高い調査計画

の提案や効果的

な実施に努める

とともに、蓄積さ

れたデータを基

に分析を進め、全

国や地域レベル

での施策成果を

評価できるよう

にするなど、調査

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）国民健康・

栄養調査の実施

に関する支援及

びその基盤整備

の推進 

 

【評価軸】 

①科学的・技術的

観点 

・より精度の高い

集計が行われた

か。 

・調査の高度化が

図られたか。 

②マネジメント

の観点 

・遅滞なく、着実

に集計作業が行

われたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

となり、基準値を大幅に上回った。

また、（「外部資金獲得件数」に基

づく共同研究件数）も基準値比

116.7％と、基準値を上回ってい

る。 

・評定に係る、質的に特筆すべき

研究等の実績は分野毎に後述す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．法律に基づく事項 

（１）国民健康・栄養調査の実施

に関する支援及びその基盤整備の

推進については、令和６年国民健

康・栄養調査（全国 473 地区・約

１万世帯・２万人）の集計・解析

を実施し、８年ぶりの拡大調査と

して都道府県別結果も公表され

た。この結果は、日本全体に加え、

都道府県の健康・栄養政策推進に

も資するものである。令和７年調

査に向けては、自治体担当者会議

での技術講演、栄養士向け研修セ

ミナーの開催、「食事しらべ」シス

テムの改修・運用を行い、調査精

度向上を支援した。また、食品安

全委員会および消費者庁における

研究や制度の見直しのため、国民

健康・栄養調査の二次解析を実施

し、食品添加物摂取量推計手法や

栄養摂取量分布を提供した。さら
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いて培った

ノウハウを

活かしつつ、

質の高い調

査計画の提

案や効果的

な実施に努

めるととも

に、これまで

に蓄積され

たデータを

基に分析を

進め、全国や

地域レベル

での施策成

果を評価で

きるように

するなど、調

査の高度化

に資する研

究を実施す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）収去試

の施策成果を

評価できるよ

うにするなど、

調査の高度化

に資する研究

を実施する。 

 

ア 国民健康・

栄養調査の集

計業務を行う。 

 

 

 

 

 

イ  国や地方

公共団体の健

康・栄養調査の

推進に対する

提言や技術的

支援を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）収去試験

の高度化に資す

る研究を実施す

る。 

 

 

 

 

ア 国民健康・栄

養調査の集計業

務ならびに業務

運営に必要な食

事調査入力シス

テムの整備を行

う。 

 

イ 国や地方公

共団体の健康・栄

養調査の推進に

対する提言や調

査の標準化に向

けた技術的支援

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）収去試験に

・専門的・技術的

な支援を行った

か。 

③政策的観点 

・関係省庁や地方

公共団体の政策

ニーズに対応し

たか。 

 

【評価指標】 

・集計作業の効率

化、調査の高度化

に資する具体的

な取組事例 

・技術的支援の状

況 

・関係省庁や地方

公共団体の検討

会への委員派遣

状況 

・外部資金獲得状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）収去試験に

 

 

 

 

 

 

 

令和６年国民健康・栄養調査（全国 473地区 10,414

世帯、19,594名の方が回答）の集計、解析を実施し、

厚生労働省より結果が公表された。本調査は８年ぶ

りに実施された拡大調査であり、都道府県別の解析

も実施した。この結果は、日本全体に加え、都道府県

の健康・栄養政策推進にも資するものである。 

 

 

令和７年国民健康・栄養調査の実施に際して、自治

体職員に対して担当者会議（厚生労働省主催）で調査

精度の向上に関わる技術について講演、自治体栄養

士向けの技術研修セミナー（ライブ配信および後日

YouTube 配信）を開催（主催）するとともに、「食事

しらべ」（食物摂取状況調査票の入力、評価システム）

を改修、運用、操作マニュアルを公開し、国民健康・

栄養調査の実施及び精度向上を支援した。 

食品安全委員会委託研究「ばく露量推定の精緻化

に資する食品の喫食量調査手法に関する研究」では

国民健康・栄養調査の二次利用解析を実施し、原材料

に由来する食品添加物の摂取量を最終食品に加算

し、摂取量推計の精緻化を行うためにモデル食品の

レシピ（原材料食品構成量）の作成手法を構築し、提

案した。 

消費者庁の栄養機能食品の見直し検討において、

国民健康・栄養調査の二次利用解析を実施し、国民の

人口分布を踏まえたエネルギー調整後の栄養摂取量

の分布を提供した。 

自治体支援を行った栃木県「子どもと家族の食生

活等実態調査」から幼児のスクリーンタイムの長さ

が不健康な生活習慣と関連することを明らかにし、

こどもの健康政策に資する知見を提供するととも

に、学会で公表し、若手学会発表賞を受賞した。 

 

 

 

に、栃木県調査では幼児のスクリ

ーンタイムが不健康な生活習慣と

関連することを明らかにし、こど

もの健康政策に資する知見を示し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）収去試験に関する業務並び
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験に関する

業務並びに

関連業務及

び研究 

食品表示は、

消費者が栄

養成分等や

熱量の摂取

状況の目安

を把握して

自らの健康

増進に資す

るための情

報であり、当

該食品の成

分量が正し

く表示され

ている必要

がある。本研

究所は、健康

増進法及び

食品表示法

の規定によ

り本研究所

が行うこと

とされてい

る収去され

た食品の試

験業務並び

に健康増進

法の規定に

よる特別用

途食品の許

可試験を的

確に実施す

るとともに、

成分分析に

係る分析値

の信頼性を

向上するた

め、検査方法

に関する業務

及び関連業務 

食品表示の重

要性に鑑み、以

下のような取

組を行い、関連

省庁における

食品表示に関

する取組に専

門的な立場か

ら協力する。 

 

ア  収去食品

及び特別用途

食品の許可に

係る試験業務

を的確に実施

する。 

 

 

 

イ  栄養成分

検査に係る分

析機関の検査

精度の維持管

理を行う。 

 

関する業務並び

に関連業務 

食品表示の重要

性に鑑み、以下の

ような取組を行

い、関連省庁にお

ける食品表示に

関する取組に専

門的な立場から

協力する。 

 

 

ア 収去食品及

び特別用途食品

の許可に係る分

析業務及び関連

業務を期間内に

的確に実施する。 

 

 

 

イ 栄養成分検

査に係る分析機

関の検査精度の

維持管理を行う

ため、プロテイン

バー（予定）を検

体とした外部精

度管理調査を実

施し、参加機関の

分析技能の維持・ 

向上を図る。 

 

 

 

 

 

ウ 特別用途食

品の許可等に関

する専門家会議・

特定保健用食品

関する業務並び

に関連業務 

 

【評価軸】 

①科学的・技術的

観点 

・試験室内外の分

析値の信頼性確

保に資する取組

が的確になされ

たか。 

②マネジメント

の観点 

・法定業務が指定

の期間内に着実

に報告されたか。 

③政策的観点 

・関係省庁におけ

る施策に寄与し

ているか。 

 

【評価指標】 

・精度管理試験

等、技術的支援の

状況 

・関係省庁や地方

公共団体の検討

会への委員派遣

状況 

・外部資金獲得状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特別用途食品、特定保健用食品（トクホ）、機能性

表示食品に含まれる栄養成分や関与成分の実測を行

い、表示値の信頼性を検証した。令和７年度は、収去

試験の前段階として 1,000品目の買上調査を実施し、

さらに、特定保健用食品の許可試験を２件的確に遂

行した。本業務により、加工食品の栄養表示の信頼性

を担保し、消費者への正確な情報提供に貢献した。 

 

 

プロテインバーを検体として、全国 74機関が参加

する国内最大規模の外部精度管理調査を実施するべ

く、試験検体を作製し、その均質性及び安定性を実測

により確認した。各機関の分析結果を比較し、特にた

んぱく質の定量における係数選択に関する機関間の

差異を明らかにした。この調査により、公定法の改善

に向けた知見が得られ、分析機関の検査精度向上に

貢献した。 

次年度（令和８年度）に開催が予定されているコー

デックス食品委員会栄養・特殊用途食品部会

（CCNFSDU）第 45 回会合に向け、議論が予想される

新たな課題または新規作業提案、６-36か月児の栄養

参照量（NRVs）や食品添加物・分析方法等に関する情

報を収集し、今までの議論を整理するとともに政府

対応を支援した。 

 

特定保健用食品の表示許可等に関する部会等にお

いて、参考人として申請資料の確認を行い、会議へ出

席し、専門的な助言を提供することで、適切に対応し

た。（特定保健用食品の表示許可等に関する部会４回

に関連業務について、特別用途食

品、特定保健用食品、機能性表示

食品の栄養成分・関与成分の実測

を行い、表示値の信頼性を検証し

た。また、全国 74機関が参加する

外部精度管理調査の検体作製と評

価を行い、たんぱく質定量におけ

る機関間差を明らかにし、公定法

改善に資する知見を得て分析機関

の検査精度向上に貢献した。さら

に、コーデックス会合に向けた情

報整理や特定保健用食品の表示許

可等に関する部会での専門的助言

を通じ、政府の国際対応と制度運

用を支援した。 



110 

の標準化及

び改良、検査

精度の維持

管理に重点

的に取り組

み、関連省庁

における食

品表示に関

する取組に

専門的な立

場から協力

すること。 

の表示許可等に

関する部会に適

切に対応する。 

 

 

出席）。食品の機能性および安全性評価に関する専門

知識を活かし、消費者が安心して利用できる特定保

健用食品制度の適正な運用に貢献した。 

 

 

４．その他参考情報 

 

 

 

 

 

 

 

  



111 

様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置）様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

２－１ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

関連する政策・施策 ＸⅠ－２－１ 

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施を確保すること 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成１６年法律第１３５号）

第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

運営会議の

開催数 

12回以上 12回 12回 12回 12回    予算額（千円） 792,636 380,684 752,740 727,396    

定例研究発

表会の開催

件数 

17回以上 14回 18回 16回 17回    決算額（千円） 496,860 535,753 702,671 609,152    

評価委員会

の開催数 

３回以上 ３回 

 

３回 ３回 ３回    経常費用（千円） 533,368 611,926 624,079 641,793    

         経常利益（千円） 383,527 50,534 △17,623 80,806    

 
         

 
行政サービス実施コ

スト（千円） 

592,452 652,326 668,091 680,479    

           従事人員数 50 62 65 66    

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 第４ 業務運営の

効率化に関する事

項 

 

 

 

１．業務改善の取

組に関する事項 

 

（１）効果的かつ

効率的な業務運営 

第２  業務運営

の効率化に関す

る目標を達成す

るためとるべき

措置 

 

１．業務改善の

取組に関する事

項 

（１）効果的か

つ効率的な業務

第２ 業務運営

の効率化に関す

る目標を達成す

るためとるべき

措置 

 

１．業務改善の

取組に関する事

項 

（１）効果的か

つ効率的な業務

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）効果的か

つ効率的な業務

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自己評価をＢと評定する。主な

評定に係る業績は下記のとおりで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

評定       

＜評定に至った理由＞ 
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新型コロナウイ

ルス感染症の影響

を含む法人を取り

巻く環境変化を踏

まえ、新たな日常

の下での効率的な

業務運営が図られ

るよう法人一体と

して取り組むもの

とする。 

また、経費節減

の意識及び能力・

実績を反映した業

績評価等を適切に

行い、理事長のリ

ーダーシップのも

と、コンプライア

ンス体制の実効性

を高めるととも

に、事務内容、予算

配分、人員配置等

を弾力的に対応さ

せる効果的かつ効

率的な業務運営体

制の確立を図るこ

と。 

加えて、国立健

康・栄養研究所の

大阪移転に伴い、

業務運営体制及び

研究体制の効率化

を図る観点から、

医薬基盤研究所及

び国立健康・栄養

研究所の事務部門

を統合し、事務作

業の効率化及び

ICT 化を含む管理

部門業務の最適化

を図るとともに、

新たに研究支援部

運営 

 

ア 理事長の経

営判断が迅速に

業務運営に反映

される業務運営

体制のさらなる

推 進 を 図 る た

め、以下の措置

を実施する。 

・状況に応じた

弾力的な予算配

分、人員配置、定

型的業務の外部

委 託 及 び ICT

化、非常勤職員・

外部専門家の有

効活用等により

効率化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・研究テーマ等

の 変 化 に 応 じ

て、組織の再編・

改廃、人的及び

運営 

 

ア 業務運営体

制の強化 

 

 

 

 

 

 

・状況に応じた

弾力的な予算配

分、人事配置、定

型的な業務の外

部委託及び ICT

化について検討

するとともに働

き方改革やダイ

バーシティ・イ

ンクルージョン

の取組を推進す

る。  

 

・研究契約や知

的財産の扱い等

の専門的事項に

ついて、顧問弁

護士や顧問弁理

士の他、当該専

門的事項に知見

の深い外部専門

家を積極的に活

用していく。 

・非常勤職員等

の活用により常

勤職員の採用を

極力抑える。  

・研究テーマ等

の 変 化 に 応 じ

て、必要な組織

の再編・改廃等

運営 

【評価軸】 

①理事長の経営

判断が迅速に業

務運営に反映で

きる組織体制が

構築され、有効

に機能している

か。 

②大学、民間企

業等との共同研

究、受託研究等

の件数や規模は

どの程度か。ま

た、コンプライ

アンス、倫理の

保持等に向けた

取組みが行われ

ているか。 

③中期計画のフ

ォローアップを

行い、進捗状況

と整合していな

い項目について

は、対応策を実

施したか。 

 

①について、 

【評価指標】 

・具体的な取組

事例に係る評価 

【モニタリング

指標】 

・運営会議の開

催数 

・評価委員会開

催数 

 

②について、 

【評価指標】 

・具体的な取組

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定型的業務については、外部委託化につい

て引き続き検討を行った。 

また、京都大学、徳島大学、北海道大学及び旭

川医科大学と弊所の研究者との双方向クロス

アポイントメントや共同研究を引き続き実施

している。 

 

 

 

 

 

 

 

顧問契約を締結した弁護士や弁理士等の専

門家を必要な場面において積極的に活用し

た。 

 

  

 

 

 

 

 

 非常勤職員等の活用により、常勤職員の採

用を抑えた。 

 

 

各研究プロジェクトの研究の方向性が、組

織目標に沿ったものとなっているか、社会的

ニーズに合致しているか等についてこれまで

の研究成果等を基に将来構想検討委員会等に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各プロジェクトの研究の方向性

が、組織目標に沿ったものとなっ

ているか、社会的ニーズに合致し

ているか等について、これまでの
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門を設置するな

ど、研究シーズの

相互利用の推進に

よる統合効果の最

大化、研究成果等

の知的財産権の適

切な管理運用体制

の強化等を進める

ことにより法人の

一体的な機能強化

を図ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

物的資源の適切

な再配分等の措

置を講じ、柔軟

かつ効果的な研

究実施体制を確

保する。 

 

 

 

 

・業務の目標と

責任を明確にす

るとともに、業

務の進捗管理を

通じ、問題点の

抽出及びその改

善に努める。 

 

 

 

 

 

 

イ 企画・管理

機能の強化 

・知的財産管理、

研究成果等の発

信、渉外、内外連

携等の研究サポ

ート業務の強化

を図ることによ

り、外部資金の

獲得や研究の加

速・実用化を支

援する。 

 

・生命倫理上の

問題を生じさせ

ることなく、適

切に研究を行う

ことができるよ

の措置を講じ、

柔軟かつ効果的

な組織形態を維

持する。  

・事務部門業務

の標準業務手順

書（SOP）を整

備・見直し、業務

の標準化・均質

化を進める。  

・年度計画に基

づく業務運営を

進捗管理すると

ともに、内部統

制、ガバナンス

の強化に向け、

コンプライアン

スの遵守等、業

務運営の適正化

を図る。 

 

 

 

イ 企画・管理

機能の強化 

・知的財産管理、

研究成果等の発

信、渉外、内外連

携等の研究サポ

ート業務の強化

を図ることによ

り、外部資金の

獲得や研究の加

速・実用化を支

援する。  

 

・生命倫理面に

十分配慮して、

適切に研究を進

めることができ

るよう、研究者

事例に係る評価 

【モニタリング

指標】 

・共同研究等の

契約数・金額 

・所内研修の開

催数 

 

③について、 

【評価指標】 

・具体的な取組

事例に係る評価 

【モニタリング

指標】 

・運営評議会等

の開催件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おいて議論し、各研究プロジェクトの継続等

の必要性について検討を行うとともに組織の

見直しに関する議論を進めた。 

 

事務部門業務における現状の課題点等を抽

出し把握した上で、標準業務手順書（SOP）の

整備・見直しを行うことにより、更なる業務の

標準化と均質化に努めた。 

 

 

令和７年度の各業務において実施すべき手

続き等を整理した業務計画表を作成し、年度

計画における業務目標の効率的かつ確実な達

成のための整備を図った。 

本研究所の運営に関する重要事項を協議す

る運営会議と、管理・運営を議論する幹部会議

を定例的に開催することで内部統制・ガバナ

ンスを強化するとともに、業務の適正化を図

っている。 

 また、全職員を対象として、コンプライアン

ス研修を実施した。 

 

 

研究を公募している機関や企業等のホーム

ページ等を通じて各種競争的資金の情報を随

時収集するとともに、適時所内研究者に対し

て情報提供を行った。令和７年度の日本医療

研究開発機構の委託費の採択は、代表研究者

として 19件約 9.3 億円、分担研究者として 49

件約 9.5億円であった。  

また、応募に際しては、申請内容を確認する

など、研究費の獲得に向けて支援を行った。 

 

 

 

 

研究所で実施する研究に関して、生命倫理・

安全面に配慮した研究が行われるよう、研究

計画等の「人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針」等への適合状況、その他

研究の適正な実施に必要な事項等について、

研究成果を基にモニタリングを実

施し、各研究プロジェクトの継続

等の必要性について検討を行っ

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各種競争的資金の情報を随時収

集し、研究者に対して情報提供と

支援を行うことで、多くの研究費

の獲得に寄与した。 

令和７年度の日本医療研究開発

機構の委託費の採択は、代表研究

者として 19件約 9.3億円、分担研

究者として 49 件 9.5 億円であっ

た。 
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う、研究者を支

援する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 業務プロセ

スの変革 

・業務内容が中

長期計画及び中

長期目標に沿う

ことを確認する

とともに、業務

遂行上のリスク

要 因 分 析 を 行

い、改善策を講

じる。 

 

 

・職員の意識改

革と意欲向上に

つながる業務改

善施策の企画立

案を行う。 

への支援に努め

る。 

・研究倫理審査

委員会を適切に

運営することに

より、研究所で

実施される人を

対象とした研究

を遅滞なく推進

するようサポー

トを行う。また、

倫理的に不適切

な研究計画が実

施されることが

ないように研究

倫 理 教 育 の 強

化・徹底を図る

ため、全職員を

対象とした e-

learning 及び研

修 会 を 実 施 す

る。 

 

ウ 業務プロセ

スの変革 

・中長期計画に

沿って策定した

行動計画の阻害

要因を早期に把

握してリスク要

因を共有し、定

期的な計画の進

捗確認時にリス

クをモニターす

る こ と に 努 め

る。  

・中長期計画と

実施結果との進

捗の整合状況を

整理して所内・

関係部署に周知

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究倫理審査委員会を開催（委員会審議 16回

（web 会議含む）、メールによる審査 103 回）

して適切な審査・調査を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立研究開発法人審議会（１回）、国立研究

開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所運営評議

会（１回）、基盤的研究等外部評価委員会（３

回）等における対応時に行動計画と比較して

進捗状況の確認を実施し、リスク要因の特定

や対処施策を確認することに努めた。また、業

務プロセスの変革を図るため、組織編成の見

直しを行い、体制強化に努めた。 

内部統制・リスク管理委員会を定例的に開

催し、リスク要因の識別、分析及び評価等につ

いて議論を進めた。 

 

各部の業務の進捗状況を把握して所内・所

属部署に周知し、整合していない項目につい

ては、その要因と対応策を検討した。また、組

織編成を見直しにより、これらの進捗管理や

課題対応をより一層強化する体制を整えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



115 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務運営の

効率化による経費

削減等 

ア 業務運営の効

率化を図ることに

より、中長期目標

期間終了時まで

に、一般管理費（人

件費、公租公課及

び土地建物借料の

所要額計上を必要

とする経費は除

く。）について、中

長期目標期間中の

初年度と比べて

17.5％程度の額を

節減すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務運営

の効率化に伴う

経費節減等 

ア 一般管理費

（管理部門）に

おける経費の節

減 

不断の業務改

善及び効率的運

営に努めるとと

もに、調達方法・

契約単価の見直

し等の取組によ

り、一般管理費

（人件費、公租

公課及び土地建

物借料の所要額

計上を必要とす

る経費は除く。）

の中長期計画予

算については、

中長期目標期間

の終了時におい

て、中長期目標

期間中の初年度

と比べて 17.5％

程度の節減額を

見込んだものと

する。 

 

 

 

し、整合してい

ない項目につい

ては、その要因

を分析し、関係

部署と対応策を

検討するととも

に、必要な措置

を講じる。 

 

（２）業務運営

の効率化に伴う

経費節減等 

ア 一般管理費

（管理部門）に

おける経費の節

減 

省エネルギー

の 推 進 等 に よ

り、更に経費節

減に努める。 

随意契約の見

直しを更に進め

るとともに、調

達内容の見直し

やより競争性の

ある方法（入札

会場の現地開催

等）での一般競

争入札の実施を

行い、調達コス

トの縮減や複数

業者の参加によ

る一般競争入札

の実施を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）業務運営

の効率化に伴う

経費節減等 

【評価軸】 

国家公務員と比

べて給与水準の

高い法人につい

て、以下のよう

な観点から厳格

なチェックが行

われているか。 

・職員の在職地

域や学歴構成等

の要因を考慮し

てもなお国家公

務員の給与水準

を上回っていな

いか。 

・国からの出向

者の割合が高い

など、給与水準

が高い原因につ

いて是正の余地

はないか。 

・国からの財政

支出の大きさ、

累 積 欠 損 の 存

在、類似の業務

を行っている民

間事業者の給与

水 準 等 に 照 ら

し、現状の給与

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 30年度からの ESCO事業の実施により、

エレベーターの使用頻度の少ない時間帯にお

ける運行制限、照明・外灯等の一部消灯、不要

な空調停止・冷暖房の適正な温度管理、研究機

器・OA 機器等の適正規模かつ省エネ型機器の

導入・更新、施設整備に係る省エネ対策、節水、

廃棄物減量等、様々な部分で節減を図ってい

る。 

一般管理費（人件費、公租公課及び土地建物

借料の所要額計上を必要とする経費は除く。）

については、中長期目標期間の最終年度には、

初年度である令和４年度に比べて 17.5％程度

削減することを目指している。 

令和７年度において随意契約を締結したも

のは、真にやむを得ないもののみとし、原則一

般競争入札としており、引き続き競争による

コスト削減を図っている。 

また、調達内容の見直しや調達方法、コスト

縮減、複数業者の参加についても、契約監視委

員会からの意見を反映し、改善に取り組んだ。 

 

令和６年度：403件、3,130百万円 

一般競争入札：204 件（50.6％）、2,348百万円

（75.0％） 

随意契約：199件（49.4％）、782百万円（25.0％） 

令和７年度：336件、2,725百万円 

一般競争入札：141 件（42.0%）、2,204百万円 

随意契約：195件（58.0%）、521百万円 

 

【契約に係る規程類、体制】 

契約方式等、契約に係る規程類について、国

の基準と同等に整備している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中長期目標に掲げた節減目標を

達成するため、令和７年度も継続

して随意契約の見直しによる経費

節減に努めた。 
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イ 業務運営の効

率化を図ることに

より、中長期目標

期間終了時まで

に、事業費につい

て、中長期目標期

間中の初年度と比

べて７％程度の額

を節減すること。

ただし、中長期目

標初年度の当初予

算に計上されなか

った業務分等はそ

の対象としない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 効率的な業

務運営による事

業費の節減 

不断の業務改

善及び効率的運

営に努めるとと

もに、調達方法・

契約単価の見直

し等の取組によ

り、事業費の中

長期計画予算に

ついては、中長

期目標期間の終

了時において、

中長期目標期間

中の初年度と比

べて７％程度の

節減額を見込ん

だものとする。

ただし、中長期

目標初年度の当

初予算に計上さ

れなかった業務

分等はその対象

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 効率的な事

業運営による事

業費の節減 

調達内容の見

直しやより競争

性のある方法で

の一般競争入札

の実施を行い調

達コストの縮減

を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水準が適切かど

うか十分な説明

ができるか。 

・その他、給与水

準についての説

明が十分に国民

の理解を得られ

るものとなって

いるか。 

・監事及び会計

監査人による監

査に於いて、入

札・契約の適正

な実施について

徹底的なチェッ

クを受けている

か。 

・「調達等合理化

計画」に基づく

取り組みを着実

に実施するとと

もに、その取り

組状況を公表し

ているか。 

・一般競争入札

等により契約を

行う場合であっ

ても、特に企画

競争や公募を行

う場合には、競

争性、透明性が

十分確保される

方法により実施

しているか。 

・契約監視委員

会において、契

約の点検・見直

しを行っている

か。 

・業務の特性を

勘案しつつ、１

契約事務手続きに係る執行体制や審査体制に

ついては、執行を行う決裁の際、複数の者が内

容を確認して適切にチェックする体制となっ

ている。 

 

【個々の契約】 

個々の契約については、競争性・透明性を確

保するため、令和元年度に引き続き入札公告

専用の掲示板をわかりやすい場所に設置する

ことや、入札公告をホームページに掲載する

ことにより、調達情報を周知して適切な調達

に努めている。 

事業費については、中長期目標期間の最終

年度には初年度である令和５年度に比べて

７％程度削減することを目指している。 
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ウ 本研究所の給

与水準について

は、国家公務員の

給与水準も十分考

慮し、厳しく検証

を行った上で、そ

の検証結果や取組

状況については公

表すること。また、

総人件費につい

て、政府の方針を

踏まえ、必要な措

置を講じるものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

としない。 

なお、新規に

追加されるもの

又は拡充分は、

翌年度から効率

化を図る。 

 

ウ 適正かつ効

率的な給与水準

の設定 

職員の給与に

ついては、「独立

行政法人改革等

に関する基本的

な方針」（平成 25

年 12 月 24 日閣

議決定）を踏ま

え、国家公務員

における水準を

勘案しつつ、優

秀な人材を確保

する上での競争

力を考慮して、

適正かつ効率的

な給与水準とな

るよう、必要な

措置を講ずる。 

 また、給与水

準の適正化のた

めの取組状況に

ついて、以下の

観点により毎年

検証を行い、そ

の結果を公表す

るものとする。 

 

① 職員の在職

地域や学歴構成

等の要因を考慮

してもなお国家

公務員の給与水

 

 

 

 

 

 

 

ウ 適正かつ効

率的な給与水準

の設定 

職員の給与に

ついては、「独立

行政法人改革等

に関する基本的

な方針」（平成２

５年１２月２４

日閣議決定）を

踏まえ、国家公

務員における水

準 を 勘 案 し つ

つ、優秀な人材

を確保する上で

の競争力を考慮

して、適正かつ

効率的な給与水

準となるよう、

必要な措置を講

ずる。  

 また、給与水

準の適正化のた

めの取組状況に

ついて、以下の

観点により毎年

検証を行い、そ

の結果を公表す

るものとする。 

① 職員の在職

地域や学歴構成

等の要因を考慮

してもなお国家

公務員の給与水

者応札・１者応

募になった事例

については、公

示方法の検討や

仕様書の見直し

等の改善策を講

じているか。 

・業務経費に生

じる不要な支出

の削減を図るた

め、無駄の削減

及び業務の効率

化に関する取り

組みを人事評価

に 反 映 す る な

ど、自律的な取

組のための体制

を整備している

か。 

・業務の実施に

当たって、2050

年カーボンニュ

ートラルの実現

に向けて積極的

に取り組んでい

るか。 

・デジタル庁が

策定した「情報

システムの整備

及び管理の基本

的な方針」（令和

３年 12 月 24 日

デジタル大臣決

定 ） に 則 り 、

PMO の設置等

の体制整備に向

けた検討を行う

とともに、情報

システムの適切

な整備及び管理

を 行 っ て い る

 

 

 

 

 

 

 

【給与水準】 

本研究所における給与水準については、国

家公務員に準じた給与体系及び給与水準とし

ており、特に高い給与水準とはなっていない。

本研究所の職員のラスパイレス指数（年齢勘

案）は全国の国家公務員全体の平均を下回っ

ている（全国の国家公務員全体の平均を 100と

すると研究職員は 97.4、事務職員は 94.2）。 

本研究所における給与水準は国に準じた体

系（国家公務員に準じた俸給表等）を適用して

いるところであり、本研究所の給与水準は国

家公務員との比較においても適切なものであ

ると考えており、今後も引き続き国の給与改

正に準じた給与の見直しを行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国家公務員に準じた給与体系と

なっていることから、国家公務員

と比較して適切な給与水準となっ

ている。 
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エ 契約について

は、原則として一

般競争入札等によ

るものとし、「調達

等合理化計画」に

基づく取組の着実

な実施や監事及び

会計検査人による

監査等の取組によ

準を上回ってい

ないか。 

② 国からの出

向者の割合が高

いなど、給与水

準が高い原因に

ついて是正の余

地はないか。 

③ 国からの財

政 支 出 の 大 き

さ、累積欠損の

存在、類似の業

務を行っている

民間事業者の給

与水準等に照ら

し、現状の給与

水準が適切かど

うか十分な説明

ができるか。 

④ その他、給

与水準について

の説明が十分に

国民の理解を得

られるものとな

っているか。 

さらに、総人件

費について、政

府の方針を踏ま

え、必要な措置

を講じるものと

する。 

 

エ 契約の競争

性・透明性の確

保 

契約について

は、原則として

一般競争入札等

に よ る も の と

し、以下の取組

により、随意契

準を上回ってい

ないか。  

② 国からの出

向者の割合が高

いなど、給与水

準が高い原因に

ついて是正の余

地はないか。  

③ 国からの財

政 支 出 の 大 き

さ、累積欠損の

存在、類似の業

務を行っている

民間事業者の給

与水準等に照ら

し、現状の給与

水準が適切かど

うか十分な説明

ができるか。 

④ その他、給

与水準について

の説明が十分に

国民の理解を得

られるものとな

っているか。  

さらに、総人件

費について、政

府の方針を踏ま

え、必要な措置

を講じるものと

する。 

 

エ 契約の競争

性・透明性の確

保 

原則として一

般競争入札を行

い、随意契約を

行う場合は真に

やむを得ない場

合とする。 

か。 

 

【評価指標】 

・具体的な取組

事例に係る評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般競争入札を原則とした契約手続きを徹

底し、随意契約については真にやむを得ない

もののみとした。 
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り、随意契約の適

正化を推進するこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約の適正化を推

進する。 

① 監事及び会

計監査人による

監査において、

入札・契約の適

正な実施につい

て徹底的なチェ

ックを受ける。 

 

 

 

 

 

② 「調達等合

理化計画」に基

づく取組を着実

に実施するとと

もに、その取組

状 況 を 公 表 す

る。 

③ 一般競争入

札等により契約

を行う場合であ

っても、特に企

画競争や公募を

行う場合には、

競争性、透明性

が十分確保され

る方法により実

施する。 

④ 外部専門家

等から構成され

る契約監視委員

会において、契

約の点検・見直

しを行う。 

⑤ 業務の特性

を勘案しつつ、

１者応札・１者

応募になった事

 

 

① 入札・契約

の適正な実施に

ついて監事監査

の重点項目とし

て徹底的なチェ

ックを受ける。

また、会計監査

人により財務諸

表監査の枠内に

おいて監査を受

ける。 

 

② 「調達等合

理化計画」を着

実に実施し、そ

の取組状況をホ

ームページに公

表する。 

 

③ 一般競争入

札を行う場合で

あっても、競争

性、透明性が十

分確保される方

法により実施す

る。 

 

 

 

④ 契約監視委

員会において契

約の点検・見直

しを行う。 

 

 

⑤ １者応札・

１者応募になっ

た事例について

は、改善に向け

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 入札・契約の適正な事務手続きについては、

監事監査において重点項目として徹底的なチ

ェックを受け、また、会計監査人による財務諸

表監査の枠内において監査を受けた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「調達等合理化計画」を踏まえた取り組み

状況を本研究所のホームページに公表し、フ

ォローアップを実施した。 

 

 

 

 

 一般競争入札を行う場合であっても、参加

者が複数確保できるよう十分な公告期間を設

けるとともに、必ず本研究所ホームページに

公告を掲載することにより、競争性、透明性の

確保に努めている。 

 

 

 

 

 

一般競争入札の公告期間については、10 日

間以上の公告期間を確保しているものの、競

争性を促すため、できる限り公告期間を延長

する等の運用を行い、適切な調達手続きを行

った。 

 

前年度に１者応札・１者応募となっていた

案件は、公告期間のさらなる延長や履行期間

の延長を行い、改善に向けた取り組みを行っ

た。 
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オ 業務経費に生

じる不要な支出の

削減を図るため、

無駄の削減及び業

務の効率化に関す

る取組を人事評価

に反映するなど、

自律的な取組のた

めの体制を強化す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例については、

公告方法及び仕

様書等について

要因分析を行う

とともに、必要

に応じて仕様書

の見直し等の改

善策を講じる。 

 

オ 無駄な支出

の削減 

無駄な支出の

削減及び業務の

効率化に関する

取組を人事評価

に 反 映 す る な

ど、経費節減の

ための取組を推

進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

た取組を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 無駄な支出

の削減 

① 人事評価制

度について、「コ

スト意識・ムダ

排除」、「制度改

善」、「情報収集・

公開」の視点に

よる目標設定を

盛り込み職員の

評価に反映させ

る。  

② 職員から業

務の改善あるい

は経費の節減の

アイデアを広く

求めるため、設

置した業務改善

アイデアボック

ス 等 で 募 集 す

る。  

③ 無駄の削減

に 取 組 む た め

に、理事長をチ

ーム長とする支

出点検プロジェ

クトチームによ

り、関係者が連

携・協力できる

体 制 を 構 築 す

る。 

④ 事務用品の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

無駄な支出の削減等について、事務職員を

対象とした人事評価において、各部門共通の

目標を設定するとともに、職員ごとにその目

標達成に向けた具体的取組を実施するなど、

組織的に取組む体制としている。 

 

 

 

 

 

 

 

職員等から業務改善等のアイデアを募る

「アイデアボックス」の活用等により、業務改

善への意欲をより促す取組を行っている。 

また、定例幹部ミーティング等において事

務手続き等の改善策について検討を進めた。 

 

 

 

 

定例幹部ミーティング等において、法人と

しての支出削減に向けた取組みについて検証

を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

事務用品の一括調達、コピー機等の複数年
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カ 業務の実施に

当たっては、2050

年カーボンニュー

トラルの実現に向

けて積極的に取り

組むこと。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）情報システ

ムの整備・管理 

 

 情報システムの

整備・管理につい

ては、国等との相

互連携及び行政サ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カ カーボンニ

ュートラルの実

現 

業務の実施に

当たっては、関

係する政府方針

等 を 踏 ま え て

2050年カーボン

ニュートラルの

実現に向けて積

極 的 に 取 り 組

む。 

 

（３）情報シス

テムの整備・管

理 

 情報システム

の整備・管理に

ついては、効率

的かつ効果的な

一括調達、コピ

ー機等の複数年

度のリース契約

等公共調達の効

率化に資する取

組を一層推進す

る。  

⑤ 割引運賃及

びパック商品の

利用を職員に徹

底し、出張旅費

の 削 減 に 取 組

む。  

⑥ その他従前

から取組んでい

る事項について

は、一層の推進

を行う。 

 

 

 

カ カーボンニ

ュートラルの実

現 

業務の実施に

当たっては、関

係する政府方針

等 を 踏 ま え て

2050年カーボン

ニュートラルの

実現に向けて積

極 的 に 取 り 組

む。 

 

（３）情報シス

テムの整備・管

理 

デジタル庁が

策定した「情報

システムの整備

及び管理の基本

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リース契約等に加え、高額研究機器のリース

契約や一般的な研究機器の一括調達を行い、

公共調達の効率化に資する取組を引き続き実

施した。 

  

 

 

出張旅費について、パック商品の利用促進

等、経費の削減に努めた。 

 

 

 

 

定期刊行物については、必要最低限の購入

に努め、経費の節減を図っている。また、国立

健康・栄養研究所、筑波の霊長類医科学研究セ

ンター及び薬用植物資源研究センター筑波研

究部での入札については、現地の職員が開札

事務を行うことにより、大阪からの職員の出

張旅費を節減している。 

 

平成 30年度からの ESCO事業の実施により、

エレベーターの使用頻度の少ない時間帯にお

ける運行制限、照明・外灯等の一部消灯、冷暖

房機器を効率的な制御へ変更をおこなったほ

か、照明器具の LED 化など省エネ型機器へ順

次更新することによりカーボンニュートラル

の実現に向けて取り組んでいる。 

 

 

 

 

 

 

デジタル化の推進を統括する PMO の設置等

の体制を構築するため、令和５年８月に「デジ

タル化推進室」を設置した。 

基幹システム（会計システム、物品調達シス

テム、メールシステム）の更改を業務部門と連

携し実施した。 
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ービスの向上等を

確保するため基盤

の構築等に当たっ

ては、デジタル庁

が策定した「情報

システムの整備及

び管理の基本的な

方針」（令和３年

12 月 24 日デジタ

ル大臣決定）に則

り、PMO の設置等

の体制整備を行う

とともに、情報シ

ステムの適切な整

備及び管理を行う

こと。 

 

 

 

 

 

２．業務の電子化

に関する事項 

電子化の促進等

により業務の簡素

化・迅速化を図る

とともに、テレビ

会議や WEB 会議

等の更なる活用、

文書決裁システム

の構築を始めとす

る ICT環境の整備

等により、利便性

の向上に務めるこ

と。 

また、デジタル

技術の利活用や、

保有するデータの

連携・活用により、

事業の改善や新た

な価値実現を果た

業務遂行並びに

国等との相互連

携及び行政サー

ビスの向上等を

確保するため基

盤の構築等に当

たっては、デジ

タル庁が策定し

た「情報システ

ムの整備及び管

理の基本的な方

針」（令和３年 12

月24日デジタル

大臣決定）に則

り、PMO の設置

等の体制整備を

行うとともに、

情報システムの

適切な整備及び

管理を行う。 

 

２．業務の電子

化に関する事項 

電子化の促進

等により業務の

簡素化・迅速化

を 図 る と と も

に、テレビ会議

や WEB 会議等

の更なる活用、

文書決裁システ

ムの構築を始め

とする ICT 環境

の 整 備 等 に よ

り、利便性の向

上に務める。 

また、デジタ

ル 技 術 の 利 活

用、保有するデ

ータの連携・活

用、データ処理

的な方針」（令和

３年 12 月 24 日

デジタル大臣決

定 ） に 則 り 、

PMO の設置等

の体制構築を進

めるとともに、

情報システムの

適切な整備及び

管理を行う 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．業務の電子

化に関する事項 

新会計システ

ムの導入を始め

とするデジタル

技術の利活用、

保有するデータ

の連携・活用、デ

ータ処理の効率

化等、事業の改

善や新たな価値

実現を果たすデ

ジタルトランス

フォーメーショ

ン（ＤＸ）につい

て検討を行うと

ともに、デジタ

ル技術を利活用

する人間の立場

に立ったデジタ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．業務の電子

化に関する事項 

【評価軸】 

文書情報の電子

化・データベー

ス化、また、テレ

ビ会議等の活用

により、業務の

効率化が図られ

ているか 

【評価指標】 

・具体的な取組

事例に係る評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

WEB 会議システムを会議及び研修等におい

て積極的に活用した。また、適切な ICT 環境

の整備のため必要な情報の入手等に努めた結

果、就業管理、人事給与及び財務会計業務を行

うことができる統合的業務支援システムを構

築し業務の効率化を図っている。 

また、令和５年４月に「文書決裁システム」

を導入し、令和７年度においても引き続きデ

ジタル化による業務効率化を推進した。 

WEB 会議システムを会議及び研修等におい

て積極的に活用することにより、旅費の削減、

移動に係る時間ロスの削減を図っている。 

会議においてはタブレットを活用すること

により、印刷コストの削減を図っている。 

物品調達に係る業務の効率化を図るため、

物品調達システムの構築を行った。（令和７年

４月１日より運用を開始） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

WEB 会議システムの使用につい

て、本所（大阪府茨木市）、支所間

（茨城県、北海道、大阪府摂津市、

鹿児島県、東京都）での会議や打

合せでの積極的な活用を図った。 
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すデジタルトラン

スフォーメーショ

ン（ＤＸ）を推進す

るとともに、デジ

タル技術を利活用

する人間の立場に

立ったデジタル化

を進めるよう努め

ること。 

の効率化等によ

り、事業の改善

や新たな価値実

現を果たすデジ

タルトランスフ

ォーメーション

（ＤＸ）を推進

するとともに、

デジタル技術を

利活用する人間

の立場に立った

デジタル化を進

め る よ う 努 め

る。 

ル化を進める。 

 

 ＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映

状況＞ 

機動的かつ効率的な業務運営を図るため、

内部・外部の意見を取り入れ、研究課題の最適

化やリスク評価を適切に実施し、その結果を

反映させた。また、研究者発注制度による物品

調達システムの構築により研究活動の迅速化

を実現し、適切な予算の執行・管理体制の維持

に努めた。 

 

４．その他参考情報 
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（財務内容に関する事項）様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

３－１ 予算、収支計画及び資金計画、短期借入額の限度額、不要財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画、剰余金の使途 

関連する政策・施策 ＸⅠ－２－１ 

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施を確保すること 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成１６年法律第１３５号）

第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
９２２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

         予算額（千円） 792,636 380,684 752,740 727,396    

         決算額（千円） 496,860 535,753 702,671 609,152    

         経常費用（千円） 533,368 611,926 624,079 641,793    

         経常利益（千円） 383,527 50,534 △17,623 80,806    

         行政サービス実施コ

スト（千円） 

592,452 652,326 668,091 680,479    

          従事人員数 18 23 23 23    

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 第５ 財務内容の

改善に関する事項 

  通則法第 35

条の４条第２項第

４号の財務内容の

改善に関する事項

は、次のとおりと

する。 

１．計画的な予算

管理に関する事項 

＜中長期計画の予

算の作成・運営＞ 

本目標第４の

１.及び２ .で定め

た事項について

第３  予算、収

支計画及び資金

計画 

１ 予 算    

別紙１のとおり 

２  収 支 計 画  

別紙２のとおり 

３  資 金 計 画  

別紙３のとおり 

 

 

 

 

 

 

第３ 予算、収

支計画及び資金

計画 

１ 予 算    

別紙１のとおり 

２  収 支 計 画  

別紙２のとおり 

３  資 金 計 画  

別紙３のとおり 

 

 

 

 

 

 

第３  予算、収

支計画及び資金

計画、第４ 短期

借 入 額 の 限 度

額、第５ 不要

財産がある場合

には、当該財産

の処分に関する

計画、第６ 剰

余金の使途 

【評価軸】 

①短期借入金に

ついて、借り入

れ理由や借入額

等の状況は適切

 

 

 

予算、収支計画及び資金計画に係る予算執

行等の実績は、決算報告書及び財務諸表のと

おりである。 

 

競争的研究資金、受託研究費、共同研究費等

の獲得状況は、以下のとおりである。 

 

こども家庭科学研究費補助金 

 令和６年度： ３件 12,145千円 

令和７年度： ２件 13,100千円 

食品衛生基準科学研究費補助金 

 令和６年度： ５件 14,753千円 

自己評価をＢと評定する。主な評

定に係る業績は下記のとおりであ

る。 

予算の範囲内での予算執行に努

めた結果、一般管理費を対前年度

約 11％削減したほか、競争的研究

資金、共同研究費・受託研究費等

の獲得など、自己収入の確保に努

め、中長期計画予算に沿った事業

執行を行った。 

 

 

 

 

 

評定       

＜評定に至った理由＞ 
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は、経費の削減を

見込んだ中長期計

画の予算を作成

し、当該予算によ

る運営を行うこ

と。 

 

２．自己収入の増

加に関する事項 

＜運営費交付金以

外の収入の確保＞ 

競争的研究資金

の獲得や民間企業

等との共同研究及

び受託研究等によ

る外部資金の獲

得、研究施設の外

部利用促進、寄附

金の受入れ、特許

権等の実施料収入

などにより自己収

入を獲得するこ

と。 

 

３．繰越欠損金に

関する事項 

＜繰越欠損金の縮

減＞ 

繰越欠損金解消

計画を定め、当該

計画を適切に見直

し、本目標第３の

Ａ.の３．の（２）

で定めた対策を講

じながら、廃止予

定となっている各

事業の最終期限ま

で繰越欠損金の着

実な縮減に努める

こと。 

また、繰越欠損

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４  短期借入

額の限度額  

（１）借入限度

額  

８億円 

 

（２）短期借入

れが想定される

理由  

ア 運営費交付

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 短期借入

額の限度額 

（１）借入限度

額  

８億円 

 

（２）短期借入

れが想定される

理由  

ア 運営費交付

なものと認めら

れるか。 

②承継勘定及び

特例勘定の各廃

止の時期を踏ま

え、償還期限を

迎えた不要な保

有有価証券に係

る政府出資金に

ついては、順次、

国庫納付を行っ

ているか。 

③決算において

剰余を生じた場

合は、将来の投

資（重点的に実

施すべき研究開

発に係る経費・

業務改善に係る

支出のための財

源・職員の資質

向上のための研

修等の財源・知

的財産管理、技

術移転に係る経

費・研究環境の

整 備 に 係 る 経

費）に充ててい

るか。 

令和７年度： ４件 14,288千円 

厚生労働科学研究費補助金 

令和６年度： 16 件  58,309千円 

令和７年度： 15 件 68,865千円 

文部科学研究費補助金 

  令和６年度： 123 件 144,395千円 

令和７年度： 145 件 148,976千円 

AMED委託費 

令和６年度： 65 件 1,447,351千円 

令和７年度： 68件 1,876,230千円 

共同研究費 

令和６年度： 65 件 238,953千円 

令和７年度： 50 件 242,546千円 

その他受託研究費 

令和６年度： 37 件 842,040千円 

令和７年度： 18 件 167,497千円 

寄付金 

令和６年度： 12 件 53,496千円 

令和７年度： 17 件 49,126千円 

※１ こども家庭科学研究費補助金、食品衛生

基準科学研究費補助金、厚生労働科学研究

費補助金及び文部科学研究費補助金につい

ては外部研究資金として取り扱っていな

い。ただし、間接経費については財務諸表で

管理し、外部研究資金として取り扱ってい

る。 

※２ こども家庭科学研究費補助金、食品衛生

基準科学研究費補助金、厚生労働科学研究

費補助金及び文部科学研究費補助金は、分

担研究者への配分額を含んだ金額を記載し

ている。 

第４ 短期借入額の限度額 

（１）借入限度額  

８億円 

 

 

 

（２）短期借入れが想定される理由  

 

 

ア 運営費交付金、補助金、委託費等の受入れ
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金の一部または全

部が解消されない

おそれがあること

を国民に丁寧に説

明するとともに理

解を得られるよう

取組状況等につい

て定期的に情報を

更新し公表するこ

と。 

なお、承継勘定

及び特例勘定の各

廃止の時期を踏ま

え、償還期限を迎

えた不要な保有有

価証券に係る政府

出資金について

は、順次、国庫納付

を行うこと。 

 

金、補助金、委託

費等の受入れの

遅延等による資

金の不足 

 

イ 予定外の退

職者の発生に伴

う退職金の支給 

 

ウ その他不測

の事態により生

じた資金の不足 

 

第５ 不要財産

が あ る 場 合 に

は、当該財産の

処分に関する計

画 

承継勘定及び

特例勘定の各廃

止の時期を踏ま

え、償還期限を

迎えた不要な保

有有価証券に係

る政府出資金に

ついては、順次、

国 庫 納 付 を 行

う。 

 

第６ 剰余金の

使途 

 各勘定におい

て、以下に充て

る こ と が で き

る。 

・重点的に実施

すべき研究開発

に係る経費 

・業務改善に係

る経費 

・職員の資質向

金、補助金、委託

費等の受入れの

遅延等による資

金の不足 

 

イ 予定外の退

職者の発生に伴

う退職金の支給 

 

ウ その他不測

の事態により生

じた資金の不足 

 

第５ 不要財産

が あ る 場 合 に

は、当該財産の

処分に関する計

画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 剰余金の

使途 

各勘定におい

て、以下に充て

る こ と が で き

る。 

・重点的に実施

すべき研究開発

に係る経費 

・業務改善に係

る経費 

・職員の資質向

の遅延等による資金の不足 

 

 

 

 

イ 予定外の退職者の発生に伴う退職金の支

給 

 

 

ウ その他不測の事態により生じた資金の不

足 

 

 

第５ 不要財産がある場合には、当該財産の

処分に関する計画 

 承継勘定を廃止し、不要財産を国庫納付し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６ 剰余金の使途 

開発振興勘定の利益剰余金は、前中長期目

標期間繰越積立金 198,889 千円、積立金

467,620 千円と当期未処理利益 531,195 千円

の合計 1,197,704 千円となった。 

 

 

＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状

況＞ 

競争的資金等の自己収入の更なる獲得に努

め、また予算の範囲内での執行を実施した。 
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上に係る経費 

・知的財産管理、

技術移転に係る

経費 

・研究環境の整

備に係る経費 

・広報に係る経

費 

上に係る経費 

・知的財産管理、

技術移転に係る

経費 

・研究環境の整

備に係る経費 

・広報に係る経

費 

 

４．その他参考情報 

目的積立金等の状況は以下のとおり。 

 

 令和４年度末 

（初年度） 

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 

前期中（長）期目標期間繰越積立金 551 501 332 199    

目的積立金 ‐ - - -    

積立金 ‐ - - -    

 うち経営努力認定相当額        

その他の積立金等 ‐ - - -    

運営費交付金債務 997 2,034 1,321 1,190    

当期の運営費交付金交付額（a） 8,131 8,123 6,734 6,325    

 うち年度末残高（b） 997 2,034 1,190 1,190    

当期運営費交付金残存率（b÷a） 12.3％ 25.0% 19.6% 18.8%    
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様式２－１－４－１ 国立研究開発法人 年度評価 項目別評価調書（その他主務省令で定める業務運営に関する事項）様式【医薬基盤・健康・栄養研究所分】 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

４－１ その他主務省令で定める業務運営に関する事項 

関連する政策・施策 ＸⅠ－２－１ 

厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実施を確保すること 

当該事業実施に係る根拠（個

別法条文など） 

国立研究開発法人医薬基盤・健康・栄養研究所法（平成１６年法律第１３５号）

第１５条 

当該項目の重要度、困難

度 

 関連する研究開発評価、政策

評価・行政事業レビュー 
９２２ 

 

２．主要な経年データ 

 ①主な参考指標情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  基準値等 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

 2022 

年度 

2023 

年度 

2024 

年度 

2025 

年度 

2026 

年度 

2027 

年度 

2028 

年度 

運営評議会の

開催件数 

１回以上 １回 １回 １回 １回    予算額（千円） 792,636 380,684 752,740 727,396    

一般公開等の

開催数 

４回以上 ４回 ５回 ５回 ４回    決算額（千円） 496,860 535,753 702,671 609,152    

         経常費用（千円） 533,368 611,926 624,079 641,793    

         経常利益（千円） 383,527 50,534 △17,623 80,806    

         行政サービス実施コ

スト（千円） 

592,452 652,326 668,091 680,479    

          従事人員数 50 62 65 66    

注）予算額、決算額は支出額を記載。人件費については共通経費分を除き各業務に配賦した後の金額を記載 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 中長期計画 年度計画 主な評価軸（評

価の視点）、指

標等 

法人の業務実績等・自己評価 主務大臣による評価 

主な業務実績等 自己評価 

 第６ その他業務

運営に関する重要

事項 

 通則法第 35 条

の４第２項第５号

のその他業務運営

に関する重要事項

は、次のとおりと

する。 

 

第７ その他主

務省令で定める

業務運営に関す

る事項 

国立研究開発

法人医薬基盤・

健康・栄養研究

所の業務運営並

びに財務及び会

計に関する省令

第７ その他主

務省令で定める

業務運営に関す

る事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 自己評価をＡと評定する。主な

評定に係る業績は下記のとおりで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

評定       

＜評定に至った理由＞ 
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（１）内部統制に

関する事項 

内部統制につい

ては、「「独立行政

法人の業務の適正

を確保するための

体制等の整備」に

ついて」（平成 26

年 11 月 28 日行政

管理局長通知）に

基づき業務方法書

に定めた事項の運

用を確実に図ると

ともに、危機管理

の観点から、研究

における不正やバ

ンク事業における

試料の取り違えが

起きないよう関係

規程の充実を図る

とともに、研究員

を含む役職員に対

し、担当業務に関

連した内部統制に

係る研修を行うな

どの取組を強化す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

（平成16年厚生

労働省令第 157

号）第３条の業

務運営に関する

事項は、次のと

おりとする。 

 

（１）内部統制

に関する事項 

内部統制につ

いて、以下の取

組を行う。 

ア 「「独立行政

法人の業務の適

正を確保するた

めの体制等の整

備」について」

（平成 26 年 11

月28日行政管理

局長通知）に基

づき業務方法書

に定めた事項の

運用を確実に図

る。 

 

イ 危機管理の

観点から、研究

における不正や

バンク事業にお

ける試料の取り

違えが起きない

よう関係規程の

充実を図る。 

 

 

ウ 研究員を含

む 役 職 員 に 対

し、担当業務に

関連した内部統

制に係る研修を

行うなどの取組

 

 

 

 

 

 

 

（１）内部統制

に関する事項 

 

 

 

ア 「「独立行政

法人の業務の適

正を確保するた

めの体制等の整

備」について」

（平成２６年１

１月２８日行政

管理局長通知）

に基づき業務方

法書に定めた事

項の運用を確実

に図る。 

 

イ 危機管理の

観点から、研究

における不正や

バンク事業にお

ける試料の取り

違えが起きない

よう関係規程の

充実を図る。 

 

 

ウ 研究員を含

む 役 職 員 に 対

し、担当業務に

関連した内部統

制に係る研修を

行うなどの取組

 

 

 

 

 

 

 

（１）内部統制

に関する事項 

【評価軸】 

・内部統制の強

化に向けた取組

みが行われてい

るか。 

【評価指標】 

・具体的な取組

事例に係る評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標及びモニタリング指標等を利用し

て、研究の進捗状況等を確認する体制を整え

るとともに、研究のための契約や知的財産権

等の取扱いが適切になされるよう事務部門が

支援する体制を取ることで業務方法書に定め

られた事項の確実な運用を図っている。 

 

 

 

 

 

 

 

競争的資金等の配分を受ける研究機関とし

ては、厚生労働省の「研究活動の不正行為への

対応に関する指針について」に基づく研究者

倫理統括者の設置、研究不正行為に係る申し

立て手続き、調査委員会の設置、調査結果の公

表等の内部統制の整備等を規定した本研究所

の内部規程等により、研究ノートの作成管理

等、不正行為の防止に引き続き取り組んでい

る。 

 

コンプライアンス推進月間 2025期間中に、

所内におけるポスター掲示や国立研究開発法

人協議会コンプライアンス専門部会において

開催した研修に参加し、各職員のコンプライ

アンス意識の向上を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本研究所の運営に関する重要事

項を協議する運営会議と、管理・

運営を議論する幹部会議を定例的

に開催することで内部統制・ガバ

ナンスを強化するとともに、業務

の適正化を図っている。 

 また、全職員を対象として、コ

ンプライアンス研修を実施した。 

 

 

 

 

 

個人情報を取り扱うにあたって

は、厚生労働省が令和４年８月に

定めた「指定難病患者データに関

する個人情報の流出の再発防止策

について」に定められた再発防止

策を徹底し、内部統制の強化に取

り組んでいる。 

 

「素材情報データベース」におけ

る各素材情報のうち一般情報の作

成において、Natural Medicines 

データベースに関する利用契約

（End User License Agreement）

の範囲を超え、引用をしていた件

について、の再発防止策として、

データベースを含めた掲載情報に
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（２）人事及び研

究環境の整備に関

する事項 

ア 理事長の強い

指導力の下で、研

究開発成果の最大

化及び効果的かつ

効率的な業務運営

を実施するため、

職員の専門性を高

めるための能力開

発の実施、他の研

究機関等との連

携・人材交流、連携

大学院の活用等に

より、多様で優れ

た人材を確保し、

若手研究者等の育

成を更に進めると

ともに職員の勤務

成績を考慮した人

事評価を適切に実

施し、評価結果を

を強化する。 

 

エ 研究施設が

各地に置かれる

ことから、各研

究施設に置かれ

る内部統制責任

者と本部の内部

統制担当責任者

及び内部統制担

当部門の意見交

換を毎年１回実

施することとす

るなど、組織全

体としての内部

統制の充実を図

る。 

 

（２）人事及び

研究環境の整備

に関する事項 

ア 業務の質の

向上及び人材の

育 成 を 図 る た

め、業務等の目

標に応じて系統

的に研修の機会

を提供すること

等により、職員

の資質や能力の

向上を図るとと

もに、連携大学

院等を活用し、

若手研究者等の

育成に積極的に

取り組む。 

また、卓越し

た研究者等を確

保するとともに

職員の意欲向上

につながる人事

を強化する。 

 

エ 本部と各研

究施設に置かれ

る内部統制責任

者の意見交換等

を 実 施 す る な

ど、組織全体と

しての内部統制

の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事及び

研究環境の整備

に関する事項 

ア 各分野の著

名な研究者を招

請したセミナー

の開催、外部セ

ミナーへの参加

等により、研究

の 機 会 を 提 供

し、職員の資質

や能力の向上を

図る。  

 統合的な研究

を 促 進 す る た

め、外部機関と

も連携し、女性

研究者及び若手

研究者等の育成

に積極的に取組

む。 

 人事評価制度

について、研究

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人事及び

研究環境の整備

に関する事項 

【評価軸】 

・職員の資質や

能力の向上を図

るとともに職員

の専門性や業務

の継続性を確保

するため、人事

上の施策を適正

に実施している

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本研究所の運営に関する重要事項を協議す

る運営会議と、管理・運営を議論する幹部会議

を定例的に開催することで内部統制・ガバナ

ンスを強化するとともに、業務の適正化を図

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また国内外の著名な専門家を講師として招

き、各研究分野について本研究所主催の NIBN

セミナーを９回開催し、職員の資質や能力の

向上を図った。また招いた講師は東京大学や

PMDA、理化学研究所など多岐に渡り、その分野

の第一人者による高い知見を得られるセミナ

ーのため、自機関にのみ留めることなくこの

NIBN セミナーを連携医療機関や関西医薬品協

会にもオンライン公開し、最先端の知見や多

角的な視点に触れる機会を広く提供もしてい

る。今後ともその取組を続けていく。 

他機関開催のセミナーに職員を参加させ、

職員の資質や能力の向上を図った。また、各プ

ロジェクト当番制の「定例研究発表会」を医薬

基盤研究所においては７回、国立健康・栄養研

究所においては８回、それぞれ開催するとと

もに、研究所の職員等が一堂に会して研究成

果を発表する「所内研究発表会」を実施（１回）

し、研究所内の情報交換を進めるとともに研

究者の連携を図った。 

職員の専門性向上と研究体制の強化を図る

ため、国内連携大学院に加え、研究連携協定先

の台北医学大学からポスドク研究員を継続的

ついては、書面による掲載可否等

の確認作業をすることとし、事業

担当部内及び契約担当部を含めた

法人全体における確認をより強化

するとともに、新たにホームペー

ジ掲載委員会を設置して掲載前に

内容を確認することとし、法人幹

部も含めた掲載情報の確認、掲載

後の確認（監査）を追加で行うこ

とで体制の強化を行っている。ま

た、毎年１回実施されている法人

のコンプライアンス研修におい

て、本事案を取り上げ、今後同様

の事案が起こらないよう、周知徹

底及び再教育を行った。 

 

 

 

セミナーや総合教育訓練等を年

間通して積極的に開催する等、職

員の資質や能力の向上が適正に図

られている。 

特に、NIBN セミナーについて

は、その分野の第一人者による高

い知見を得られるセミナーを実施

しており、かつ、最先端の知見や

多角的な視点に触れる機会を自機

関にのみ留めることなく広く提供

している。 

 

また、業績評価に基づく人事評

価の実施、人件費の執行等につい

ても適正な業務運営がなされてい

る。 
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賞与や昇給等に適

切に反映すること

により、職員の勤

労意欲の向上を図

ること。 

 また、法人の人

材確保・育成につ

いて、科技イノベ

活性化法第 24 条

に基づき策定され

た「人材活用等に

関する方針」に基

づいて取組を進め

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 製薬企業等と

の不適切な関係を

生じることがない

よう、適切な措置

を講じること。 

評価制度を適切

に実施し、総合

的かつ適切な評

価を踏まえ、処

遇に反映する。 

さらに、職員の

専門性や業務の

継続性を確保す

るため、適正な

人 事 配 置 を 行

う。 

なお、法人の

人材確保・育成

について、科技

イノベ活性化法

第24条に基づき

策定された「人

材活用等に関す

る方針」に基づ

き、優秀な人材

や専門的知識を

有する人材の確

保・育成、適切な

職員の配置、職

員の資質の向上

に取り組むとと

もに、任期制職

員の活用やクロ

スアポイントの

活用により研究

者の流動性の向

上を図り、研究

の活性化と効率

的な推進に努め

る。 

 

イ 製薬企業等

との不適切な関

係が生じること

がないよう、適

切な措置を講じ

業績、外部資金

獲 得 な ど の 貢

献、コスト意識、

業務改革等を総

合的に評価し、

評価結果を賞与

や昇給等に反映

する。  

  職員の専門性

や業務の継続性

を 確 保 す る た

め、適正な人事

配置を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 就業規則や

兼業規程に基づ

き、採用時にお

ける誓約書の提

出や兼業許可の

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

に受け入れている。令和６年度の受入者が研

修を継続しているほか、令和７年度は新たに

１名を迎え入れた。さらに４名の受入れ準備

を進めており、令和８年度に受入れを予定し

ている。 

また、研究所内の総合教育訓練として、組換

えＤＮＡ実験従事者、病原体取扱い実験従事

者、動物実験従事者等のための内部研修会を

実施し、職員の資質や能力の向上を図った。 

競争的資金・知的財産権等、情報公開・個人

情報保護に関する研修に担当事務職員が参加

し、業務遂行に必要な知識の習得を図った。 

 

令和６年度の業績評価を踏まえ、令和７年

度の賞与に反映した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員等の採用に際して誓約書を提出させ、

製薬企業等との株取引の自粛等国民の疑念や

不信を招く行為の防止を図るとともに、兼業

承認の適切な運用を行う等により製薬企業等

との不適切な関係を生じさせることがないよ
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ウ これまでの実

績を活かしなが

ら、重点的研究テ

ーマの発掘等によ

り、最先端の研究

開発に必要な環境

整備に取り組むこ

と。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ これまでの

実績を活かしな

がら、重点研究

への研究テーマ

の絞り込み等に

より、最先端の

研究開発に必要

な環境整備に取

り組む。 

※人事に係る指

標 

期末の常勤職

員数（若手任期

付研究者及び第

１の A の３の

（３）から（５）

までの業務の実

施に伴い増員し

た４人を除く）

は、期初の 100％

を上限とする。 

（参考１）期初

の 常 勤 職 員 数 

120人 

期末の常勤職員

数 120人（上限） 

【注】 若手任期

付 研 究 者 を 除

く。 

【注】第１のＡ

の３の（３）から

適切な運用、人

事委員会での審

査等を行い、当

研究所と製薬企

業等との不適切

な関係を生じる

こ と が な い よ

う、必要な人事

管理を行う。 

 

ウ 大学等との

間で締結したク

ロスアポイント

メント制度を適

切に運用すると

ともに、関係機

関等との協議を

実施する。 

 

エ 重点研究へ

の研究テーマの

絞り込み等によ

り、最先端の研

究開発に必要な

環境整備に取組

む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

う人事管理を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クロスアポイント制度については、京都大

学、徳島大学、北海道大学及び旭川医科大学と

弊所の研究者との間で運用するとともに、引

き続き関係機関等との協議を実施する。 

 

 

 

 

 

職員の専門性や業務の継続性を確保し適正

な人事配置を実施した。 
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（３）コンプライ

アンス、研究不正

への対応、倫理の

保持等に関する事

項 

本研究所が国立

研究開発法人とし

て発展していくた

めには、独立行政

法人制度や国の制

度等の様々なルー

ルを遵守し適切に

行動していく必要

がある。本研究所

の組織全体として

も、個々の研究者

としても、研究活

動における不正行

為の防止、不正行

為への対応、倫理

の保持、法令遵守

等について、内部

監査を含め、徹底

した対応をとると

ともに、研究所と

しての機能を確実

に果たしていくこ

と。 

 

（５）までの業

務の実施に伴い

増員した４人を

除く 

した４人を除く 

（参考２）中長

期目標期間中の

人 件 費 総 額 

10,299 百 万 円 

（見込） 

 

 

（３）コンプラ

イアンス、研究

不正への対応、

倫理の保持等に

関する事項 

本研究所が国

立研究開発法人

として発展して

いくためには、

独立行政法人制

度や国の制度等

の様々なルール

を遵守し適切に

行動していく必

要がある。本研

究所の組織全体

としても、個々

の研究者として

も、研究活動に

おける不正行為

の防止、不正行

為への対応、倫

理の保持、法令

遵守等について

内 部 監 査 も 含

め、徹底した対

応をとるととも

に、研究所とし

ての機能を確実

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) コンプライ

アンス、研究不

正への対応、倫

理の保持等に関

する事項 

ア 不正行為の

防止、不正行為

への対応、倫理

の保持、法令遵

守等について徹

底した対応が取

れるよう、国の

制度等に関する

情報収集に努め

るとともに、研

究倫理委員会、

研修、倫理相談、

必要な規程等の

整備を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３ )コンプライ

アンス、研究不

正への対応、倫

理の保持等 

【評価軸】 

・コンプライア

ンス、倫理の保

持等に向けた取

組みが行われて

いるか。 

【評価指標】 

・具体的な取組

事例に係る評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究活動の不正行為（論文の捏造、改ざん

等）への対応 

競争的資金等の配分を受ける研究機関とし

ては、厚生労働省の「厚生労働分野の研究活動

における不正行為への対応等に関するガイド

ライン」に基づく研究者倫理統括者の設置、研

究不正行為に係る申し立て手続き、調査委員

会の設置、調査結果の公表等の内部統制の整

備等を規定した本研究所の内部規程等によ

り、研究ノートの作成管理等、不正行為の防止

に引き続き取り組んでいる。 

公的研究費の不正使用等の防止 

競争的資金の配分を受ける研究機関として

は、文部科学省の「研究機関における公的研究

費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」

に基づく、最高管理責任者・総括責任者等の責

任体制、行動規範・不正防止計画の策定、通報・

相談窓口の設置等の内部統制の整備等を規定

した本研究所の内部規程により、平成 19年度

から引き続き、通報窓口や規定について本研

究所のホームページで公表・周知している。 

コンプライアンス等の遵守 

①所内におけるパワーハラスメント防止及

びその啓発、また、発生した場合の対処方針等

を定めた「パワーハラスメントの防止に関す

る規程」を制定しており、同規程によって設置

されている窓口等について研修で周知した。 

②研究に従事する職員を対象に、研究の信頼

性と公正性を確保するために制定した「研究

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法令遵守と倫理教育の徹底を図

るため、全職員を対象としたコン

プライアンス研修、情報セキュリ

ティ研修（全所員向け１回、管理

者向け１回）、研究倫理研修（２回

開催、e-learning を含む）等を通

じ、職員の教育を実施。 
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（４）外部有識者

による評価の実

施・反映に関する

事項 

研究分野におけ

る業務計画、運営、

業績については、

目標の達成状況を

随時把握し、必要

に応じ研究開発の

継続そのものに関

する助言・指導を

行う外部有識者か

ら構成される研究

評価体制を充実さ

せ、評価結果を人

的及び物的資源の

適時・適切な配分

に 果 た し て い

く。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）外部有識

者による評価の

実施・反映に関

する事項 

研究分野にお

ける業務計画、

運営、業績につ

いては、目標の

達成状況を随時

把握し、必要に

応じ研究開発の

継続そのものに

関する助言・指

導を行う外部有

識者から構成さ

れる研究評価体

制を充実させる

ことにより、評

 

 

 

 

 

 

イ 経済安全保

障 貿 易 に 関 し

て、本研究所が

行う全ての技術

の提供及び貨物

の輸出並びに外

国人及び特定類

型該当者に関す

る業務に適用す

る安全保障貿易

管理を推進し、

研 究 所 内 の 啓

蒙・教育及び輸

出管理審査等適

切 な 運 営 を 行

う。 

 

(４）外部有識者

による評価の実

施・反映に関す

る事項 

外部評価委員

会を開催し、外

部有識者による

評 価 を 実 施 す

る。そこでの評

価結果は、予算

等の配分に反映

させる。また、自

己評価、主務大

臣の評価結果等

については、ホ

ームページ等で

公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(４）外部有識者

による評価の実

施・反映に関す

る事項 

【評価軸】 

・幅広い分野の

学識経験者との

意見交換の場と

しての審議機関

が設置・運営さ

れ、業務内容や

運営体制への提

言や改策が業務

の効率化、公正

性、透明性の確

保に役立てられ

ているか。 

【評価指標】 

者行動規範」を中心に、研究業務を行うにあた

って遵守すべき事項等について研修で改めて

周知した。 

③内部統制・リスク管理委員会において、リス

ク要因の識別、分析及び評価について議論を

進めている。 

④経済安全保障貿易管理については、安全保

障輸出管理規程及び輸出管理委員会設置運営

細則に基づき管理・運営を実施している。所内

全職員に対して輸出管理に関する教育、監査

及び調査を行い、モノ・技術の輸出及び外国

人・特定類型該当者の受け入れを行う際は、規

程に定めた様式の提出を各研究ユニット等に

求め、担当課である戦略研究支援部企画課に

て確認を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

幅広い分野の有識者で構成する「医薬基盤・

健康・栄養研究所運営評議会」を令和８年２月

に開催し、令和６年度の業務実績及び決算に

ついて確認等いただくとともに、研究所の役

割、各研究センターの現在の取組、今後の方向

性等について御意見をいただいた。 

研究成果の外部評価を行うため、基盤的研

究等外部評価委員会に設置された基盤的研究

分科会、生物資源研究分科会、健康・栄養研究

分科会（いずれも外部有識者で構成）をそれぞ

れ開催し、基盤的研究分科会及び生物資源研

究分科会においては医薬基盤研究所の各研究

プロジェクト、各研究室、薬用植物資源研究セ

ンター、霊長類医科学研究センターの令和６

年度の研究成果や業務実績等について、健康・

栄養研究分科会においては、各センター・部の

令和５年度の研究成果や業務実績等につい

て、専門性の高い外部評価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究成果の評価を行うため、基

盤的研究等外部評価委員会に設置

された基盤的研究分科会、生物資

源研究分科会、健康・栄養研究分

科会（いずれも外部有識者で構成）

をそれぞれ開催し、令和６年度の

研究成果や業務実績等について専

門性の高い外部評価を行い、外部

有識者の意見が研究に反映するよ

う図られている。 
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に反映させ、研究

開発業務の重点化

を図るなど評価結

果を積極的に活用

し、公表すること。 

 

 

 

 

 

（５）情報発信・情

報公開の促進に関

する事項 

本研究所の適正

な運営と、国民や

行政機関の理解及

び信頼を確保する

ため、法人の取組

内容や成果につい

て適切かつ積極的

に情報の発信・公

開を行うこと。そ

のため、職員の広

報に対する意識の

向上を図るととも

に分かりやすい情

報発信・公開に努

めること。また、契

約業務について

は、透明性が確保

されるように留意

すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

価結果を人的及

び物的資源の適

時・適切な配分

に反映させ研究

開発業務の重点

化を図るなど評

価結果を積極的

に活用し、公表

する。 

 

（５）情報発信・

情報公開の促進

に関する事項 

ア 本研究所の

適正な運営及び

国民や行政機関

の理解及び信頼

を 確 保 す る た

め、法人の取組

内容や成果につ

いて適切かつ積

極的に情報の発

信・公開を行う。

そのため、職員

の広報に対する

意識の向上を図

るとともに分か

りやすい情報発

信・公開に努め

る。 

また、契約業

務については、

透明性が確保さ

れるように留意

する。 

 

 

 

イ 独立行政法

人等の保有する

情報の公開に関

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）情報発信・

情報公開の促進

に関する事項 

ア 本研究所の

研究成果や業務

成 果 に つ い て

は、一般の市民

への研究所の紹

介（彩都、健都で

の一般公開等）、

ホームページ・

YouTube や 新

聞、雑誌、学会誌

といったメディ

ア、SNS（X・

Instagram）等を

通じた分かりや

すい発信、シン

ポジウムへの参

加 や 成 果 発 表

会・意見交換会

の実施等を通じ

て国民一般や関

係機関に分かり

や す く 広 報 す

る。 

 

 

イ 法人の取組

内容や成果につ

いて適切かつ積

・具体的な取組

事例に係る評価 

【モニタリング

指標】 

・運営評議会の

開催件数 

 

 

 

 

（５）情報公開

の促進に関する

事項 

【評価軸】 

・独立行政法人

等情報公開法の

趣旨に則り、適

切かつ積極的に

情報発信・公開

が行われている

か。 

・情報発信・公開

に迅速に対応で

きる体制が確実

に整備されてい

るか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価点数に基づき、相対的に評価の高いプ

ロジェクトに対して研究資金の追加交付を行

うこととしている。 

自己評価、主務大臣の評価結果等について

はホームページで公表している。 

 

 

 

 

 

研究所の研究成果等の広報を強化するとと

もに、本研究所の研究成果や業務の成果に関

係する基本的かつ最新の情報が発信できるよ

うホームページ、SNS（X、Instagram、Threads）、

YouTube等を通じ情報発信を行うなど、広報の

充実を図った。 

さらに、大阪マラソンにおいてチャリティ

寄付先団体として参画し、法人の取り組みを

直接発信する機会を創出するなど、広報活動

の展開を一層拡大した。 

研究所の一般公開については、医薬基盤研

究所（令和７年 10 月）、国立健康・栄養研究所

（令和７年 11月）とも開催した。 

科学ジャーナル等論文誌への査読付き論文

の掲載数は、248報であった。 

プレスリリースは 22件、国際会議、シンポ

ジウム等における発表数は、627回（国際学会

134回、国内学会 493回）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人文書の体系的な整備を行うとともに、

法人文書ファイル管理簿の更新を行うなど情

報公開請求に迅速に対応できる体制を維持し

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロゴ刷新やホームページ・パン

フレットの改訂、プレスリリース

や SNS 等を通じた情報発信を強化

するとともに、一般公開だけでな

く外部イベントでの広報機会も拡

大した。これらの取組により、情

報公開法の趣旨に沿った積極的な

情報発信と、迅速に対応できる体

制が整備されている。 
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（６）セキュリテ

ィの確保に関する

事項 

個人及び法人等

の情報保護を徹底

するため、研究室、

する法律（平成

13 年法律第 140

号）に基づき積

極的な情報の公

開を行う。 

 

 

 

 

 

ウ 独立行政法

人制度に基づく

外部監査の実施

に加え、計画的

に内部業務監査

や会計監査を実

施し、その結果

を公表する。な

お、公的研究費

の運営・管理の

適正な実施及び

研究活動の不正

防止等について

も 監 査 を 実 施

し、その結果を

公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）セキュリ

ティの確保に関

する事項 

・ 防犯及び機

密保持のために

研究所の入退去

極的に分かりや

すい情報の発信

を行うために職

員の広報に対す

る意識の向上を

図るとともに契

約業務の透明性

が確保されるよ

うに留意する。 

 

ウ 独立行政法

人等の保有する

情報の公開に関

する法律（平成

１３年法律第１

４０号）の規定

に基づき、適切

かつ積極的な情

報 の 公 開 を 行

う。 

 

エ 外部監査、

内部業務監査及

び会計監査を適

切に実施し、そ

の結果を公表す

る。また、公的研

究費の運営・管

理の適正な実施

及び研究活動の

不正防止等につ

いても監査を実

施し、その結果

を公表する。 

 

（６）セキュリ

ティの確保に関

する事項 

ア 防犯及び機

密保持のため、

研究所の入退去

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(６）セキュリテ

ィの確保に関す

る事項 

【評価軸】 

・事務室・研究室

の入退室に係る

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「随意契約見直し計画」を踏まえた取り組

み状況を本研究所のホームページに公表し、

フォローアップを実施した。 

役員報酬について、個人情報保護にも留意

しつつ、引き続き本研究所のホームページに

掲載し公表した。 

 職員就業規則等により職員の勤務時間その

他勤務条件を引き続き本研究所のホームペー

ジに掲載し公表した。 

 

 

内部監査計画に基づき内部監査を実施し、

その結果をホームページに掲載し公開してい

る。 

 「研究費不正の防止に関する規程」に基づき

競争的資金及び外部資金の執行に関して内部

監査を実施し、その結果をホームページで公

表するとともに、監査法人による外部監査を

適正に実施した。 

 企業において内部監査業務に従事した経験

を有する者を担当職員とすることで、内部監

査体制の整備を図っている。 

 

 

 

ＩＤカードによる入退室管理について、新

任職員には要領を配布して取り扱いを周知徹 

底するとともに、警備室と連携して適正な運

用を図った。また、高度なセキュリティを必要

とするＥＳ細胞室については、引き続き入退

室者を専用の入退室カードで限定するなど管
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事務室等のセキュ

リティを確保する

とともに、サイバ

ーセキュリティ基

本法（平成 26 年法

律第 104 号）に基

づき策定された

「政府機関等の情

報セキュリティ対

策のための統一基

準群」等の政府の

方針を踏まえ、適

切な情報セキュリ

ティ対策を推進す

ること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）施設及び設

備に関する事項 

業務の円滑な実

施を図るため、施

設及び設備の整備

について適切な措

置を講じること。 

 

者の管理を含め

内部管理体制を

徹底する。 

・ サイバーセ

キュリティ基本

法（平成 26 年法

律第 104 号）に

基づき策定され

た「政府機関等

の情報セキュリ

ティ対策のため

の統一基準群」

等の政府の方針

を踏まえ、セキ

ュアな情報シス

テム基盤・環境

を整備するとと

もに情報倫理教

育等の取組を行

うこと等により

適切な情報セキ

ュリティ対策を

推進する。 

 

（７）施設及び

設備に関する事

項 

研究開発業務

の円滑な実施を

図るため、既存

の施設・設備を

有効活用すると

ともに、最先端

の研究開発に必

要な研究環境を

整備するため、

施設・設備等の

整備、改修、更新

を別紙 4 に基づ

き重点的かつ計

画 的 に 実 施 す

者の管理を含め

た内部管理を徹

底する。 

 

 

 

 

 

 

イ 「政府機関

等の情報セキュ

リティ対策のた

め の 統 一 基 準

群」に準拠し、改

正した当研究所

の情報セキュリ

ティポリシーに

基づき、適切な

情報セキュリテ

ィ対策を推進す

る。 

 

 

 

（７）施設及び

設備に関する事

項 

施設、設備等

の所内共有化を

図ること等によ

り、可能な限り

施設、設備等を

有 効 に 活 用 す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

管理体制が整備

されているか。

情報システムに

係る情報セキュ

リティ確保に関

する措置がとら

れているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）施設及び

設備に関する事

項 

【評価軸】 

・研究開発業務

の円滑な実施を

図るため、既存

の施設・設備を

有効活用すると

ともに、最先端

の研究開発に必

要な研究環境を

整備するため、

施設・設備等の

整備、改修、更新

を計画的に実施

しているか。 

理の徹底を図った。 

出入口等を中心に所内各所に設置した 30台

の録画機能付き監視カメラをリアルタイムで

モニタリングする等活用し、本研究所への立

ち入り等を随時把握することによって引き続

きセキュリティ管理の徹底を図った。 

 また、サーバ室については、ＩＤカードによ

る認証に加え、顔認証のシステムを追加し、情

報セキュリティ対策を強化した。 

政府機関等の情報セキュリティ対策のため

の統一基準（令和７年度版）へ準拠させるため

「医薬基盤・健康・栄養研究所情報セキュリテ

ィポリシー」及び関係規程の改定を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

共同利用機器運営委員会により、共同利用

が可能な機器を整備し、研究所内での予算の

有効活用を推進した。 

一方、施設設備について、計画的な整備のた

めの予算の確保を図り、その結果、令和８年度

当初予算では「霊長類医科学研究センター機

械棟更新その他工事」（機械・電気等工事費用）

及び霊長類医科学研究センターや薬用植物資

源研究センターにおける重油タンクの新設、

空調整備の更新等のための予算を獲得した。 

また、令和７年度補正予算では「霊長類医科

学研究センター機械棟更新その他工事」にお

ける MRI 設備更新、空調機改修工事に必要な

予算を獲得した。 

 

 

 



138 

る。 

なお、中長期

目標を達成する

ために必要な研

究開発、老朽化

により必要とな

る安全対策等に

対応した整備、

改修、更新が追

加されることが

あり得る。 

 

（８）積立金の

処分に関する事

項 

前中期目標期

間 繰 越 積 立 金

は、前中期目標

期間中に自己収

入 財 源 で 取 得

し、本研究所の

当中長期目標期

間へ繰り越した

有形固定資産の

減価償却に要す

る費用に充当す

る。また、主務大

臣の承認すると

ころにより、国

立健康・栄養研

究所の健都移転

に要する経費の

他、 将来の投資

（ 建 物 等 の 整

備、改修、更新）

に充てる充当す

る。 

 

 

 

（９）運営費交

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）積立金の

処分に関する事

項 

前中長期目標

期間繰越積立金

は、前中長期目

標期間以前に自

己収入財源で取

得し、本研究所

の当中長期目標

期間へ繰り越し

た有形固定資産

の減価償却に要

する費用に充当

する。 

また、主務大

臣の承認すると

ころにより、将

来の投資（建物

等の整備、改修、

更新）に充当す

る。 

 

 

 

 

 

 

（９）運営費交

・中長期目標を

達成するために

必 要 な 研 究 開

発、老朽化によ

り必要となる安

全対策等に対応

した整備、改修、

更新の追加の必

要性を検討して

いるか。 

 

 

（８）積立金の

処分に関する事

項 

【評価軸】 

・前中期目標期

間 繰 越 積 立 金

は、前中期目標

期間中に自己収

入 財 源 で 取 得

し、本研究所当

中長期目標期間

へ繰り越した有

形固定資産の減

価償却に要する

費用に充当して

いるか。 

・また、主務大臣

の承認するとこ

ろにより、国立

健康・栄養研究

所の健都移転に

要 す る 経 費 の

他、 将来の投資

（ 建 物 等 の 整

備、改修、更新）

に充てる充当い

ているか。 

 

（９）運営費交

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前中長期目標期間に自己収入で取得した資

産について、当中長期目標期間の減価償却費

相当額等を収益に充当することができる前中

長期目標期間繰越積立金及び国立健康・栄養

研究所の健都移転に要する経費として主務大

臣より承認された前中長期目標期間繰越積立

金について、令和７年度は 132,868 千円を取

崩し、期末残高は 198,889千円となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

競争的研究資金、受託研究費及び共同研究
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付金以外の収入

の確保に関する

事項 

研究所が保有

する専門的技術

及び知見を生か

して、国内外の

民間企業及び公

的研究機関との

連携を積極的に

強化し、競争的

研究資金の獲得

や共同研究費及

び受託研究費等

の外部資金の獲

得に向けた取組

を行う。また、研

究施設の外部利

用促進、寄付金

の受入れ、特許

権等の実施料収

入などの自己収

入獲得に向けた

取組を行う。 

 

（１０）繰越欠

損金の縮減に関

する事項 

繰越欠損金解

消計画を定め、

本計画第１のＡ

の３の（２）で定

めた対策を講じ

ながら、繰越欠

損金の最大限の

縮減を図る。 

また、今後、繰

越欠損金の一部

または全部が解

消されないおそ

れがあることを

付金以外の収入

の確保に関する

事項 

国内外の民間

企業及び公的研

究機関との連携

を積極的に強化

し、競争的研究

資金の獲得や共

同研究費及び受

託研究費等の外

部資金の獲得に

向けた取組を行

う。また、研究施

設の外部利用促

進、寄付金の受

入れ、特許権等

の実施料収入な

どの自己収入獲

得に向けた取組

を行う。 

   

 

 

 

（１０）繰越欠

損金の縮減に関

する事項 

繰越欠損金解

消計画を定め、

当該計画を適切

に見直し、本計

画第１のＡ .の

３．の（２）で定

めた対策を講じ

ながら、繰越欠

損金の着実な解

消を図る。 

付金以外の収入

の確保 

【評価軸】 

・国内外の民間

企業及び公的研

究機関との連携

を積極的に強化

し、競争的研究

資金の獲得や共

同研究費及び受

託研究費等の外

部資金の獲得に

向けた取組を行

っているか。 

・研究施設の外

部利用促進、寄

付金の受入れ、

特許権等の実施

料収入などの自

己収入獲得に向

けた取組を行っ

ているか。 

 

 

 

（１０）繰越欠

損金の解消 

【評価軸】 

・貸付金、未収金

等の債権につい

て、回収計画が

策定されている

か。回収計画が

策定されていな

い場合、その理

由の妥当性につ

いての検証が行

われているか。 

・回収計画の実

施状況について

の評価が行われ

費並びに研究施設の外部利用促進等による自

己収入の拡大を目指しているが、令和６年度

は科学研究費補助金、厚生労働科学研究費補

助金及び国立研究開発法人日本医療研究開発

機構等からの獲得金額が減少したこともあ

り、外部研究資金全体では前年度から 230,814

千円（0.9％）減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度繰越欠損金に関する計画に基づ

き、令和８年度末までに繰越欠損金の解消を

目指すための早期事業化に向けた指導・助言

を行った。 

また、令和６年度末に開催された繰越欠損

金に関する計画策定委員会において、令和７

年度繰越欠損金に関する計画が策定され、特

例事業の終了最短期限（納付期間 15年間に最

大５年間の延長を実施しない場合）である令

和８年度末までに繰越欠損金の着実な縮減に

向けた継続性のある指導・助言を行うことと

している。具体的には、適正なマネジメント体

制及び評価体制の構築として、プログラムオ

フィサー等によるマネジメント体制の構築及

び外部評価委員による評価、並びに適切なフ

ォローとして、進捗状況の把握、早期実用化に



140 

国民に丁寧に説

明するとともに

理解を得られる

よう取組状況等

について定期的

に情報を更新し

公表する。 

 

ているか。評価

に際し、ⅰ）貸倒

懸念債権・破産

更生債権等の金

額やその貸付金

等残高に占める

割合が増加して

いる場合、ⅱ）計

画と実績に差が

ある場合の要因

分析を行ってい

るか。 

・回収状況等を

踏まえ回収計画

の見直しの必要

性等の検討が行

われているか。 

【評価指標】 

・具体的な取組

事例に係る評価 

向けた取組及び繰越欠損金の解消計画の随時

見直しを行うこととしている。 

繰越欠損金の解消計画について、繰越欠損

金残高と各年度の解消額である当期総利益、

当期総利益の要因となった売上納付額等の経

年推移の状況を明らかにした。 令和２年 12月

に公表された会計検査院報告書を踏まえ、繰

越欠損金の状況に関する説明資料を作成のう

え、本研究所のホームページに公表し、令和６

年 10月に現状に則した内容に一部更新を行っ

た。 

＜令和６年度の業務実績の評価結果の反映状

況＞ 

 職員の資質や能力の向上を図るため、業務

等の目標に応じたセミナーや研修等を開催

し、また人事制度の透明性確保、適正な人事評

価の実施、人件費の執行等を適切に行った。 

 コンプライアンス推進月間 2025期間中に、

所内におけるポスター掲示や国立研究開発法

人協議会コンプライアンス専門部会において

開催した研修に参加し、各職員のコンプライ

アンス意識の向上を図った。 
また、セキュリティの確保、施設等の整備につ

いても適正な措置を検討・実施した。 

 

４．その他参考情報 

 

 


